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I 現行指針の改正の必要性 

少子高齢化の進展・生産年齢人口の減少をはじめ、個人のライフプラン・価値観の多様

化、大規模災害・感染症などの新たなリスクの顕在化、デジタル社会の進展等により地方

公共団体を取り巻く状況が大きく変化している。こうした中、自治体戦略２０４０構想研

究会第二次報告（平成 30 年７月）においては、今後、全ての地方公共団体において、若年

労働力の絶対量が不足し、経営資源が大きく制約されること、その際、公的部門と民間部

門で少ない労働力を分かち合う必要があることを前提に、将来的にも地方公共団体として

本来担うべき機能が発揮でき、量的にも質的にも困難さを増す課題を突破できる仕組みを

構築すべきことが指摘されており、各地方公共団体における人材育成・確保の重要性は従

前にも増して高まっている。

今後、官民ともに人材確保が更に困難になっていく中、特に行政のデジタル化による省

力化・生産性の向上や新しい公共私間の協力関係の構築、それらを支える人材の育成・確

保が急務である。

また、近年、各地方公共団体は、デジタル・トランスフォーメーション（DX）への対応

や感染症・大規模災害、公共インフラの老朽化、こども・子育て施策の充実など、足下の

喫緊の課題に対応する中で、深刻な専門人材の不足に直面しており、これを外部人材の活

用や広域での確保も含め、解決していく必要がある。大きく変化していく行政課題に対応

するための人材育成や、多様な人材の確保も重要である。

人材確保の困難化の影響はこれだけではない。働き手側の価値観の変化とも相まって、

職員の能力を最大限に引き出し、職員一人ひとりがやりがい・成長実感を得られ、多様な

働き方を受け入れる職場環境づくりが必須となっており、これを怠ると、貴重な人材を採

用することも、つなぎ止めることもできない時代が到来している。

このような状況において、複雑・多様化する行政課題の解決や行政サービスの向上を図

るとともに、能率的な公務の運営を行うためには、各地方公共団体が、それらを担うこと

ができる人材の育成・確保に戦略的に取り組んでいくことが必要である。

各地方公共団体における人材の育成に関しては、既に多くの団体において、「地方自治・

新時代に対応した地方公共団体の行政改革推進のための指針」（平成９年 11 月 14 日 付自

治整第 23 号）で策定が求められた、職員の能力開発を効果的に推進するため、人材育成の

目的、方策等を明確にした人材育成に関する基本方針（以下「基本方針」という。）が策定

されているところであるが、以下に示すような社会状況の変化やこれに対応するための考

え方を踏まえ、各地方公共団体が基本方針を策定するに当たっての指針として平成９年に

策定された「地方自治・新時代における人材育成基本方針策定指針」（平成９年 11 月 28 日

付自治能第 78 号）を、「人材育成」のみならず、「人材確保」や「職場環境の整備」を図る
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多様化する行政課題に対し、行政のほか、コミュニティ組織、NPO、民間企業等、

公共私にわたる多様な地域の主体とも連携してそのネットワークを活用しつつ、職

務の専門性だけでなく育児・介護といった職員の多様な経験等を活かしながら、主

体的に新たな施策を考え、それを解決していくためのクリエイティブな能力、総合

的な能力がこれまで以上に求められる。

（２）専門人材の重要性と不足

DX、感染症・大規模災害、公共インフラの老朽化、こども・子育て施策の充実等

への対応等のため、専門人材（急務となっているデジタル人材のほか、技術人材、

医療・保健人材等）の重要性が増大するとともに、その確保が全国的に深刻な課題

になっている。このため、今後も生起してくる新たな行政課題も含め、外部人材、

内部人材の両面から専門性を組織全体としてどのように確保し、また、日々高度化

する専門的な知識・技能の習得をどのように図っていくのかについて早急に検討し、

取り組むことが必要である。

また、非都市部や小規模な団体では、自団体で必要な専門人材を確保することが

難しいと考えられることから、これまでのように、各地方公共団体がそれぞれ必要

な職員を採用するという発想にこだわらない、新たな視点が求められる。

（３）定年引上げに伴う計画的な人材育成

令和５年４月から地方公務員の定年が 65 歳まで段階的に引き上げられている。

職員全体に占める高齢期職員が増加していく中で、職員が定年まで、その能力を十

分発揮し、意欲を持って働ける環境をつくるとともに、世代間の知識・技術・経験

等の継承が行われなければ、行政能力の低下を招きかねない。

このため、長期的な視野に立って計画的に人材育成を行う等、定年引上げ後も引

き続き質の高い行政サービスを提供できる体制の構築と、それに向けた仕組みづく

りに早急に取り組むことが必要である。

３ 働き手の意識変化

（１）やりがい・キャリアを通じた成長の実感

官民を問わず、職場に求める価値観は、「仕事のやりがい」・「組織への貢献の実

感」・「自己成長」等が重視される方向に変化してきているが、これまで、公務職場

では、これらの価値観を重視してきたとは必ずしも言えない。
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一方、民間企業では、働き手の意識に合わせ、職員の学びの機会の確保や学びを

通じて得た知識を活かせる職場への配置などの人事上の配慮に取り組み、エンゲー

ジメントを高めようとする取組が急速に進められている。

特に今後、人材獲得競争が激しくなる中において、地方公共団体が有為な人材を

確保していくためには、こうしたやりがい・キャリアを通じた成長の実感が持てる

取組を進めていかなければならない。

（２）働き方に対する新しい価値観

平成 30 年の働き方改革関連法の成立により、地方公務員についても、時間外勤

務の上限規制制度の導入をはじめ、管理職を含めた全ての職員が心身の健康を維持

し、ワーク・ライフ・バランスを保ちながら職務に従事できる環境を整備すること

が求められるようになった。

各地方公共団体においては、デジタル技術を活用した業務改革に加え、職員一人

ひとりがやりがいや充実感を感じながら働き、ライフステージにかかわらずその能

力を最大限に発揮して職務上の責任を果たすとともに、育児・介護や自己啓発等に

取り組みやすい職場環境づくりなど、多様な働き方を推進することが重要となって

いる。

また、働き手側が職場を選ぶ際の基準としても、自分自身の時間をいかに確保・

充実できるのかということが大きな重要性をもってきており、仕事をする上での重

要な価値観にもなっていることから、このような変化に対応した取組が求められる。 

各地方公共団体においては、こうした取組を進めることによる働き方や職場環境

の変化に伴い生じる様々な課題に対応するため、働き方に対する新しい価値観を積

極的に取り入れつつも、維持すべき従前の組織文化も組み合わせて実施するといっ

た、柔軟な発想や取組姿勢が求められる。

II 新指針に盛り込むべき基本的な考え方 

各地方公共団体が基本方針の改正等を行うとともに、人材育成・確保の取組について実

効性を持って推進していく上で重要な以下の考え方について、新指針に盛り込むことが必

要である。

１ 求められる職員像の明確化

対応すべき中長期的な課題や地域のあり方など、それぞれの地方公共団体が置かれた
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状況を踏まえ、職員の自主性や多様性の発揮に留意しつつ、求められる職員像や行動指

針、組織の目指すべき姿等について明らかにするとともに、各職務分野や職位に応じて

求められる知識・技能等について明らかにしておくことは、各地方公共団体が計画的に

必要な人材の育成・確保を行う際、また、職員自身による自発的な能力開発を促進する

際の参考として有益であることから、これを明確化することが望ましい。

２ 中長期的な計画との連携

基本方針は、地域の課題解決を図り、また、効果的・効率的に住民サービスを提供す

るという地方公共団体の責務の達成に向けて、そのために必要な人的資源を確保するた

めに策定するものである。

このような基本方針の性格を踏まえ、各地方公共団体が策定している中長期的な計画

の趣旨やそこで設定された目標を達成するためのものとなるように、これらの計画と連

携したものとすることが必要である。また、計画の見直しが行われる際には、基本方針

についても併せて検証・修正していくことが必要である。

３ 人材育成・確保に係る目標の設定、取組等の検証・見直し

基本方針に位置づけた取組については、必要に応じ指標を設定する等、検証・見直し

が可能な形で取り組み、実際に取り組んだことによる効果についてはできる限り検証し、

見直しへとつなげることが必要である。

また、地域の行政課題に対応するため特に必要となる類型の人材については、各地方

公共団体が策定している中長期的な計画や、これに基づいて行おうとする業務の量等を

もとに、必要な人材の量を見込み、定量的な目標（育成・確保すべき人数の目安等）を

設定し、人材類型ごとに適した充足手段（内部からの育成、外部からの採用）等につい

て整理した上で、人材の育成・確保に取り組むことが望ましい。

なお、設定した目標については、各種計画の見直しや状況の変化等に応じ、柔軟に見

直していくことが重要である。

４ 全庁的な推進体制の構築

基本方針は、地方公共団体の人材に関する取組を総括する重要な組織決定であり、将

来の自治体経営のあり方に大きな影響を与えるものであることから、その改正等に当た

っては、首長をはじめとする団体のトップ層が積極的に関与することが必要である。

また、実際の改正等に当たっては、各地方公共団体の人材育成・人事担当部局を中心
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に、その他の総務部局（財政担当、組織機構担当、行政財産担当等）が連携することに

より、具体的な取組の実現可能性や発揮される効果を高めるとともに、特に専門人材の

育成・確保については、関係事業所管部局の意見を聴取する等、必要な人材の見積もり

とその確保のための手段について、実態に即した最適な方針が作られるよう、必要な体

制を整えることが必要である。併せて、改正等の際には、人材育成・人事担当部局は、

人事管理におけるデジタル技術の活用など、これまでの人材育成・確保の取組を時代の

変化に合わせて柔軟に見直すことも検討することが必要である。

５ 市区町村の人材育成・確保に係る都道府県の役割強化を含む広域的な連携体制の構築

市区町村のうち、特に小規模な団体については、人材の育成・確保において、困難な

面が生ずることも想定される。このような状況においては、都道府県は、各地域におけ

る広域的な行政主体として、人材の育成・確保の面でも、市区町村の相談に応じ、また、

支援を行うことが求められる。そのため、都道府県の基本方針においては、自団体の人

材育成・確保の取組に加え、市区町村担当部局を中心に各市区町村の状況を十分に把握

した上で、当該都道府県内の市区町村の現状を踏まえた支援策についても盛り込むこと

が望ましい。

他方、市区町村側でも、共同研修の実施や、専門人材の共同活用等、既存の広域連携

のための制度も活用しながら、市区町村間での連携についても検討することが必要であ

る。

Ⅲ 人材育成・確保の検討事項

各地方公共団体が人材育成・確保の取組を具体化する際に検討すべき事項については、

以下のとおりである。

１ 人材の育成

（１）人材の育成プログラムの整備

人口減少・少子高齢社会を迎える中、地域社会を取り巻く環境が大きく変わり、行

政が担うべき役割も変化する中で、地方公共団体の職員に求められる能力・資質も変

容している。そのような中、特に DX や GX などの新たな政策課題や複雑・多様化す

る行政課題を解決し、行政サービスの向上を図っていくためには、地方公共団体に必

要とされる知識・技能が大幅に変化する中で、それらの知識・技能を職員が獲得（リ

スキリング）できる環境や、現在求められている役割の中で職員が知識・技能を向上

6



（スキルアップ）できる環境を整えることが必要である。（知識・技能の習得につい

ては、従来は「スキルアップ」という用語が一般的であったが、近年、新しい仕事の

やり方や新しい職務に移行するための知識・技能の習得を「リスキリング」と定義し、

デジタル技術の導入・活用等、組織側の戦略的ニーズに基づく知識・技能の習得を特

に人材育成の要として、育成に取り組む新たな動きが進んでいる。そのため、本報告

書においては、必要な知識・技能の習得を、以下「リスキリングやスキルアップ」と

して記載する。） 

  そのため、各地方公共団体の求められる職員像等と各職務分野や職位に応じて求め

られる知識・技能等のもと、必要となる人材をリスキリングやスキルアップにより計

画的・体系的に育成するための育成プログラムを整備することが重要である。 

  例えば、職種、階層毎の職員の育成や、急務であるデジタル人材のほか、技術人材、

医療・保健人材などの専門性が求められる職員の育成、多様な主体と連携・協働して

地域の課題解決に取り組む職員の育成、人材育成に必要となるマネジメント能力を有

する管理職の育成等、それぞれの地方公共団体で必要となる人材毎に育成プログラム

を整備することが求められる。 

  当該育成プログラムの整備に当たっては、育成の対象となる職員や現場のニーズを

丁寧に汲み取った上で、職種、階層、専門性等に応じて必要となる知識・技能の要件

を定義し、当該知識・技能を習得するのに必要となる育成手法を体系的に整理するこ

とが必要である。  

 
（２）人材の育成手法の充実 

  生産年齢人口の減少と人材の流動化が進む中、今後も公務に従事する人材を継続し

て確保していくためには、職員がキャリアを通して、「仕事のやりがい」・「組織への

貢献の実感」・「自己成長」を実感できる魅力的な環境の整備がこれまで以上に必要で

ある。そのためには、職員が主体的にリスキリングやスキルアップに取り組み、自ら

キャリア形成できるよう、職務を通じての日々の研修（OJT）を通じた実務能力の向

上はもとより、高度で専門的な知識・技能の習得や、他の地方公共団体や民間企業の

職員等とのネットワークづくり、自発的な学習による幅広い知識・技能の習得等、職

員のニーズを踏まえた多様な学習機会を確保することが必要である。また、オンライ

ン研修等、限られた時間の中でより効果的・効率的な研修方法を取り入れる等、自団

体の育成手法を充実させることが必要である。 
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  ① 外部研修の活用 

  時代の変化に即応した高度・専門的な知識・技能や幅広い視野の獲得、行政内外

の関係者とのネットワークの構築、研修担当職員への研修等については、各地方公

共団体が単独で取り組むのは難しいことから、外部で実施される研修や派遣研修

の活用を検討することが必要である。 

・ 自治大学校、市町村職員中央研修所、全国市町村国際文化研修所等の全国規

模の研修機関での研修、高等教育機関（大学、大学院）への派遣研修、民間の研

修プログラム（e ラーニング等）の活用等 

・ 国や他の地方公共団体、民間企業等への職員派遣 

   

  ② 研修の広域化 

  限られた経営資源の中で、研修を効果的・効率的に実施するため、場所や時間に

捕らわれないオンライン研修を充実することが必要である。また、特に小規模な団

体については、自団体で必要な研修を実施することが難しいことも想定されるこ

とから、都道府県は、各地域における広域的な行政主体として、市区町村を含めた

広域的な研修の実施について、また、市区町村側でも、市区町村間での共同研修に

ついて検討することが必要である。 

 

③ 既存研修の充実 

  既存の研修については、オンライン研修の活用はもとより、不断の情報収集によ

り研修ニーズの把握に努め、適時に適切な内容をカリキュラムに盛り込む等、内容

の充実を図ることが必要である。例えば、民間経験者等を対象とした、公務に必要

とされる基本的な法制や経済、公務員倫理等を学ぶ研修、日々高度化する専門的な

知識・技能を習得するための専門職研修、地域課題の解決に向けた実践的な知識・

技能を習得するための NPO・民間企業等との公民合同研修等を実施することも効

果的であると考えられる。 

  また、OJT についても、職場の指導的立場の職員等への研修を通して、職員の統

率や指導といったマネジメント能力の向上を図り、効果的に実施することが必要

である。 

 

  ④ 自発的学習の促進 

  職員の自発的な学習を支援するため、取り組みやすい職場環境の確保に留意しつ
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つ、e ラーニングシステムの導入や、学位・資格取得の支援、自主研究グループ等

が活動しやすい職場風土づくり等について検討することが必要である。また、社会

貢献活動などの兼業・副業は、人材育成に資するとも考えられることから、許可制

とされている趣旨に十分留意しつつ、兼業に関する詳細かつ具体的な許可基準を

設定・公表するなどの環境整備を行うことが必要である。 

 

（３）人を育てる人事管理 

① リスキリングやスキルアップにより獲得した知識・技能の人事配置等への反映 

 新たな行政課題に的確に対応していくためには、単にリスキリングやスキルア

ップの機会を提供するだけでなく、獲得した知識・技能を担当業務に活かすととも

に、人事配置に反映させることで、組織力や職員のモチベーションを向上させてい

くことが必要である。 

 特に今後、デジタルなどの専門的な分野において、一般行政職員の中でリスキリ

ングやスキルアップにより専門性を高めた職員については、当該専門性を活用で

きるような人事配置をしていくことが必要である。 

 

② 職員の主体的なキャリア形成への支援 

 職員の主体的な業務遂行や自発的な能力開発を促進するには、職員一人ひとり

が将来に向けて明確なキャリアビジョンを有していることが重要である。 

 そのため、キャリアパスの明示や、ロールモデルの設定、メンター制度の導入、

キャリア相談体制の構築等により、特に、若年層職員や昇任に消極的な職員等に対

して、自らのキャリアについて考える機会を提供し、仕事へのモチベーションや昇

任意欲等を高めるほか、複線型人事制度や庁内公募を活用した人員配置により、職

員の希望を踏まえたキャリアの実現を図る等、職員のキャリア形成を支援するこ

とが必要である。 

 

③ 人事評価等の活用 

 人事評価における能力評価の実施に当たっては、求められる職員像と連動させ

た評価を行うほか、業績評価の目標設定に当たっては、組織としての理念・目標と

個々の職員の業務目標との関係性を明確化し、業務の意味や価値及び重要性を理

解させることにより、職員の主体性や意欲を引き出し、職員個人の成長につなげる

ことが必要である。 
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 また、人事評価結果の開示に当たっては、面談等において組織への貢献度、当該

職員の強み・弱み等を職員本人に適切にフィードバックすることにより、職員個人

の成長や能力開発を促すとともに、職員のやりがいやエンゲージメントの向上等

につなげるようにすることが必要である。併せて、職員へのフィードバックのやり

方や評価結果に対する不満への対応方法など、評価者を対象としたフィードバッ

クの方法の研修を充実することも重要である。

加えて、人事評価結果を職員の昇任等や処遇に適切に反映させることは、意欲の

向上や人材の定着に資することも期待できる。

④ 管理職による職場内マネジメントの推進

職員の育成や意欲の向上において、職場のリーダーである管理職が、その役割を

十分に認識し、人事評価における職員面談や１on１ミーティング、または日々職員

とコミュニケーションを図る中で、職員の人材育成等に積極的に関わっていくこ

とが重要である。

 人材マネジメントを推進するためには、管理職と人材育成・人事担当部局が十分

に連携し、組織が一体となって取り組むことが重要である。人材育成・人事担当部

局は、わかりやすいマニュアル等の作成、計画的な研修の実施、相談やサポート体

制の整備など、必要な支援体制を整えることが必要である。

⑤ HR テクノロジーを活用した人事施策等の実施

HR（Human Resource）テクノロジーとは、人事・総務・労務で用いられるシス

テムやサービスの総称である。人材育成・人事担当部局は、人事関連の業務をより

効率的かつ高度に行うため、採用管理、労務管理、人事配置、育成管理、人事評価、

エンゲージメント調査など様々な分野へのクラウドシステムなどのデジタル技術

の活用を検討することが必要である。

２ 人材の確保

（１）公務の魅力の発信

優秀な人材を確保するためには、まずは地方公共団体の職員として働くことの魅力

を広く情報発信することにより、公務への関心を持ってもらうことが必要である。

 令和３年度人事院年次報告によると、就職・採用活動における民間企業及び学生の

動向として、インターンシップ等を通じた早期の採用選考活動を行う民間企業が増加
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するとともに、学生が内々定を獲得する時期、就職活動を終了時期も早期化している

ことが指摘されている。

 このような背景も踏まえ、まずは地方公務員として働くことの魅力を発信し、受験

者の興味関心を惹起することが重要である。

 例えば、次のような取組をはじめとした公務の魅力の広報発信を行うことにより、

より多くの受験者に訴求し、有為な人材の確保へとつなげることが重要である。

・ SNS や動画配信、民間の就職支援サービスを利用した広報

・ 応募者に応じた様々なキャリア教育・インターンシップの実施

・ 職場見学や若手職員との意見交換の開催

・ 技術職員確保のための技術系若手職員による WEB 面談の実施

・ 働きやすさなどの職場環境に関する情報発信

 特に、土木技師や保健師、保育士といった専門職や技術職については人材確保が困

難な状況であることから、専門職や技術職の公務の側面からの魅力について、より積

極的に発信することが求められる。なお、その際は、受験者のミスマッチを防ぐ観点

から、あくまで実際の公務内容に沿った魅力発信を行う必要があることに留意が必要

である。

 また、このような手段による公務の魅力発信に当たっては、個別の取組を単発的に

実施するのではなく、採用に係るねらいやテーマを持った採用広報戦略を立案した上

で、その方向性に即した具体的な取組を検討することが望ましい。さらに、その採用

広報戦略の立案においては、民間人材サービスとの連携等、民間部門の視点を交える

ことも効果的と考えられる。

（２）多様な試験方式の工夫

受験者の中には、故郷での就職を希望する者等、遠隔地からの受験を希望する者や、

留学や研究活動により一般的な時期の就職活動が困難な者、特別な公務員試験対策が

負担に感じる者等も想定される。

 このような負担が、地方公務員採用への応募を躊躇させる原因ともなり得るため、

多くの、かつ多様な人材に公務に挑戦してもらうためには、受験者の負担を軽減する

ような試験方式を実施することも有効と考えられる。

 例えば、次のような取組をはじめとして、試験の実施に係る工夫について、各地方

公共団体の実情に応じて検討し、実施することが必要である。
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＜受験対象者や受験方法に係る工夫＞ 

・ 通年募集枠の設置 

・ 年齢上限の引上げ 

・ 採用手続の広域化（採用試験の共同実施、共同採用方式の実施等） 

・ 試験会場の管外設置（テストセンターの活用等） 

・ 採用手続のデジタル化（受験申込みのオンライン受付、WEB 面接の導入等） 

＜試験方法や試験内容に係る工夫＞ 

・ 教養試験に代わるＳＰＩなどの適性検査の導入 

・ 口述試験やグループワークといった人物試験の配点比率の増加 

  試験の実施に係る工夫を検討するに当たっては、求める人材や能力を明確にした上

で、その目的に沿った試験方式を検討する必要がある。その際、その試験方式を実施

することに伴う効果を多角的に検討した上でその採否を決定するとともに、実施した

ことによる効果を可能な限り検証し、更なる取組の検討に活用することが重要である。 

  加えて、その試験方式を実施することに伴い、新たに採用者側に求められる観点や

留意点がある場合は、それらについて、採用に携わる職員にあらかじめ共有されてい

ることが望ましい。 

 

（選考採用について） 

  地方公務員法においては、任用の根本基準として能力の実証に基づく任用（成績

主義）を定め（第 15 条）、人事委員会を置く地方公共団体における職員の採用は、

採用試験によることを原則としている（第 17 条の２）。これらの原則は、地方公務

員の採用に当たり情実が及ぶことを排除するものであり、これにより、選考による

採用については限定的に解されてきた。 

一方で、行政課題が複雑・多様化することに伴い、これらの課題解決に求められ

る能力や知識・技能も多様化している。従来とは異なる能力や知識・技能を十分に

評価するための能力実証の方法として、採用試験のみならず、選考による採用も併

せて活用することも考えられる。 

実際に、国家公務員の採用に関しては、採用昇任等基本方針（平成 26 年６月 24
日閣議決定、令和２年 12 月 25 日一部変更）に基づき、係員の官職以外の官職に採

用しようとする場合等において、選考採用が活用されるようになってきており、そ

の際の留意点として、求める人物像の明確化、能力実証方法の十分な検討や公務内
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外を通じた募集等が示されている。 

地方公務員の採用においても、多様かつ専門的な能力及び経験を有する人材を登

用する観点から、選考採用を活用していくことも考えられる。その際、上記の留意

点のほか、地方公務員法の平等取扱いの原則（第 13 条）、成績主義（第 15 条）等

の根本原則にもあらためて留意することが必要である。 

 

（３）多様な人材の採用 

  多様で優秀な人材の確保という観点からは、新卒者に限らない、経験者採用による

多様な経験や知識・技能、専門性を持った人材の確保も重要である。 

  経験者採用による人材は、社会人即戦力としての働きが期待できるほか、多様な知

識・技能や専門性に基づく視点や発想は、複雑化する行政課題の解決に向けた推進力

となるものである。また、公務のみでは得られない多様な経験や価値観からは、従来

の業務や慣例等にとらわれない柔軟な発想が期待でき、具体的な政策への反映のみな

らず、職員一人ひとりの意識や職場環境についても変革をもたらし得るものである。 

  さらには、民間企業において新卒一括採用だけでなく経験者採用や通年採用等が進

みつつあるなど、我が国全体で新卒一括採用が相対化されてきている状況を踏まえれ

ば、地方公務員においても、新卒者のみの採用に固執することなく、多様な人材を積

極的に確保することが必要である。 

  そのため、例えば次のような取組をはじめとして、様々な経験や専門性を有し、即

戦力となる人材を確保するための取組について、各地方公共団体の実情に応じて検討

し、実施することが必要である。 

・ 募集対象年齢の上限の拡充又は撤廃 

・ 新卒一括採用と経験者採用を効果的に組み合わせた複数の採用ルートの設定 

・ 行政経験者（同じ団体への復職、いわゆるキャリアリターンや定年退職者を含む）、

民間経験者（定年退職者を含む）、修士号や博士号取得者などの採用枠の創設 

  このような経験者採用の募集・採用に当たっては、地方公務員法の平等取扱いの原

則（第 13 条）や成績主義（第 15 条）との関係に留意し、経験者であることのみを捉

えて採用を判断するのではなく、その者が標準職務遂行能力や適性を有するかどうか

について能力実証を行った上で判断することが必要である。 

  また、経験者採用を実施する場合、特に従来から新卒一括採用に比重を置いていた

地方公共団体においては、採用後の丁寧なフォロー体制を整備することも重要である。

例えば、定期的なアンケートや面談の実施、メンター制度の導入等、採用者を組織的
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にケアする体制を整備することにより、職場への定着も期待できると考えられる。 

 

（４）外部人材の活用 

 専門的な知識・経験を有する人材を確保する上では、任期の定めのない常勤職員と

してその人材を採用するという方策のほか、様々な方策を検討することが必要である。 

 例えば、契約に基づいてアドバイザー業務を委託することのほか、公務員として任

用する場合には、任期を区切って（上限５年）採用する特定任期付職員として、又は

非常勤職員として助言等を行ってもらうための特別職職員として任用すること等が

考えられる。 

 各地方公共団体においては、これらの選択肢のうちから、業務の性質や職員のニー

ズ等を踏まえて、適切な手段を選択することが必要である。 

 

（５）市区町村の専門人材の確保に係る都道府県等の支援 

 専門人材の確保については、これまでのように、各地方公共団体がそれぞれ必要な

職員を採用するという発想にこだわるのではなく、今後は、単独市区町村での確保の

みならず、広域での確保策を検討することが有効であると考えられ、特に都道府県が、

専門人材の確保を支援していくことが重要である。現在、デジタル人材や技術職員に

ついては、都道府県において市区町村支援人材を確保した場合の地方財政措置が講じ

られており、こうした措置も活用しながら、市区町村がその行政需要に対応できるよ

う、都道府県において必要な人材を確保の上、市区町村支援業務に当たらせたり、市

区町村職員として派遣するなどの支援を検討していくことが必要である。また、市区

町村の職員採用活動に対する都道府県の協力や、都道府県の主導による共同採用方式

の活用等も検討することが必要である。 

 併せて、市区町村自身でも、広域で連携することにより対応できる場合には、定住

自立圏制度や連携中枢都市圏制度などの各種制度や前述の地方財政措置等も活用し

つつ、近隣の団体が共同して必要な専門人材や知見の確保に取り組むことを検討する

ことも考えられる。 

 

３ 職場環境の整備 

（１）多様な人材の活躍を可能にする職場環境の整備 

① ワーク・ライフ・バランスの実現 

 仕事や生活のあり方に関する価値観が多様化し、ワーク・ライフ・バランスの視
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点を重視する職員が増加しているほか、性別や年代を問わず育児や介護など様々な

事情を抱える職員が継続して勤務できる環境を整備することが求められるようにな

っていることから、全ての職員がライフステージにかかわらず、その能力を最大限

に発揮し、限られた時間で効率良く高い成果を上げることができる職場環境を整備

することが必要である。 

 そのため、長時間労働の是正、フレックスタイム制やテレワークの導入・活用等

による柔軟な働き方の実現のほか、性別にかかわらず仕事と家庭の両立を図ること

ができるよう休業・休暇の取得促進を図る等、全ての職員がワーク・ライフ・バラ

ンスを保ちながら、意欲を持って職務に従事できる環境を整備することが必要であ

る。 

 なお、職場環境の整備に当たっては、管理職を中心とした適正な労務管理のほか、

休業・休暇や短時間勤務の職員がいる職場における業務分担及び職員配置並びに当

該職員と周囲の職員の人事評価のあり方にも留意することが必要である。 

 また、これらの取組の実効性を高めるため、首長をはじめとする団体のトップ層

が積極的に関与することが重要である。 

 

② 職場の健康管理等に関する取組 

地方公共団体のメンタルヘルス不調による休務者は近年増加傾向である。職員が

心身に不調を来すと、その能力を十分に発揮することができなくなることから、長

時間勤務者に対する医師による面接指導などの健康確保措置の実効的な運用に加え、

メンタルヘルス対策に積極的に取り組むことが必要である。 

また、ハラスメントは、職員の能力の発揮を阻害し、公務能率の低下を招くこと

から、ハラスメント防止措置（いわゆるカスタマーハラスメントへの対応を含む。）

の実効性を確保し、安心して職務に専念できる職場環境を整えることが必要である。 

 

（２）働きやすい職場の雰囲気の整備 

 多様な価値観を持つ職員同士が、自らの考えを表明して積極的なコミュニケーショ

ンを取ることにより、相互理解の促進や組織への参加意識の向上が図られ、エンゲー

ジメントを高めることが期待できる。また、上司と部下のコミュニケーションの活性

化は、職場の信頼関係の構築や管理職のマネジメント能力の向上につながり、一人ひ

とりが仕事に対するやりがいや成長実感を持ちながら働けるようになることが期待

できる。 
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 そのため、職員が発言・行動しやすい職場の雰囲気づくりを進め、職場におけるコ

ミュニケーションのデジタル化が進む中で風通しの良い一体感のある職場環境を構

築することが必要である。その際、フリーアドレス化などのオフィス改革に取り組む

ことも有効である。また、職員の自発的なキャリア形成や新たなチャレンジを応援す

る職場風土を醸成することが必要である。 

 

（３）職員のエンゲージメントの把握 

 職員の働きがいや意欲、組織に対する思い入れ、愛着などの「職員のエンゲージメ

ント」を把握することにより、組織の健全化、組織力の向上、個人の意欲向上、人材

の定着につなげていくことが重要である。 

 そのため、定期的に職員のエンゲージメントに関する調査を実施し、その結果から

組織が抱える課題を洗い出し、職員にフィードバックするといった取組を検討するこ

とも考えられる。 

 

Ⅳ デジタル人材の育成・確保に関する留意点 

１ 趣旨 

 我が国では今や 77％の国民がスマートフォンを保有し（出典：総務省「令和４年通

信利用動向調査」）、インターネットを通じて日常的に民間サービスを利用している一

方で、新型コロナウイルス感染症への対応において明らかになったように、地方公共

団体が提供する行政サービスはデジタルへの対応が不十分と考えられる。 

 今後、我が国が目指す、全ての国民にデジタル化の恩恵が行き渡る社会を実現するた

めには、全ての地方公共団体が、デジタル時代の住民ニーズに合った行政サービスを

提供できる組織へと変革し、業務効率化や住民サービスの向上、地域課題の解決に取

り組むことが求められる。加えて、地方公共団体は、恒常的に行政サービスを提供す

ることが求められることから、その組織変革は、一時的なものではなく、恒常的なも

のとして定着させることが必要である。 

 そのためには、地方公共団体の各部局において、提供する行政サービスのデジタル化

を進めるだけでなく、仕事の進め方、組織・人事の仕組み、組織文化・風土そのものを

変革し、全庁的にデジタル時代の組織へと変革すること、すなわち、DX を主体的に実

現させることが必要である。これには、全庁的な調整や全体最適の観点からの企画立

案及び実行が求められるため、首長自らがこれらの変革に強いコミットメントをもっ

て取り組むことが求められる。その上で、全庁的な組織変革をはじめ、DX の取組が庁
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内の各部局で円滑に推進されるよう、デジタル人材の育成・確保についても、自治体

DX 推進計画等も踏まえ、人事担当部局と DX 推進担当部局との緊密な連携の下で全庁

的に取り組むことが急務であることから、新指針において盛り込むべき事項として、

特に、デジタル人材の育成・確保に関する留意点を示すものである。 

 現在、デジタル改革やデジタル実装を進めていくための人材不足の課題は、国や民間

企業などあらゆる局面でも顕在化しており、地方公共団体においても同様に厳しい状

況にある。特に、デジタル人材の育成・確保に係る方針を策定していない団体につい

ては、可能な限り早期に方針を策定の上、取組を進めることが求められる。 

 

２ 求められるデジタル人材像の明確化 

  地方公共団体において、デジタル人材の育成・確保に取り組むに当たっては、まず、

デジタル人材の人材像を明確化することが必要である。 

  地方公共団体において進められている取組を踏まえると、地方公共団体におけるデ

ジタル人材の全体像は、デジタルに関して高度な知識・技能を有する「高度専門人材」、

デジタルに関する一定程度の知識・技能と行政実務の知識・経験を兼ね備え、DX の取

組の中核を担う「DX 推進リーダー」、そして「一般行政職員」に分類が可能と考えら

れる。 

  これらについて、具体的にどのようなデジタルの知識・技能をもった人材を育成・確

保すべきかは、当該団体において具体的に推進する取組や当該団体の規模によって異

なるが、概ね以下の人材像が想定される。 

 

（１）高度専門人材 

 高度専門人材は、デジタルツールの「目利きができる」・「作ることができる」人材

であり、地方公共団体において、DX 戦略、データ分析、ユーザー環境、セキュリテ

ィ、システム監視・管理などの各分野において、専門性を発揮することが考えられる。 

 これらの専門性をもって、当該団体における DX の取組をリードするとともに、デ

ジタル技術を活用した課題解決に係るシステムの実装や、DX に向けた意識の醸成・

組織風土の改革、デジタル人材の育成等、職員が進める DX の取組のマネジメントが

できる指導的役割を果たすことが想定される。 

 なお、高度専門人材は、主に外部人材の活用を基本として検討することが必要とな

る（Ⅳ４（１）参照）ところ、地方公共団体において、外部人材を確保する際の参考

として、総務省において「自治体 DX 推進のための外部人材スキル標準』（令和４年
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９月）を策定しており、これを参考として外部人材を確保することも考えられる。 

 

（２）DX 推進リーダー 

 DX 推進リーダーは、デジタルツールを「活用できる」・要件を整理し「発注できる」

人材であり、地方公共団体の DX 推進担当部局や情報システム担当部局（以下「DX
推進担当部局等」という。）において、当該団体全体の DX の取組をリードするほか、

DX 推進担当部局等以外の所属部署（以下「業務担当部局」という。）において当該所

属部署の DX の取組をリードすることが考えられる。 

 

 まず、DX 推進担当部局等に所属している DX 推進リーダーは、業務担当部局の DX
推進リーダーと連携し、高度専門人材やベンダー等の民間事業者と、業務担当部局の

一般行政職員との橋渡しを行うとともに、他の地方公共団体との連携についても検討

しながら、当該団体の DX の取組をリードすることが想定される。 

 

【想定される役割】 
・当該団体の DX 戦略の策定 
・プロジェクトの実施や進行管理 
・庁内やステークホルダーとの調整 
・庁内データの分析、活用データ連携基盤の設置・運営 
・ユーザー目線に立ったサービスの検討・実装 
・デジタル技術を活用した働きやすい環境の確保 
・庁内で保有するシステムやネットワーク基盤の最適化 
・セキュリティ対策の実施 
・システム・ネットワーク基盤の調達・保守・維持管理・運用等 

 

 また、業務担当部局の DX 推進リーダーは、DX 推進担当部局等の DX 推進リーダ

ーの協力を得ながら、自身が所属する業務担当部局の DX の取組をリードすることが

想定される。 

 

【想定される役割】 
・業務担当部局が保有するシステムの調達・保守・維持管理・運用やシステム更新・

発注時における要件定義・手段の選定・仕様書や納入品の点検等 
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・業務担当部局における業務効率化に向けた BPR（業務改革：Business Process 
Reengineering）の実施 

・ローコード、ノーコードツール、RPA（ソフトウェア・ロボットによる業務自動

化：Robotics Process Automation）、BI ツール（データを集計可視化するツール：

Business Intelligence ツール）等、新たなデジタルツールを活用した業務効率化

の推進 
・業務担当部局が保有するデータの分析、活用 

 

（３）一般行政職員 

 今後、地方公共団体において、デジタル時代の住民ニーズに合った行政サービスを

提供するためには、一般行政職員についても、デジタルリテラシーを高め、導入され

たデジタルツールを活用して業務を行うことが想定される。 

 したがって、一般行政職員は、テレワークやペーパーレス、オンライン会議等を積

極的に実施するほか、日常業務において RPA、BI ツール等の導入されたデジタルツ

ールを活用する等、日常業務の効率化に向けた実践を行うとともに、住民等に対し業

務に関連したシステムなどの操作方法の説明を行うこと等が想定される。 

 

３ 求められる人材のレベルごとに育成・確保すべき目標の設定 

  地方公共団体において DX の取組を着実に推進するためには、当該団体において取

り組むプロジェクトごとに、具体的にどのような知識・技能を有する人材がそれぞれ

どれくらいの人数が必要かを検討した上で、当該団体全体として必要な人材を育成・

確保していくことが必要であるが、人材の育成・確保の取組には、相当程度の時間を

要することから、中長期的に取り組むことを前提に、これらの取組を進めることが必

要である。 

  そこで、まず、各地方公共団体において育成・確保すべき人材について、以下の人材

像の類型を参考に、それぞれ育成・確保する具体的な数値目標を検討・設定すること

が必要である。 

  また、その際、自団体職員の知識・技能の水準を把握することにより、それぞれの人

材像の類型ごとに、既に自団体内部で確保できている数を把握した上で、設定した数

値目標とのギャップの解消を目指し、組織的・計画的に人材育成・確保の取組を進め

ることが必要である。 
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（１）高度専門人材 

 デジタル分野では専門性が高度に分化していることから、当該地方公共団体におい

て取り組むプロジェクトの期間・内容に応じて、どのような専門的な知識・技能を有

する人材が必要か、また必要な人数はどれくらいかを検討することが必要である。ま

た、当該団体が推進する特定のプロジェクトだけでなく、継続的に当該人材の知識・

技能が求められる場合には、必要に応じて当該人材をアドバイザー等として活用でき

る体制を整えることが重要である。 

 例えば、愛媛県では、「高度デジタル人材シェアリング事業」において、県・市町

が共同で、①デザイン思考、UI・UX（User Interface・User Experience）分野、②シ

ステム・セキュリティ分野、③データ利活用分野、④官民共創分野、⑤広報・マーケ

ティング分野のそれぞれの専門分野において高度専門人材を確保し、「愛媛県・市町

DX 推進専門官」として活用するとともに、県・市町と高度専門人材との間の連絡・

調整を担う専門人材を併せて確保し、これらをチームとして一体的に運用している。 

   

（２）DX 推進リーダー 

 DX 推進リーダーは、特に、システム調達・発注やプロジェクトマネジメントにお

いて、組織の中核を担い、地方公共団体における DX 推進をリードする役割を担うこ

とができるよう、組織内の DX 推進をリードする DX 推進担当部局や、DX 推進を支

える情報システム担当部局に集中的に配置することが考えられるほか、業務担当部局

における DX 推進をリードすべく、業務担当部局の各課に１人以上の DX 推進リーダ

ーを置くことが想定される。 

 こうした考え方に基づき、DX 推進リーダーの育成に取り組む先進団体においては、

DX 推進リーダーを配置する部署数からの推計等を用いて、部署数に相当する人数を

複数年かけて育成することや、概ね一般行政職員のうち１割～２割の職員を必要な部

署に配置することを目指し育成することを、目標として設定している。 

 

 ＜参考：数値目標を設定して育成に取り組んでいる例＞ 
    北海道：全庁 947 所属に各１人、IT 関連業務担当 216 係に各１人 
    栃木県：一般行政部門職員数の 20% 

滋賀県：一般行政部門などの職員の 10～15% 
石川県金沢市：一般職員約 2,000 人のうち全課約 100 所属に各 1 人 
栃木県真岡市：一般職員約 500 人のうち約 100 人 
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４ 求められるデジタル人材の育成・確保

（１）高度専門人材

デジタルに関して高度な知識・技能を有する高度専門人材は、地方公共団体内部で

の育成は容易ではないことに加え、デジタル分野では専門性が高度に分化しているこ

とから、外部人材の活用（Ⅲ ２（４）参照）を基本として検討することが必要であ

る。

 外部人材を確保する際には、官民を問わずデジタル人材の需給が逼迫していること

を踏まえ、民間における報酬水準を踏まえた報酬水準を設定することが極めて重要で

ある。そのため、例えば、東京都では、特定任期付職員として任用することにより、

外部からの人材確保を推進している。

 また、自団体だけで確保できない場合には、定住自立圏や連携中枢都市圏などの近

隣団体や、都道府県と共同で確保することが有用と考えられる。例えば、広島県では、

県が任期付職員として確保した外部人材を、県内団体においても任用することで、県・

市町が共同で人材確保を推進している。

 このように高度専門人材を外部から確保するに当たっては、高度専門人材が、自ら

の有する専門性を活かして地方公共団体で活躍することができる環境を整えること

が求められるほか、当該人材の希望に応じて、更に専門性を高める機会を提供するこ

とが重要であり、そのためには、例えば、適切な時期に再び民間企業等に戻るなど、

官民で人材が流動的に行き来する、いわゆる「リボルビングドア」を実現できるよう

な方策を検討することが求められる。こうした点から、高度専門人材を外部から確保

するに当たっては、任期付職員としての任用等を含め、適切な方策を検討・選択する

ことが求められる。

 なお、デジタルに関して高度な知識・技能を有するものの、地方公共団体の業務に

関する知識が十分でない高度専門人材を任期付職員として任用等する場合には、地方

公共団体の業務に係る研修を事前に実施することにより、地方公共団体の業務に関し

て知識を習得する機会を設けることや、当該高度専門人材と一般行政職員等との橋渡

しを行い、連携して DX 推進に取り組む職員を指定することなどにより、高度専門人

材が活躍しやすい環境を整えることが求められる。

（２）DX 推進リーダー

DX 推進リーダーは、行政実務の知識・経験を有する一般行政職員の中から、特に

集中的にデジタルに関する知識・技能を身につけさせる職員を指定し、当該団体とし

て、組織的に DX 推進リーダーの育成に取り組むことを示した上で、着実に育成の取
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組を進めることが必要である。 

 一般行政職員の中から育成を進めるに当たっては、DX 推進担当部局等だけでなく、

業務担当部局の業務に携わる経験を積みながら育成を進める必要がある点にも留意

することが求められる。 

 その際、人事担当部局と DX 推進担当部局等が密に連携をとって人事異動を進める

ことにより、着実に、行政実務の知識・経験とデジタルに関する知識・技能を身につ

けさせることが重要である。例えば、石川県金沢市や栃木県真岡市では、既に、DX 推

進リーダーに相当する職員を指定した上で、集中的に育成の取組を推進している。 

 DX 推進リーダーの育成に当たっては、OJT や育成プログラムなどの研修の実施の

ほか、民間事業者や大学などの講座の受講、国や民間事業者等との人事交流等を実施

することが考えられる。 

 このほか、DX 推進リーダーの育成・確保に当たっては、内部人材の育成（Ⅲ １
（１）・（２）参照）のほか、ICT 職などの採用枠の創設（Ⅲ ２（３）参照）や、採用

時に IT 関連企業での勤務経験や資格保有状況等に応じて加点を行う等、複数の手法

を組み合わせることを含め、効果的な方法を検討することが必要であるが、地方公共

団体の規模など、各団体の実情に応じた検討が求められる。例えば、東京都や横浜市

などでは、ICT 職等の区分を設けて人材確保を推進しているが、大規模な地方公共団

体以外の団体において、ICT 職などの採用枠を設けない場合であっても、一般行政職

員のうち、DX 推進リーダーとして指定を受けた経験のある者を人事管理上把握して

おくことで、中長期的に DX 推進リーダーの育成に取り組むことが求められる。 

 また、デジタル分野における高い専門性を有する職員が退職してしまうことにより、

地方公共団体の業務に支障を来すおそれがあると考えられる。今後、職員のやりがい

やエンゲージメント向上等につなげる一般の職員向けの取組に加え、DX 推進リーダ

ーの育成を通じたデジタル人材の確保に取り組むに当たっては、例えば、給料の調整

額の活用や、高度な知識・技能の習得・維持のための研修機会の提供など、高い専門

性に対する正当な評価や処遇のあり方についても検討を行う必要がある。 

 

（３）一般行政職員 

 特に管理職層が DX の取組を阻害することがないよう、管理職層の DX への心理的

ハードルを下げるとともに、各職員が、導入されたデジタルツールを活用できる能力

を習得させることが必要である。 

 例えば、大分県大分市では、デジタル人材像を定義し、オンライン動画による学習

サービスを使用した研修を実施しているほか、職員が IT・情報関係の資格を取得する
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ことを奨励し、資格取得に要する経費への助成等を実施している団体も存在している。 

 

５ デジタル人材に係る人材育成・確保基本方針実施体制の構築 

 既に多くの都道府県・市区町村において、CIO/CDO（最高情報責任者・最高デジタル

責任者：Chief Information Officer/Chief Digital Officer）等を設置し、情報システムの標準

化・共通化、行政手続のオンライン化等、自治体 DX の取組が実施されている。高度専門

人材の確保や、DX 推進リーダー・一般行政職員の育成の取組についても同様に、具体的

にどのような体制のもと、これらの取組を推進するか、明確にする必要がある。 

 具体的には、人事担当部局と DX 推進担当部局等をはじめとする各部局との緊密な連

携や、人材戦略の責任者であるトップマネジメント層がデジタル人材の育成・確保にもコ

ミットすること等、戦略的な人材育成・確保を推進する体制を構築することが必要であ

る。 

 

６ 人材確保等が困難な市区町村の支援等 

 都道府県には、各地域における広域的な行政主体として、人材の確保等の面でも、市区

町村の相談に応じ、また、支援を行うことが求められるほか、市区町村においても、市区

町村間での連携等について検討することが求められる（Ⅱ５参照）が、我が国では、官民

を問わずデジタル人材が不足しており、デジタル人材の確保が困難であること等を踏ま

え、特にデジタル人材の確保等に関しては、都道府県による市区町村への支援等が重要で

ある。 

具体的には、デジタル人材の確保等に当たり、高度専門人材の確保や、DX 推進リーダ

ー・一般行政職員の育成について、自団体だけで取り組むことが困難な場合には、定住自

立圏や連携中枢都市圏などの近隣自治体や、都道府県と共同で確保等に取り組むことが

有用と考えられる。 

 特に、都道府県においては、当該都道府県内の市区町村の取組状況を踏まえ、必要に応

じた支援を検討することが必要である。 

 

７ デジタル人材のキャリアパス 

 現在地方公共団体において求められているデジタル人材は、従来の情報政策担当部局

が担ってきた庁内の情報システムの構築・維持管理に係る業務や情報セキュリティに係

る業務と異なり、積極的にデジタル技術やデータを活用して自治体行政を変革していく

DX の取組の司令塔として、企画立案や部局間の総合調整等の業務を推進することが求め
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られる。 

 したがって、一般行政職員から DX 推進リーダーを育成し、必要なデジタル人材を確保

する上では、自団体の組織体制を踏まえつつ、デジタル分野の知識・スキルを行政実務に

おいて活かす経験を積み、デジタル分野の専門性と、行政官としての専門性のいずれも向

上させながらキャリアアップを図ることができるキャリアパスを提示することが必要で

ある。 

 ただし、大規模な地方公共団体以外の団体においては、DX 推進担当部局等が、総務部

や企画部等において課・係単位で設置され、職員数も少ないことが想定される。このため、 

・DX 推進担当部局等で、業務を担当する職員が固定化してしまう 

・１人の職員が DX 推進担当部局等の業務を全て担う、いわゆる「１人情シス」となって

いる 

といった課題が生じやすく、一部の職員に DX 推進に関する業務負担が集中しやすいこ

とが考えられる。 

このため、各職員の業務負担を適切なものとするとともに、組織的に DX 推進リーダー

を育成・確保する観点から、当該団体において DX 推進リーダーを担う職員を一定数育

成・確保し、適切に人事異動を行いながら、それぞれキャリアアップを図ることができる

よう留意することが求められる。 

 

（以上） 
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ポスト・コロナ期の地方公務員のあり方に関する研究会開催要綱 
 

１ 趣旨 

 今後、少子高齢化の進展・生産年齢人口の減少、人々のライフコース・価値観の多様化、大

規模災害・感染症リスクの増大、デジタル社会の進展など地方公共団体を取り巻く社会状況は

大きく変化し、行政課題の更なる複雑化・多様化が見込まれる。 

このような変化に対し、地方公共団体の職員・組織においては、多様な職員がその能力を発

揮し、活躍できる環境を整えるとともに、組織や地域の枠を超えて人材の活用を図ることなど

により対応しようとする動きが出てきているほか、人材育成などによる組織力の強化が求めら

れている。 

これらのことを踏まえ、本研究会では、地方公務員制度とその運用のあり方について、中長

期的な視点に立って検討を行う。 
 

２ 名称 

本研究会の名称は、「ポスト・コロナ期の地方公務員のあり方に関する研究会」（以下「研究

会」という。）とする。 
 

３ 研究項目 

  少子高齢化・生産年齢人口の減少、ライフコース・価値観の多様化、大規模災害・感染症

リスクの増大、デジタル社会の進展など、2040年頃にかけて生じることが見込まれる社会状

況等の変化と地方公共団体における対応を踏まえた地方公務員制度とその運用のあり方につ

いて、中長期的な視点で検討する。 
 

４ 構成員 

  研究会の構成員は別紙のとおりとする。 
 

５ 座長 

（１）研究会に、座長１人を置く。 

（２）座長は、会務を総理する。 

（３）座長に事故があるとき又は座長が欠けたときは、座長が指名する者が、その職務を代

理する。 
 

６ 議事 

（１）研究会の会議は、座長が招集する。ただし、第１回の研究会は総務省自治行政局公務

員部長が招集する。 

（２）座長は、必要があると認めるときは、必要な者に研究会への出席を求め、その意見を

聴取することができる。 

（３）研究会の会議は、原則として公開しないが、会議の終了後、配布資料を公表するとと

もに、議事概要を作成し、これを公表するものとする。ただし、座長が必要と認める

ときは、配布資料を非公表とすることができる。 
 

７ 雑則 

（１）研究会の庶務は、総務省自治行政局公務員部公務員課において処理する。 

（２）本要綱に定めるもののほか、研究会に関し必要な事項は、座長が定める。 
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ポスト・コロナ期の地方公務員のあり方に関する研究会 

審議経過 

 

第１回 令和３年８月３日 

    ・地方公務員制度の概要 

 

第２回 令和３年８月 31 日 

・地方行政に求められる「専門性」等 

・若年離職率・ワークエンゲージメントの現状と魅力ある職場とする

ための取組の方向性 

 

第３回 令和３年 10 月 29 日 

     ・地方公共団体における中途採用 

・非常時対応を見据えた地方公務員の体制の在り方 

 

第４回 令和４年１月 19 日 

     ・地方公共団体における人材マネジメントの取組（鎌倉市・神戸市） 

・地方公務員行政に関する自治体アンケート結果 

 

第５回 令和４年３月９日 

     ・地方公共団体における人材マネジメントの取組（兵庫県） 

・地方公務員の働き方 

 

第６回 令和４年６月 14 日 

     ・公務内外での経験の蓄積・活用に関する取組 

 

第７回 令和４年 11 月 28 日 

     ・研究会におけるこれまでの議論 

・今後の議論の方向性 
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第８回 令和４年 12 月 19 日 

     ・民間企業における人材育成の取組 

（リクルートワークス研究所・キヤノン(株)） 

 

第９回 令和５年２月 27 日 

     ・各地方公共団体における人材育成の取組 

（鹿児島県・神戸市・磐田市） 

 

第 10 回 令和５年３月 30 日 

     ・各地方公共団体におけるデジタル人材の育成等の取組 

（東京都・北海道・北九州市・真岡市） 

 

第 11 回 令和５年５月 12 日 

     ・各地方公共団体における人材育成等の取組 

（愛知県・佐賀県・四條畷市） 

 

第 12 回 令和５年６月 12 日 

     ・報告書（案）① 

 

第 13 回 令和５年８月２日 

     ・報告書（案）② 

 

第 14 回 令和５年９月 11 日 

     ・報告書（案）③ 
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人
材
育
成
・
確
保
基
本
方
針
策
定
指
針
に
係
る
報
告
書
概
要

１
．
現
行
指
針
（
平
成
９
年
人
材
育
成
基
本
方
針
策
定
指
針
）

○
平

成
９

年
、

地
方

分
権

推
進

の
要

で
あ

る
職

員
の

人
材

育
成

を
進

め
る

た
め

、
地

方
公

共
団

体
が

「
基

本
方

針
」

を
策

定
す

る
際

に
留

意
・

検
討

す
べ

き
事

項
を

提
示

し
た

「
指

針
」

を
策

定

※
令

和
４

年
４

月
１

日
時

点
で

、
ほ

ぼ
す

べ
て

の
地

方
公

共
団

体
（

95
.7

％
）

が
方

針
を

策
定

（
改

定
率

は
55

.3
％

）

Ⅰ
現
行
指
針
の
改
正
の
必
要
性

○
自

治
体

戦
略

20
40

構
想

研
究

会
第

２
次

報
告

(H
30

.7
)「

今
後

、
･･

･全
て

の
自

治
体

に
お

い
て

、
若

年
労

働
力

の
絶

対
量

が
不

足
し

、
経

営
資

源
が

大
き

く
制

約
さ

れ
る

」
⇒

人
材
育
成
・
確
保
の
重
要
性
の
高
ま
り

○
以

下
の

社
会

状
況

等
の

変
化

を
踏

ま
え

、
現

行
の

「
指

針
」

の
全

面
的

な
改

正
を

行
い

、
各

団
体

に
「

基
本

方
針

」
の

改
正

等
を

促
す

こ
と

が
必

要

地
方
：
【
人
材
育
成
基
本
方
針
】
の
策
定

「
指
針
」
を
示
し
た
上
で
、

「
基
本
方
針
」
の
策
定
等
を
要
請

国
：
【
人
材
育
成
基
本
方
針
策
定
指
針
】
の
策
定

２
．
新
た
な
指
針
に
つ
い
て

○
少

子
高

齢
化

、
デ

ジ
タ

ル
社

会
の

進
展

等
に

よ
り

行
政

課
題

が
複

雑
・

多
様

化
す

る
中

、
戦

略
的

な
人

材
育

成
・

確
保

に
取

り
組

む
上

で
の

新
た

な
「

指
針

」
（

人
材

育
成

・
確

保
基

本
方

針
策

定
指

針
。

以
下

「
新

指
針

」
と

い
う

。
）

が
必

要
○

新
指

針
に

盛
り

込
む

べ
き

事
項

等
に

つ
い

て
、

「
ポ

ス
ト

・
コ

ロ
ナ

期
の

地
方

公
務

員
の

あ
り

方
に

関
す

る
研

究
会

」
に

お
い

て
以

下
の

と
お

り
整

理

【
社
会
情
勢
の
変
化
に
よ
る
人
材
確
保
へ
の
影
響
】

・
若

年
人

口
の

減
少

と
人

材
の

流
動

化
に

伴
う
人
材
獲
得
競
争
の
激
化

と
、

困
難

な
政

策
課

題
に

対
応

で
き

る
多
様
な
人
材
確
保

の
必

要
性

の
高

ま
り

【
行
政
に
求
め
ら
れ
る
能
力
の
変
化
】

・
行

政
課

題
の

複
雑

・
多

様
化

に
伴

い
職
員
に
求
め
ら
れ
る
能
力
等

の
再

整
理

、
専
門
人
材
（
特
に
デ
ジ
タ
ル
人
材
）

の
育

成
・

確
保

、
定
年
引
上
げ
に
伴
う
計
画
的
な

人
材
育
成

の
必

要
性

の
高

ま
り

【
働
き
手
の
意
識
変
化
】

・
職

員
が
や
り
が
い
・
成
長
実
感

を
得

ら
れ

る
取

組
や

、
多
様
な
働
き
方

を
受

け
入

れ
る
職
場
環
境
の
整
備
等

の
必

要
性

の
高

ま
り

○
求
め
ら
れ
る
職
員
像
・
職
務
分
野
等

に
応

じ
必
要
な
ス
キ
ル

を
明
確
化

○
特

に
必

要
と

な
る

人
材

に
つ

い
て

、
可

能
な

限
り
定
量
的
な
目
標
を
設
定

、
定

期
的

に
検

証
、

取
組

を
改

善
○

持
続

可
能

な
自

治
体

経
営

の
観

点
か

ら
、
首
長
等
が
積
極
的
に
関
与

、
人

事
担

当
部

局
と

関
係

部
局

が
連

携
○

単
独

で
は

人
材

の
育

成
・

確
保

が
困

難
な

市
区

町
村

へ
の

都
道

府
県

の
支

援
、

市
区

町
村

間
の

連
携

の
強

化

Ⅱ
新
指
針
に
盛
り
込
む
べ
き
基
本
的
な
考
え
方

1
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・
求
め
ら
れ
る
デ
ジ
タ
ル
人
材
像
の
明
確
化

：
「
高
度
専
門
人
材
」
「

D
X
推
進
リ
ー
ダ
ー
」
「
一
般
行
政
職
員
」

の
人

材
像

ご
と

に
想

定
さ

れ
る

役
割

を
整

理
・
育
成
・
確
保
す
べ
き
目
標
の
設
定

：
職
員
の
デ
ジ
タ
ル
分
野
の
知
識
・
ス
キ
ル
の
水
準
等
を
把
握

の
上

で
、
人
材
像
ご
と
に
育
成
・
確
保
す
べ
き
数
値
目
標
を
検
討
・
設
定

・
求
め
ら
れ
る
デ
ジ
タ
ル
人
材
の
育
成
・
確
保

：
高

度
専

門
人

材
は

外
部

か
ら

の
確

保
、

D
X推

進
リ

ー
ダ

ー
は

一
般

行
政

職
員

か
ら

の
育

成
を

基
本

と
し

て
取

組
を

推
進

・
デ
ジ
タ
ル
人
材
に
係
る
基
本
方
針
実
施
体
制
の
構
築

：
人
事
担
当
部
局
と

D
X
担
当
部
局
等
の
緊
密
な
連
携
、
人
材
戦
略
の
責
任
者
で
あ
る
ト
ッ
プ
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
層
に

よ
る
デ
ジ
タ
ル
人
材
の
育
成
・
確
保
へ
の
コ
ミ
ッ
ト
メ
ン
ト
等

に
よ

り
推

進
体

制
を

構
築

・
人
材
確
保
等
が
困
難
な
市
区
町
村
の
支
援
等

：
官

民
で

の
デ

ジ
タ

ル
人

材
不

足
等

を
踏

ま
え

た
都

道
府

県
、

地
方

公
共

団
体

間
の

広
域

的
な

連
携

に
よ

る
人

材
確

保
・

育
成

・
デ
ジ
タ
ル
人
材
の
キ
ャ
リ
ア
パ
ス

：
D

X推
進

リ
ー

ダ
ー

の
育

成
に

あ
た

っ
て

は
、
デ
ジ
タ
ル
分
野
の
専
門
性
と
行
政
官
と
し
て
の
専
門
性
を
向
上
さ
せ
な
が
ら
キ
ャ
リ
ア

ア
ッ
プ
を
図
る
こ
と
が
で
き
る
キ
ャ
リ
ア
パ
ス
を
提
示
す
る
こ
と
が
必
要

。

人
材
育
成
・
確
保
基
本
方
針
策
定
指
針
に
係
る
報
告
書
概
要
（
続
き
）

○
人

材
「
育
成
」

に
加

え
、
「
確
保
」

、
「
職
場
環
境
の
整
備
」

に
係

る
方

策
に

つ
い

て
、

取
組

を
具

体
化

す
る

際
の

検
討

事
項

を
整

理

＜
人
材
の
育
成
＞

・
リ
ス
キ
リ
ン
グ
・
ス
キ
ル
ア
ッ
プ

に
よ

り
、

必
要

と
な

る
人

材
を

計
画

的
・

体
系

的
に

育
成

す
る

た
め

の
育

成
プ

ロ
グ

ラ
ム

の
整

備
等

〔
人

材
の

育
成

プ
ロ

グ
ラ

ム
の

整
備

/ 
人

材
の

育
成

手
法

の
充

実
/ 

人
を

育
て

る
人

事
管

理
〕

＜
人
材
の
確
保
＞

・
新
卒
者
に
限
ら
ず

、
多

様
な

経
験

、
ス

キ
ル

、
専

門
性

を
持

っ
た

人
材

を
積

極
的

に
確

保
す

る
た

め
の
経
験
者
採
用
の
実
施

等
〔

公
務

の
魅

力
の

発
信

/ 
多

様
な

試
験

方
式

の
工

夫
/ 

多
様

な
人

材
の

採
用

/ 
外

部
人

材
の

活
用

/ 
市

区
町

村
の

専
門

人
材

の
確

保
に

係
る

都
道

府
県

等
の

支
援

〕
＜
職
場
環
境
の
整
備
＞

・
全
て
の
職
員

が
、

ワ
ー

ク
･ラ

イ
フ

･バ
ラ

ン
ス

を
保

ち
な

が
ら

、
能
力
を
最
大
限
発
揮
で
き
る
職
場
環
境
の
整
備

等
〔

多
様

な
人

材
の

活
躍

を
可

能
に

す
る

職
場

環
境

の
整

備
/ 

働
き

や
す

い
職

場
の

雰
囲

気
の

整
備

/ 
職

員
の

エ
ン

ゲ
ー

ジ
メ

ン
ト

の
把

握
〕

Ⅲ
人
材
育
成
・
確
保
の
検
討
事
項

Ⅳ
デ
ジ
タ
ル
人
材
の
育
成
・
確
保
に
関
す
る
留
意
点

2

○
地

方
公

共
団

体
の

デ
ジ

タ
ル

・
ト

ラ
ン

ス
フ

ォ
ー

メ
ー

シ
ョ

ン
（

Ｄ
Ｘ

）
が

喫
緊

の
課

題
で

あ
る

こ
と

を
踏

ま
え

、
首
長
自
ら
の
強
い
コ
ミ
ッ
ト
メ
ン
ト
の
も
と
、
特
に
デ
ジ
タ
ル
人
材
の
育
成

・
確
保
に
つ
い
て
全
庁
的
に
取
組
を
推
進
す
る
こ
と
が
急
務

で
あ

る
こ

と
か

ら
、

デ
ジ

タ
ル

人
材

の
育

成
・

確
保

に
関

し
て

は
、

以
下

の
点

に
留

意
の

上
、

取
組

を
推

進
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（
１

）
人

材
育

成
基

本
方

針
の

策
定

・改
定

状
況

理
由

都
道

府
県

指
定

都
市

市
区

町
村

団
体

数
割

合
団

体
数

割
合

団
体

数
割

合
①

定
期

的
な

サ
イク

ル
で

改
定

す
る

こと
とし

て
お

り、
改

定
時

期
が

来
た

た
め

改
定

7
15

.6
%

8
42

.1
%

20
8

22
.5

%
②

法
令

改
正

、制
度

改
正

(人
事

評
価

の義
務

化
、働

き方
改

革
など

) が
あ

った
場

合
に

改
定

15
33

.3
%

5
26

.3
%

41
1

44
.4

%
③

社
会

情
勢

の
変

化
に

対
応

す
る

た
め

に
改

定
10

22
.2

%
5

26
.3

%
15

1
16

.3
%

④
首

長
が

変
わ

った
タイ

ミン
グ

で
改

定
5

11
.1

%
0

0.
0%

27
2.

9%
⑤

市
町

村
合

併
に

伴
い

改
定

0
0.

0%
0

0.
0%

7
0.

8%
⑥

組
織

改
編

、職
員

構
成

の
変

化
に

伴
い

改
定

3
6.

7%
0

0.
0%

28
3.

0%
⑦

総
合

計
画

な
どの

中
長

期
計

画
の

見
直

しと
併

せ
て

改
定

15
33

.3
%

9
47

.4
%

16
8

18
.2

%
⑧

そ
の

他
10

22
.2

%
2

10
.5

%
18

0
19

.5
%

（
参

考
）

人
材

育
成

基
本

方
針

改
定

済
団

体
数

45
－

19
－

92
5

－

（
２

）
人

材
育

成
基

本
方

針
を

改
定

した
タイ

ミン
グ

※
選

択
式

、複
数

回
答

可

区
分

［
団

体
数

］
(a

)

人
材

育
成

基
本

方
針

策
定
済

団
体

数
(b

)
［
策
定
率

(b
/a

＊
10

0)
］

改
定

して
い

る
(c

)

改
定

して
い

な
い

改
定
率

(c
/b

＊
10

0)

都
道

府
県

［
47

］
47

［
10

0.
0%

］
45

2
95

.7
%

指
定

都
市

［
20

］
20

［
10

0.
0%

］
19

1
95

.0
%

市
区

町
村

計
［

1,
72

1］
1,

64
3

［
95

.5
%

］
92

5
71

8
56

.3
%

市
［

77
2］

76
1

［
98

.6
%

］
54

5
21

6
71

.6
%

特
別

区
［

23
］

23
［

10
0.

0%
］

19
4

82
.6

%
町

［
74

3］
70

3
［

94
.6

%
］

31
5

38
8

44
.8

%
村

［
18

3］
15

6
［

85
.2

%
］

46
11

0
29

.5
%

全
団

体
計

［
1,

78
8］

1,
71

0
［

95
.6

%
］

98
9

72
1

57
.8

%


ほ

とん
どの

団
体

が
人

材
育

成
基

本
方

針
を

策
定

して
い

る
。ま

た
、策

定
後

に
改

定
した

団
体

は
、昨

年
度

調
査

か
ら4

2団
体

増
加

し、
98

9団
体

で
あ

り、
策

定
済

み
団

体
の

５
割

以
上

とな
って

い
る

。

人
材
育
成
基
本
方
針
の
策
定
･改
定
状
況
等
（
１
）

人
材
育
成
等
に
関
す
る

調
査
結
果
（

R
5.

4.
1時

点
）
（
抜
粋
）
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人
材
育
成
基
本
方
針
の
策
定
･改
定
状
況
等
（
２
）

（
３

）
人

材
育

成
基

本
方

針
未
策
定

団
体

の
今

後
の

策
定

予
定

理
由

都
道

府
県

指
定

都
市

市
区

町
村

団
体

数
割

合
団

体
数

割
合

団
体

数
割

合
①

策
定

に
必

要
な

知
見

が
不

足
して

い
る

0
0.

0%
0

0.
0%

32
58

.2
%

②
策

定
に

着
手

した
い

が
、マ

ン
パ

ワ
ー

を
割

くこ
とが

で
き

な
い

0
0.

0%
0

0.
0%

44
80

.0
%

③
策

定
の

必
要

性
を

感
じて

い
な

い
0

0.
0%

0
0.

0%
6

10
.9

%
④

そ
の

他
0

0.
0%

0
0.

0%
2

3.
6%

（
参

考
）

人
材

育
成

基
本

方
針

の
策

定
予

定
が

な
い

団
体

数
0

0.
0%

0
0.

0%
55

10
0.

0%

（
４

）
人

材
育

成
基

本
方

針
の

策
定

予
定

が
な

い
理

由
※

選
択

式
、複

数
回

答
可

区
分

［
団

体
数

］
（

a）
人

材
育

成
基

本
方

針
未
策
定

団
体

数
（

b）
［

割
合

］
（

b/
a*

10
0）

策
定

予
定

あ
り

（
c）

［
割

合
］

（
c/

b*
10

0）
策

定
予

定
な

し
（

d）
［

割
合

］
（

d/
b*

10
0）

都
道

府
県

［
47

］
0

［
0.

0%
］

0
［

0.
0%

］
0

［
0.

0%
］

指
定

都
市

［
20

］
0

［
0.

0%
］

0
［

0.
0%

］
0

［
0.

0%
］

市
区

町
村

計
［

1,
72

1］
78

［
4.

5%
］

23
［

29
.5

%
］

55
［

70
.5

%
］

市
［

77
2］

11
［

1.
4%

］
5

［
45

.5
%

］
6

［
54

.5
%

］
特

別
区

［
23

］
0

［
0.

0%
］

0
［

0.
0%

］
0

［
0.

0%
］

町
［

74
3］

40
［

5.
4%

］
12

［
30

.0
%

］
28

［
70

.0
%

］
村

［
18

3］
27

［
14

.8
%

］
6

［
22

.2
%

］
21

［
77

.8
%

］
全

団
体

計
［

1,
78

8］
78

［
4.

4%
］

23
［

29
.5

%
］

55
［

70
.5

%
］


人

材
育

成
基

本
方

針
未

策
定

団
体

の
うち

、人
材

育
成

基
本

方
針

を
策

定
す

る
予

定
が

な
い

と回
答

した
団

体
は

７
割

以
上

とな
って

い
る

。


人
材

育
成

基
本

方
針

の
策

定
予

定
が

な
い

理
由

とし
て

、「
知

見
不

足
」や

「人
手

不
足

」を
挙

げ
る

団
体

が
半

数
以

上
とな

って
い

る
。

人
材
育
成
等
に
関
す
る

調
査
結
果
（

R
5.

4.
1時

点
）
（
抜
粋
）
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（
１

）
研

修
基

本
方

針
の

策
定

状
況

区
分

［
団

体
数

］
策

定
して

い
る

策
定

して
い

な
い

策
定

率
都

道
府

県
［

47
］

47
0

10
0.

0%
指

定
都

市
［

20
］

20
0

10
0.

0%
市

区
町

村
計

［
1,

72
1］

1,
58

4
13

7
92

.0
%

市
［

77
2］

74
2

30
96

.1
%

特
別

区
［

23
］

22
1

95
.7

%
町

［
74

3］
67

7
66

91
.1

%
村

［
18

3］
14

3
40

78
.1

%
全

団
体

計
［

1,
78

8］
1,

65
1

13
7

92
.3

%

（
２

）
研

修
実

施
状

況
の

公
表

年
度


地

方
公

務
員

法
第

39
条

第
３

項
に

規
定

され
て

い
る

研
修

基
本

方
針

に
つ

い
て

、９
割

以
上

の
団

体
が

策
定

して
い

る
。


研

修
実

施
状

況
の

公
表

に
つ

い
て

は
、８

割
程

度
とな

って
い

る
。

区
分

［
団

体
数

］
令

和
4年

度
に

つ
い

て
公

表
令

和
3年

度
以

前
に

つ
い

て
公

表
公

表
して

い
な

い
公

表
率

都
道

府
県

［
47

］
31

16
0

10
0.

0%
指

定
都

市
［

20
］

11
9

0
10

0.
0%

市
区

町
村

計
［

1,
72

1］
47

2
98

7
26

2
84

.8
%

市
［

77
2］

27
4

45
2

46
94

.0
%

特
別

区
［

23
］

12
8

3
87

.0
%

町
［

74
3］

15
9

44
1

14
3

80
.8

%
村

［
18

3］
27

86
70

61
.7

%
全

団
体

計
［

1,
78

8］
51

4
1,

01
2

26
2

85
.3

%

研
修
基
本
方
針
の
策
定
状
況
等
（
１
）

人
材
育
成
等
に
関
す
る

調
査
結
果
（

R
5.

4.
1時

点
）
（
抜
粋
）
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研
修
基
本
方
針
の
策
定
状
況
等
（
２
）

（
３

）
研

修
基

本
方

針
未
策
定

団
体

の
今

後
の

策
定

予
定

理
由

都
道

府
県

指
定

都
市

市
区

町
村

団
体

数
割

合
団

体
数

割
合

団
体

数
割

合
①

策
定

に
必

要
な

知
見

が
不

足
して

い
る

0
0.

0%
0

0.
0%

62
54

.4
%

②
策

定
に

着
手

した
い

が
、マ

ン
パ

ワ
ー

を
割

くこ
とが

で
き

な
い

0
0.

0%
0

0.
0%

72
63

.2
%

③
そ

の
他

0
0.

0%
0

0.
0%

17
14

.9
%

（
参

考
）

研
修

基
本

方
針

の
策

定
予

定
が

な
い

団
体

数
0

0.
0%

0
0.

0%
11

4
10

0.
0%

（
４

）
研

修
基

本
方

針
の

策
定

予
定

が
な

い
理

由
※

選
択

式
、複

数
回

答
可

区
分

［
団

体
数

］
（

a）
研

修
基

本
方

針
未
策
定

団
体

数
（

b）
［

割
合

］
（

b/
a*

10
0）

策
定

予
定

あ
り

（
c）

［
割

合
］

（
c/

b*
10

0）
策

定
予

定
な

し
（

d）
［

割
合

］
（

d/
b*

10
0）

都
道

府
県

［
47

］
0

［
0.

0%
］

0
［

0.
0%

］
0

［
0.

0%
］

指
定

都
市

［
20

］
0

［
0.

0%
］

0
［

0.
0%

］
0

［
0.

0%
］

市
区

町
村

計
［

1,
72

1］
13

7
［

8.
0%

］
23

［
16

.8
%

］
11

4
［

83
.2

%
］

市
［

77
2］

30
［

3.
9%

］
6

［
20

.0
%

］
24

［
80

.0
%

］
特

別
区

［
23

］
1

［
4.

3%
］

0
［

0.
0%

］
1

［
10

0.
0%

］
町

［
74

3］
66

［
8.

9%
］

10
［

15
.2

%
］

56
［

84
.8

%
］

村
［

18
3］

40
［

21
.9

%
］

7
［

17
.5

%
］

33
［

82
.5

%
］

全
団

体
計

［
1,

78
8］

13
7

［
7.

7%
］

23
［

16
.8

%
］

11
4

［
83

.2
%

］


研

修
基

本
方

針
未

策
定

団
体

の
うち

、研
修

基
本

方
針

を
策

定
す

る
予

定
が

な
い

と回
答

した
団

体
は

８
割

以
上

とな
って

い
る

。


研
修

基
本

方
針

の
策

定
予

定
が

な
い

理
由

とし
て

、「
知

見
不

足
」や

「人
手

不
足

」を
挙

げ
る

団
体

が
半

数
以

上
とな

って
い

る
。

人
材
育
成
等
に
関
す
る

調
査
結
果
（

R
5.

4.
1時

点
）
（
抜
粋
）
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地
方
公
共
団
体

に
お
け
る
今
後

の
人

材
育

成
の

方
策

に
関

す
る

研
究
会
（

R
3.

3）
報
告
書

概
要

今
後
の
人
材
育
成
の
推
進
に
必
要
な
ポ
イ
ン
ト
（
人
材
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の
視
点
）

○
人
材
を
「マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
」す
る
視
点
に
立
ち

、組
織

に
とっ

て
重

要
な

「人
財

」と
して

職
員

を
育

成
し、

限
ら

れ
た

「人
財

」を
最

大
限

に
活

用
す

る
こと

に
よ

って
、組

織
力

の
向

上
を

図
る

こと
が

重
要

。

○
「人
材
確
保

」、
「人
材
育
成

」、
「適
正
配
置
・処
遇

」及
び

「職
場
環
境
の
整
備

」に
お

け
る

“必
要
な
視

点
”を

踏
ま

え
な

が
ら、

４
つ

の
要

素
を

有
機

的
に

結
び

付
け

、体
系

的
な

人
事

管
理

の
取

組
を

行
うこ

とに
よ

り、
組
織
力
向
上
の
好
循
環

が
生

み
出

され
る

。
・人

材
を

「マ
ネ

ジ
メン

ト」
す

る
上

で
は

、特
に

、人
事

情
報

(※
)を

活
用

して
、人

事
制

度
（

研
修

、O
JT

、
人

事
評

価
、配

置
等

）
を

総
合

的
・包

括
的

に
運

用
す

る
こと

が
有

効
。

・ま
た

、職
員

の
自

発
的

・主
体

的
な

キ
ャリ

ア
形

成
を

支
援

す
る

た
め

、職
員

個
人

に
とっ

て
有

益
な

人
事

情
報

を
活

用
で

き
る

よ
うに

す
る

こと
も

有
効

。
（

※
 人

事
評

価
結

果
や

職
歴

、研
修

情
報

、能
力

・資
格

情
報

、将
来

の
キ

ャリ
ア

ビジ
ョン

等
）

○
各

地
方

公
共

団
体

の
人

材
育

成
基

本
方

針
に

、「
人

材
確

保
」、

「人
材

育
成

」、
「適

正
配

置
・処

遇
」

及
び

「職
場

環
境

の
整

備
」の

４
つ

の
要

素
を

体
系

的
に

位
置

付
け

、各
団

体
の

実
情

に
応

じた
取

組
を

定
め

る
とと

も
に

、中
長

期
的

な
計

画
と連

関
性

を
持

た
せ

る
こと

に
よ

り、
そ

れ
らを

計
画

的
に

、実
効

性
高

く進
め

て
い

くこ
とが

重
要

。
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地
方
公
共
団
体

に
お
け
る
今
後

の
人

材
育

成
の

方
策

に
関

す
る

研
究
会
（

R
3.

3）
報
告
書

概
要

44



地
方
公
共
団
体

に
お
け
る
人
材
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
の

方
策

に
関

す
る

研
究
会

（
R

4.
3）

報
告

書
概
要

◆
中
長
期
的
な
キ
ャリ
ア
形
成
イ
メ
ー
ジ
の
見
え
る
化

組
織

目
標

の
達

成
の

た
め

に
組

織
とし

て
どの

よ
うな

キ
ャリ

ア
形

成
を

目
指

す
の

か
を

示
した

上
で

、職
員

が
自

らの
キ

ャリ
ア

ビジ
ョン

を
描

け
る

よ
うに

、
例

え
ば

、


採
用

か
ら定

年
退

職
に

至
る

ま
で

の
基

本
的

な
人

事
ロー

テ
ー

シ
ョン

の
考

え
方

や
主

要
な

役
職

に
な

る
た

め
に

必
要

な
経

験
年

数
、職

務
遂

行
能

力
、他

団
体

や
民

間
企

業
へ

の
派

遣
を

含
め

た
研

修
方

針
や

研
修

内
容

等
に

つ
い

て
、職

員
に
「明
示
し
、共
有

(見
え
る
化

)」
す

る

◆
組
織
へ
の
貢
献
度
の
見
え
る
化

例
え

ば
、人

事
評

価
制

度
を

活
用

して
、業

績
評

価
の

目
標

設
定

・評
価

に
お

い
て

、


組
織

全
体

の
目

標
か

らブ
レ

ー
クダ

ウ
ン

した
各

所
属

の
目

標
と、

担
当

業
務

に
関

す
る

個
人

目
標

との
「関
係
づ
け
」を

行
う

⇒
職

員
が

所
属

目
標

を踏
まえ

た
個

人
目

標
（

案
）

を検
討

し、
上

司
との

面
談

等
を経

て
個

人
目

標
を設

定
し、

認
識

を共
有

す
る

その
際

、上
司

は
、業

務
の

重
要

性
や

意
義

を職
員

に
理

解
させ

(=
意
義
づ
け

)、
職

員
の

役
割

や
組

織
へ

の
貢

献
度

を認
識

させ
る


上

司
は

、職
員

の
個

人
目

標
に

対
す

る
評

価
結

果
や

組
織

へ
の

貢
献

度
等

に
つ

い
て

、職
員

に
「フ
ィー
ド
バ
ック
」す

る
（

=
見
え
る
化

）

◆
各

職
場

で
…

◆
人

事
担

当
部

局
で

…

○
「人
材
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
」と
は

、組
織

理
念

の
実

現
に

向
け

て
、組

織
目

標
を

達
成

す
る

た
め

に
、職

員
の

能
力

を
最

大
限

に
引

き
出

し、
発

揮
させ

、職
員

の
成

長
が

組
織

力
の

向
上

に
つ

な
が

る
よ

う、
人

材
の

確
保

、育
成

、評
価

、配
置

、処
遇

等
を

戦
略

的
に

実
施

す
る

こと
。

○
複

雑
・多

様
化

す
る

行
政

課
題

に
的

確
に

対
応

して
い

くた
め

に
は

、各
地

方
公

共
団

体
に

お
い

て
、長

期
的

か
つ

総
合

的
な

視
点

を
持

って
、

限
られ

た
人

材
を

最
大

限
に

活
用

しな
が

ら、
課

題
解

決
に

取
り組

む
、「

人
材

マ
ネ

ジ
メン

ト」
が

必
要

。

◎
人

材
マ

ネ
ジ

メン
トの

推
進

に
は

、各
職
場
と人

事
担
当
部
局
の
連
携

と、
ト
ップ
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
層
の
コ
ミッ
ト
メ
ン
ト

が
重

要
で

あ
り、

人
材

マ
ネ

ジ
メン

トを
行

う上
で

必
要

な
ポ

イ
ン

トは
次

の
とお

り。
①

人
材

育
成

や
配

置
・処

遇
等

の
取
組
と組

織
目
標
を
連
動

させ
る

こと
が

必
要

②
人

材
育

成
や

配
置

・処
遇

等
の
取
組
に
よ
る
効
果
の
分
析
・課
題
把
握
を
行
う視

点
が

必
要

③
職

場
に

お
け

る
職

員
の

人
材

育
成

等
は

、管
理
職
が
中
心
とな
って
推
進

す
る

こと
が

必
要

重 点 ポ イ ン ト

■
人

材
マ

ネ
ジ

メン
トを

推
進

す
る

上
で

の
ポ

イン
ト

■
３

つ
の

“見
え

る
化

”を
中

心
とし

た
対

応
策

＝
“職

員
の成
長
実
感

、主
体
性

、組
織

への
共
感

を引
き出

す
取

組
“

◆
PD

CA
サイ
クル
によ
る効
果
・改
善
点
の
見
え
る化

人
材

育
成

等
の

取
組

効
果

の
分

析
や

課
題

を
把

握
す

る
た

め
に

、
例

え
ば

、


組
織

へ
の

共
感

度
や

や
りが

い
、成

長
実

感
、職

場
環

境
等

に
つ

い
て

、定
期

的
に

ア
ン

ケ
ー

ト調
査

を
行

い
、そ

の
結

果
を

分
析

し
、課

題
解

決
に

向
け

た
改

善
策

を
検

討
（

※
ア

ン
ケ

ー
ト調

査
結

果
は

各
職

場
へ

フィ
ー

ドバ
ック

）


そ
の

他
、人

事
評

価
制

度
に

基
づ

く面
談

等
を

通
し

て
各

職
場

が
把

握
し

た
人

事
施

策
の

課
題

・要
望

等
に

つ
い

て
集

約
し、

改
善

策
を

検
討
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地
方
公
共
団
体

に
お
け
る
人
材
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
の

方
策

に
関

す
る

研
究
会

（
R

4.
3）

報
告

書
概
要

46



育
成

プ
ロ

グ
ラ

ム
の

整
備

（
兵

庫
県

）
➀

兵
庫
県
人
材
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
方
針

(R
5.

3)
キ
ャ
リ
ア
ガ
イ
ド
（
抜
粋
）
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育
成
プ

ロ
グ

ラ
ム

の
整

備
（

兵
庫

県
）

②
兵
庫
県
人
材
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
方
針

(R
5.

3)
キ
ャ
リ
ア
ガ
イ
ド
（
抜
粋
）
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育
成
プ

ロ
グ

ラ
ム

の
整

備
（

兵
庫

県
）

③
兵
庫
県
人
材
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
方
針

(R
5.

3)
キ
ャ
リ
ア
ガ
イ
ド
（
抜
粋
）
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育
成
プ

ロ
グ

ラ
ム

の
整

備
（

兵
庫

県
）

④
兵
庫
県
人
材
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
方
針

(R
5.

3)
キ
ャ
リ
ア
ガ
イ
ド
（
抜
粋
）
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育
成

プ
ロ

グ
ラ

ム
の

整
備

（
鳥

取
県

）
➀

鳥
取
県
職
員
の
人
材
育
成
、

能
力
開
発
に
向
け
た
基
本
方
針

（
R

3.
4改

訂
)）

（
抜
粋
）
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育
成
プ

ロ
グ

ラ
ム

の
整

備
（

鳥
取

県
）

②
鳥
取
県
職
員
の
人
材
育
成
、

能
力
開
発
に
向
け
た
基
本
方
針

（
R

3.
4改

訂
)）

（
抜
粋
）
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育
成
プ

ロ
グ

ラ
ム

の
整

備
（

鳥
取

県
）

③
鳥
取
県
職
員
の
人
材
育
成
、

能
力
開
発
に
向
け
た
基
本
方
針

(R
3.

4改
訂

)抜
粋
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育
成
プ

ロ
グ

ラ
ム

の
整

備
（

鳥
取

県
）

④
鳥
取
県
職
員
の
人
材
育
成
、

能
力
開
発
に
向
け
た
基
本
方
針

（
R

3.
4改

訂
)）

（
抜
粋
）
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育
成
プ

ロ
グ

ラ
ム

の
整

備
（

鳥
取

県
）

⑤
鳥
取
県
職
員
の
人
材
育
成
、

能
力
開
発
に
向
け
た
基
本
方
針

（
R

3.
4改

訂
)）

（
抜
粋
）
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育
成
プ

ロ
グ

ラ
ム

の
整

備
（

鳥
取

県
）

⑥
鳥
取
県
職
員
の
人
材
育
成
、

能
力
開
発
に
向
け
た
基
本
方
針

（
R

3.
4改

訂
)）

（
抜
粋
）
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民
間
の
研
修

プ
ロ

グ
ラ

ム
の

活
用

（
北

九
州

市
）

第
10

回
研
究
会
（

R
5.

3.
30

）
北
九
州
市
プ
レ
ゼ
ン
資
料
（
抜
粋
）

57



○
市
町

村
と
の

連
携

推
進

の
観
点

か
ら
も
，
市
町
村
と
積
極
的
に
人
事
交
流
を
実

施
（Ｒ

４
：２

８
人
）

○
民
間

の
視

点
や
ノ
ウ
ハ
ウ
等

を
学

び
，
公
務
に
活
か
す
観
点
か
ら
，
「(
株

)デ
ィ
ー
・
エ
ヌ
・エ

ー
」へ

の
新

規
派

遣
な
ど
，

民
間

企
業

へ
の

派
遣

を
大

幅
に
拡
充

（Ｒ
３
：１

４
人
→
Ｒ
４
：１

８
人
）

民
間
企
業
へ
の
派
遣
研
修

•
県

の
重
点
施
策
で
あ
る
「
稼
ぐ
力
の
向
上
」
や

「Ｄ
Ｘ
の
推
進
」
等
の
専
門
的
知
見
を
有
す
る
民

間
企

業
へ
重
点
的
に
派
遣

市
町
村
と
の
人

事
交

流

民
間

企
業
で
の
派
遣
研
修
に
よ
り
，
民
間

企
業
な

ら
で
は
の

ビ
ジ
ネ
ス
感
覚

や
経
営

ス
キ
ル
な
ど
を
学
び
，

県
政

に
反
映

•
令

和
４
年
度
は

(株
)デ

ィ
ー
・
エ
ヌ
・
エ
ー
へ
新

た
に
派
遣

•
鹿

児
島
銀
行
及
び
日
本
政
策
投
資
銀
行
へ
の

派
遣

を
再
開

（派
遣

の
考
え
方
）

市
町
村
と
の
連
携
の

推
進
の
観
点
か
ら
も
，
従

来
か
ら
相

互
交

流
を
実

施

特
に
，
本
県
は
多
数
の
離
島
を
有
し
て
お
り
，
離

島
の

市
町

村
が

負
担

な
く
研

修
派
遣
を
実
施
で
き
る
よ
う
，
県
の
離
島
事
務
所

に
お
い

て
，
地

元
市

町
村

職
員

を
一
定
期
間
，
割
愛
採

用
す
る
制
度
を
平
成

2
1
年

度
か

ら
実

施

•
1
4
市

町
村

（9
市
，
４
町
，
１
村
）

へ
1
9
名
を
相
互
交
流
で
派
遣

•
業

務
支
援
と
し
て

2
市
，
２
組

合
へ

6
名
を
派
遣

•
６
市
町
村
へ
副
首
長
を
派
遣

•
離

島
事
務
所
で
地
元
市
町
村

職
員
５
名
を
割
愛
採
用

（令
和

4
年
度
の
状
況

）

背
景
・課

題


様
々
な
政
策
課
題
を
柔

軟
か
つ
創

造
的

に
議

論
で
き

る
人

材
の

育
成

に
向

け
て
は
，
県

庁
外
の

刺
激
を
受
け
る
こ
と

が
極
め
て
重
要


「行

財
政
運
営
指
針
」で

は
，
「民

間
企

業
等

へ
の

派
遣

や
市

町
村

等
と
の
人

事
交
流

を
よ
り
一
層
推

進
す
る
」
と
明

記

（令
和

4
年
度
の
状
況
）

国
や
他
自
治
体
、
民

間
企

業
等

へ
の

職
員

派
遣

（
鹿
児
島

県
）

©
2
0
2
3
 鹿

児
島

県

大
島
支
庁
へ

（
生

活
保

護
業

務
）

徳
之
島
事
務
所
へ

（
生

活
保

護
業

務
）

沖
永
良
部
事
務
所
へ

（
用

地
管

理
業

務
）

第
９
回
研
究
会
（

R
5.

2.
27

）
鹿
児
島
県
プ
レ
ゼ
ン
資
料
（
抜
粋
）
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国
や

他
自
治
体
、
民
間
企

業
等

へ
の

職
員

派
遣

（
福

岡
県

宗
像
市

）
地
方
公
共
団
体
に
お
け
る

人
材
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
推
進
の
た
め
の

ガ
イ
ド
ブ
ッ
ク
（

R
5.

3)
 （

抜
粋
）
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区
市
町
村
に
向
け
た
人
材
育
成
支
援
策

ハ イ ブ リ ッ ドオ ン ラ イ ン

総
論

各
論

（
オ
ン
ラ
イ
ン
）

区
市
町
村

DX
の
基
礎
を
学
ぶ
た
め
の
セ
ミ
ナ
ー

（
自
治
体

DX
推
進
計
画
に
関
す
る
テ
ー
マ
に
つ
い
て
、

有
識
者
を
招
い
て
ナ
レ
ッ
ジ
共
有
）

例
:「
自
治
体

DX
」
と
は
・
武
蔵
大
学
庄
司
教
授

（
オ
ン
ラ
イ
ン
）

一
部
区
市
町
村
で
先
行
的
に
利
用
さ
れ
て
い
る

デ
ジ
タ
ル
・
ツ
ー
ル
・
ガ
イ
ド

（
行
政
手
続
デ
ジ
タ
ル
化
ツ
ー
ル
や

RP
Aな

ど
の
デ
ジ
タ

ル
ツ
ー
ル
に
関
す
る
企
業
プ
レ
ゼ
ン
型
研
修
）

例
: L

oG
oフ

ォ
ー
ム
等
の
体
験
研
修

（
出
前
講
座
）

個
々
の
自
治
体
の
状
況
に
応
じ
た
マ
イ
ン
ド
セ
ッ
ト
研
修

（
個
々
の
自
治
体
の
地
域
性
や
進
捗
度
を
踏
ま
え
た
、

ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
型
の

DX
マ
イ
ン
ド
セ
ッ
ト
研
修
）

例
：
「
〇
〇
区
（
市
町
村
）
に
お
け
る

DX
と
は
」

（
集
合
型
）

区
市
町
村
に
お
け
る
行
政
課
題
対
応
・
ハ
ン
ズ
オ
ン
研
修

（
区
市
町
村
が
共
通
し
て
抱
え
る
行
政
課
題
に
対
す
る

デ
ジ
タ
ル
活
用
ハ
ン
ズ
オ
ン
研
修
）

例
：
「
学
童
保
育
申
請
オ
ン
ラ
イ
ン
化
対
応
に
つ
い
て
」

主 に 情 報 化 担 当 者 向 け 事 業 所 管 課 向 け情 報 化 担 当 者 向 け

IC
T推

進
の
た
め
の
コ
ア
人
材
育
成
に
向
け
た
勉
強
会
（
全

6回
シ
リ
ー
ズ
）
別
紙
参
照

人
事
部
主
催
「
都
職
員
向
け
研
修
」
へ
の
自
治
体
職
員
参
加
枠
の
確
保

研
修
会
（
新
規
）

※
勉
強
会
及
び
研
修
会
に
つ
い
て
、

今
年
度

は
計

４
８

回
、

約
２

，
４

０
０

名
の

職
員

が
参

加

広
域

的
な

研
修

の
実

施
（

東
京

都
）

第
10

回
研
究
会
（

R
5.

3.
30

）
東
京
都
プ
レ
ゼ
ン
資
料
（
抜
粋
）
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民
間

企
業

と
の

合
同

研
修

（
京

都
府
）

地
方
公
共
団
体
に
お
け
る

今
後
の
人
材
育
成
の
方
策
に
関
す
る
研
究
会

（
令
和
２
年
度
報
告
書

R
3.

3）
報
告
書
（
抜
粋
）
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○
従

来
の

職
員

研
修

に
加

え
，
新

た
に
，
管
理
職
員
の
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
能
力
や
若
手
職

員
の
政

策
形
成

能
力
の

向
上
の

た
め

の
研

修
や
，
自
己

啓
発

意
欲

の
向
上

の
た
め
の
休
日
セ
ミ
ナ
ー
な
ど
を
実
施

○
一

般
財

団
法

人
地

域
活

性
化
セ
ン
タ
ー
と
，
人
材
育
成
に
関
す
る
連
携
協
定
を
締
結

背
景
・課

題


高
度
化
・多

様
化
・複

雑
化

す
る
行

政
需

要
に
対

応
で
き
る
人

材
の

育
成

に
は
，
O

J
T
に
加

え
，
職
員

の
各
階

層
に
求

め
ら
れ
る
能
力
を
高
め
る
た
め
の

研
修

の
充

実
が

必
要

管
理
職
員
の
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
能

力
向

上
の

た
め

の
研
修

若
手
職
員
の
政
策
形
成
能
力
向
上

の
た

め
の

研
修

自
己

啓
発

意
欲

の
向

上
の
た
め
の
休
日
セ
ミ
ナ
ー

•
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
能
力
と
創
造
的
な
職
場
づ
く

り
を
学
ぶ
集
合
研
修

•
E

B
P

M
習

得
，
部
下
の
キ
ャ
リ
ア
形
成
支
援
，

生
産
性
向
上
を
学
ぶ

e
- ラ

ー
ニ
ン
グ

•
職
員
自
ら
県
政
課
題
に
関
連
す
る
テ
ー
マ

を
設
定
し
，
自
主
的
に
調
査
・分

析
，
課
題
解

決
案
作
成
を
行
う
職
員
提
案
型
研
修

◀
離

島
事

務
所

の
職

員
が

町
職

員
と
一

緒
に
分

析
を
行

う
様

子

•
学
ぶ
意
欲
向
上
の
観
点
か
ら
，
「ワ

ー
ク
・

ラ
イ
フ
・シ

ナ
ジ
ー
」を

テ
ー
マ
に
休
日
の

夜
に
自
由
参
加
で
開
催
す
る
セ
ミ
ナ
ー

定
年

延
長

キ
ャ
リ
ア
サ
ポ
ー
ト
研

修
e

-ラ
ー
ニ
ン
グ

1
8

7
講
座

•
定
年
延
長
の
心

構
え
等
を
学
ぶ

職
員

研
修

の
充

実
外
部
団
体
と
の
連
携

地
域
活
性
化
セ
ン
タ
ー

と
の

人
材
育
成
に

関
す
る
連
携
協
定
の
締
結

•
鹿
児
島
県
に
お
け
る
自
治
体

職
員
の
人
材
育
成
の
強
化
を

図
る
観
点
か
ら
締
結

（
R

4
.1

1
月
）

•
同
セ
ン
タ
ー
の
知
見
や
ネ
ッ
ト

ワ
ー
ク
を
活
用
し
，
市
町
村
と

も
連
携
し
な
が
ら
，
県
内
自
治

体
職
員
の
人
材
育
成
の
取
組

を
推
進

自
主

研
究

グ
ル

ー
プ

等
推

進
（

鹿
児

島
県

）
第
９
回
研
究
会
（

R
5.

2.
27

）
鹿
児
島
県
プ
レ
ゼ
ン
資
料
（
抜
粋
）
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資
格
取

得
の

支
援

（
兵

庫
県

加
古

川
市

）
地
方
公
共
団
体
に
お
け
る

人
材
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
推
進
の
た
め
の

ガ
イ
ド
ブ
ッ
ク
（

R
5.

3)
 （

抜
粋
）

63



兼
業

・
副

業
の

環
境

整
備

（
神

戸
市
）

第
９
回
研
究
会
（

R
5.

2.
27

）
神
戸
市
プ
レ
ゼ
ン
資
料
（
抜
粋
）
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キ
ャ

リ
ア

パ
ス

の
明

示
（

広
島

市
）

地
方
公
共
団
体
に
お
け
る

今
後
の
人
材
育
成
の
方
策
に
関
す
る
研
究
会

（
令
和
２
年
度
報
告
書

R
3.

3）
報
告
書
（
抜
粋
）
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キ
ャ

リ
ア

パ
ス

の
明

示
（

北
九

州
市

）
地
方
公
共
団
体
に
お
け
る

人
材
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
推
進
の
た
め
の

ガ
イ
ド
ブ
ッ
ク
（

R
5.

3)
 （

抜
粋
）

66



ロ
ー

ル
モ

デ
ル

の
設

定
（

広
島

市
）

地
方
公
共
団
体
に
お
け
る

人
材
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
推
進
の
た
め
の

ガ
イ
ド
ブ
ッ
ク
（

R
5.

3)
 （

抜
粋
）

67



メ
ン
タ

ー
制

度
の

導
入

（
神

奈
川

県
小

田
原
市
）

地
方
公
共
団
体
に
お
け
る

人
材
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
推
進
の
た
め
の

ガ
イ
ド
ブ
ッ
ク
（

R
5.

3)
 （

抜
粋
）

68



複
線

型
人

事
の

活
用

（
愛

知
県

）
①

第
11

回
研
究
会
（

R
5.

5.
12

）
愛
知
県
プ
レ
ゼ
ン
資
料
（
抜
粋
）

69



複
線

型
人

事
の

活
用

（
愛

知
県

）
②

第
11

回
研
究
会
（

R
5.

5.
12

）
愛
知
県
プ
レ
ゼ
ン
資
料
（
抜
粋
）

70



複
線

型
人

事
の

活
用

（
山

口
県

）
地
方
公
共
団
体
に
お
け
る

人
材
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
推
進
の
た
め
の

ガ
イ
ド
ブ
ッ
ク
（

R
5.

3)
 （

抜
粋
）

71



庁
内

公
募

の
活

用
（

愛
知

県
）

地
方
公
共
団
体
に
お
け
る

人
材
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
推
進
の
た
め
の

ガ
イ
ド
ブ
ッ
ク
（

R
5.

3)
 （

抜
粋
）

72



人
事

評
価

等
の

活
用

（
岐

阜
県

）
地
方
公
共
団
体
に
お
け
る

人
材
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
推
進
の
た
め
の

ガ
イ
ド
ブ
ッ
ク
（

R
5.

3)
 （

抜
粋
）

73



管
理
職
に
よ
る
職
場
内
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
の

推
進

（
大

阪
府

茨
木
市

）
地
方
公
共
団
体
に
お
け
る

人
材
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
推
進
の
た
め
の

ガ
イ
ド
ブ
ッ
ク
（

R
5.

3)
 （

抜
粋
）

74



H
R
テ

ク
ノ

ロ
ジ

ー
の

活
用

（
奈

良
県

生
駒
市

）
地
方
公
共
団
体
に
お
け
る

人
材
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
推
進
の
た
め
の

ガ
イ
ド
ブ
ッ
ク
（

R
5.

3)
 （

抜
粋
）

75



競
争

試
験

全
体

及
び

中
途

採
用

試
験

の
状

況

○
競
争
試
験
全
体
に
つ
い
て
、
受
験
者
数
は
、
46
5,
02
8人

で
前
年
度
比
で
3,
50
2人

減
少
。
競
争
率
は
、
5.
8倍

で
前
年
度
比
0.
1ポ

イ
ン
ト
減
少
。

○
受
験
者
・
競
争
率
に
つ
い
て
は
、
中
途
採
用
試
験
の
実
施
の
影
響
等
に
よ
り
下
げ
止
ま
り
の
傾
向
が
見
ら
れ
る
も
の
の
、
長
ら
く
減
少
傾
向
が
続

い
て
お
り
、
低
水
準
に
留
ま
っ
て
い
る
。

○
中
途
採
用
に
つ
い
て
、
受
験
者
数
は
、
87
,9
93
人
で
前
年
度
比
で
10
,4
62
人
減
少
。

○
採
用
者
数
は
、
9,
10
6人

（
前
年
度
比
77
5人

増
加
）
で
採
用
倍
率
は
9.
7倍

（
前
年
度
比
2.
1ポ

イ
ン
ト
減
少
）
と
な
っ
て
い
る
。

○
受
験
者
の
増
減
は
あ
る
も
の
の
、
実
施
団
体
の
増
加
に
よ
る
影
響
も
あ
り
、
採
用
者
は
年
々
増
加
し
て
い
る
。


過
去
10
年
間
の
競
争
試
験
に
お
け
る

受
験
者
数
、
合
格
者
数
及
び
競
争
率
の
推
移

出
典
：
令
和
３
年
度
地
方
公

共
団
体

の
勤
務

条
件
等

に
関
す

る
調

査
結

果


過
去
３
年
間

の
中
途
採
用
試
験
に
お
け
る

受
験
者
数
、

合
格
者
数
及
び
競
争
率
の
推
移

76



就
職
・
採

用
活

動
に

お
け

る
企

業
及

び
学

生
の
動

向

出
典
：
人
事
院
「
人
材
確
保
に
向
け
た
国
家
公
務
員
採
用
試
験
の
課
題
と
今
後
の
施
策
」
よ
り

人
事
院
「
令
和
３

年
度

年
次
報
告
書
」
（

抄
）

第
２
部

人
材

確
保
に

向
け
た

国
家
公

務
員

採
用

試
験

の
課

題
と

今
後

の
施

策

77



公
務

の
魅

力
発

信
（

佐
賀

県
）

出
典
：
総
務
省
「
第

11
回

ポ
ス
ト
・
コ
ロ

ナ
期
の
地
方
公
務
員
の
あ
り
方
に
関
す
る
研
究
会
」

資
料
「
佐
賀
県
庁
に
お
け
る
採
用
の
取
組
」
よ
り

第
11

回
研
究
会
（

R
5.

5.
12

）
佐
賀
県
プ
レ
ゼ
ン
資
料
よ
り

78



公
務

の
魅

力
発

信
（

鹿
児

島
県

）

背
景
・課

題

○
人

事
委

員
会

に
お
い

て
，
受
験

者
層
に
応
じ
た
採
用
試
験
の
実
施
や
，
職
場
見
学
や
若
手

職
員
と
の

意
見

交
換
等

の
開

催
，
技

術
職

員
確

保
の

た
め
の

技
術

系
若
手
職
員
に
よ
る
Ｗ
Ｅ
Ｂ
面
談
を
実
施


行
政
需
要
は
，
今
後
，
ま
す
ま
す
高

度
化

・多
様

化
・複

雑
化

す
る
と
予

想
さ
れ
，
今

後
の
社

会
情
勢

の
変
化

等
に
対
応
で

き
る
優
秀
で
多
様
な
人

材
の

確
保

が
必

要

１
柔
軟
な
採
用
試
験
の
実
施

•
民
間
企
業
等
職
務
経
験
者
を
対
象

し
た
試
験
「Ｕ

Ｉタ
ー
ン
枠
（技

術
）」

を
創
設

（Ｈ
2

9
～

）

年
齢
制

限
撤

廃
な
ど
受
験
資
格
見
直
し

（Ｒ
３
～

）

学
生
の
進
路
選
択
の

早
期
化
や
就
業
意

識
の
多
様
化
な
ど
採
用
環
境
の
変
化
に

応
じ
た
柔
軟
な
採
用
試
験
の
実
施

２
積

極
的

な
人

材
確
保
活
動
の
展
開

•
大
学
卒
業
程
度

試
験
に

S
P

I3
を

使
用
し
，
民
間
志
向
の
学
生
等
も

受
験
し
や
す
い

試
験
「特

別
枠
」を

創
設

「行
政

（事
務

）特
別
枠
」（

H
2

9
～

）

「土
木

（技
術

）特
別
枠
」（

R
5
～

）

•
職

場
見

学
会

「お
仕

事
ガ
イ
ダ
ン
ス
」（

H
2

6
～

）
•

学
生
等
か
ら
の
疑
問
・
相
談
等
に

若
手
技
術
職
員
が

W
e

b
面
談
に

応
じ
る
｢
技
術
職
ナ
ビ
ゲ
ー
タ
制

度
｣
創
設

（R
３
～

）

•
技

術
職

現
場

説
明

会
（H

2
9
～
）

•
キ
ャ
リ
ア
プ
ラ
ン
な
ど
を
テ
ー
マ
に
し
た

W
e

b
説

明
会

（R
５
～
）

•
少

人
数

で
の

グ
ル
ー
プ
ワ
ー
ク
を
中

心
に
し

た
フ
リ
ー
ト
ー
ク
座

談
会

（R
５
～
）

第
９
回
研
究
会
（

R
5.

2.
27

）
鹿
児
島
県
プ
レ
ゼ
ン
資
料
（
抜
粋
）

79



地
方
公
務
員
の
職
員

採
用

試
験

に
お

け
る

多
様

な
試
験
方

式
の
工

夫

出
典
：
総
務
省
「
地
方
公
務
員
の
職
員
採
用
方
法
の
多
様
化
に
つ
い
て
（
令
和
３
年

12
月

24
日
付
け
総
行
公
第

15
2号

）
」
別
添
２
よ
り

職
務
経
験
不
問
の

試
験
（
新
規
学
卒
者
等
の

採
用
を
想
定
）

○
直
近
５
年
間
（
平
成
2
8
年
度
～
令
和
２
年
度
）
に
お
け
る
一
般
職
の
職
員

（
※

１
）
の
採
用
試
験

（
※
２

）
に
つ
い
て
、

実
施
方
法
の
工
夫
等
の
地
方
公
共
団
体
の
取
組
状
況
を
調
査
。

（
※
１
）

会
計
年

度
任

用
職
員
、

臨
時
的

任
用
職

員
及
び

任
期
付

採
用

職
員

を
除

く
。

（
※

２
）

障
害

者
を

対
象

と
す

る
採

用
試

験
、

就
職

氷
河

期
世

代
の
支

援
に
係

る
中
途

採
用
試

験
を
除

く
。

（
注

）
本

調
査

に
お

い
て

「
市

区
町

村
」

に
は

、
1
72
1団

体
に
加

え
て
、

特
別
区

人
事
委

員
会
を

含
む
。

○
受
験
者
を
増
加
す
る
た
め
の
工
夫
や
、
人
物
重
視
の
採
用
を
指
向
し
た
取
組
、
新
た
な
面
接
方
法
の
導
入
等
が
行
わ
れ
た
。

既
存
の

採
用
試
験
実
施
上
の

見
直
し

合
計

都
道
府
県

指
定
都
市

市
区

町
村

①
受
験
資
格
の
緩
和

（
年
齢
上
限
の
引
き
上
げ
・
撤
廃
等
）

2
4

(
5
1
.
1
%
)

1
4

(
7
0
.
0
%
)

6
8
9

(
4
0
.
0
%
)

7
2
7

(
4
0
.
6
%
)

②
試
験
日
程
の
変
更

（
試
験
日
程
の
前
倒
し
・
短
縮
、
実
施
日
の
変
更
等
）

2
1

(
4
4
.
7
%
)

8
(
4
0
.
0
%
)

4
0
5

(
2
3
.
5
%
)

4
3
4

(
2
4
.
3
%
)

③
試
験
実
施
日
を
休
日
に
設
定

（
就
労
中
の
受
験
者
へ
の
配
慮
等
）

5
(
1
0
.
6
%
)

4
(
2
0
.
0
%
)

5
1
3

(
2
9
.
8
%
)

5
2
2

(
2
9
.
2
%
)

④
試
験
会
場
の
管
外
設
置

（
テ
ス
ト
セ
ン
タ
ー
の
活
用
等
を
含
む
）

1
3

(
2
7
.
7
%
)

3
(
1
5
.
0
%
)

2
2
8

(
1
3
.
2
%
)

2
4
4

(
1
3
.
6
%
)

⑤
教
養
試
験
・
専
門
試
験
・
論
文
試
験
等
の

試
験
対
策
が
必
要
な
科
目
の
廃
止

1
9

(
4
0
.
4
%
)

1
1

(
5
5
.
0
%
)

3
1
8

(
1
8
.
5
%
)

3
4
8

(
1
9
.
5
%
)

⑥
S
P
I
等
の
適
性
検
査
の
導
入

9
(
1
9
.
1
%
)

9
(
4
5
.
0
%
)

4
2
7

(
2
4
.
8
%
)

4
4
5

(
2
4
.
9
%
)

⑦
口
述
試
験
、
グ
ル
ー
プ
ワ
ー
ク
等
の
人
物
試
験

の
配
点
比
率
の
増
加

6
(
1
2
.
8
%
)

3
(
1
5
.
0
%
)

2
6
1

(
1
5
.
2
%
)

2
7
0

(
1
5
.
1
%
)

⑧
W
E
B
面
接
の
導
入

4
(
8
.
5
%
)

1
(
5
.
0
%
)

8
4

(
4
.
9
%
)

8
9

(
5
.
0
%
)

⑨
録
画
面
接
の
導
入

0
(
0
.
0
%
)

0
(
0
.
0
%
)

2
3

(
1
.
3
%
)

2
3

(
1
.
3
%
)

⑩
そ
の
他
の
既
存
試
験
の
見
直
し

1
8

(
3
8
.
3
%
)

7
(
3
5
.
0
%
)

1
0
2

(
5
.
9
%
)

1
2
7

(
7
.
1
%
)

○
そ

の
他

の
既
存
試
験
の
見
直
し
の
内
容
（

主
な

も
の
）

・
集
団
討

論
の
導
入
・
廃
止

・
グ
ル
ー

プ
ワ
ー
ク
の
導
入

・
試
験
回

数
の
増
加

・
出
題
分
野
の
選
択
制
の
導
入

・
エ
ン
ト
リ
ー
シ
ー
ト
・
書
類
選
考
の
導
入

・
出
題
分
野
・
出
題
数
の
削
減

・
論
文
試

験
・
記
述
式
試
験
の
廃
止

・
面
接
回

数
の
増
加
・
削
減

・
合
格
基

準
の
見
直
し

80



多
様

な
試

験
方

式
の

工
夫

（
神

戸
市

）
第
９
回
研
究
会
（

R
5.

2.
27

）
神
戸
市
プ
レ
ゼ
ン
資
料
（
抜
粋
）

81



多
様
な

試
験

方
式

の
工

夫
（

大
阪

府
四

條
畷
市
）

第
11

回
研
究
会
（

R
5.

5.
12

）
四
條
畷
市
プ
レ
ゼ
ン
資
料
よ
り

82



離
職
防

止
の

取
組

（
大

阪
府

四
條

畷
市

）
第

11
回
研
究
会
（

R
5.

5.
12

）
四
條
畷
市
プ
レ
ゼ
ン
資
料
よ
り

83



複
数
自

治
体

間
に

お
け

る
共

同
採

用
方
式

〇
共
同

採
用
方

式
と
は

、
受
験

者
に
、

採
用

を
志

望
す

る
団

体
を

志
望

順
に

複
数

選
択

さ
せ
、
成

績
順
に

受
験
者

が
選
択

し
た
志

望

先
か
ら
優

先
的
に

合
格
者

を
決
定

す
る
等

の
採

用
方

式
を

指
す

。

※
受
験

者
に
、

採
用
を

志
望
す

る
団

体
を

１
団

体
の

み
選

択
さ

せ
、

自
団

体
を

志
望

す
る
受
験
者

の
中
か

ら
合
格

者
を
決

定
す
る

採
用
方
式

は
含
ま

な
い
。

事
例

奈
良
県
・
市

町
村
土
木
職
員
採
用

沖
縄
県
離
島
町
村
職
員
採
用

対
象
自
治
体

奈
良
県
及
び
県
内
市
町
村

沖
縄
県
の
離
島
町
村

対
象
職
種

土
木
技
術
職
員

行
政
職
・
資
格
専
門
職
員
（
令
和
４
年
度
は
保
育
・
幼
稚
園
教
諭
、

保
育
士
、
海
事
職
）

実
施
開
始
年
度

平
成
28
年
度

令
和
３
年
度

受
験
概
要

受
験
者
は
志
望
す
る
自
治
体
を
最
大
第
３
志
望
ま
で
選
択
可
能

※
「
第
1～

3志
望
＋
い
ず
れ
か
の
自
治
体

」
を

志
望

す
る
こ

と
も

可
能

受
験
者
は
志
望
す
る
自
治
体
を
最
大
第
３
志
望
ま
で
選
択
可
能

１
次
試
験
の

実
施
方
法
等

共
同
で
実
施
。
筆
記
試
験
の
成
績
順
に
、
受
験
者
が
選
択
し
た
志
望
自

治
体
を
優
先
し
、
各
自
治
体
の
合
格
者
を
決
定
。

共
同
で
実
施
。
各
町
村
に
お
い
て
合
格
者
を
決
定
。

２
次
試
験
の

実
施
方
法
等

１
次
合
格
し
た
自
治
体
の
第
２
次
試
験
（
各
自
治
体
で
実
施
）
を
受
験
。

前
期
日
程
で
不
合
格
と
な
っ
て
も
、
後
期
日
程
の
募
集
が
あ
れ
ば
、
も

う
１
自
治
体
の
受
験
が
可
能
。

合
格
し
た
全
町
村
の
第
２
次
試
験
（
各
町
村
で
実
施
）
を
受
験
す

る
こ
と
が
可
能
。

実
施
状
況

令
和
４
年
度
試
験
は
奈
良
県
の
ほ
か
７
市
町
村
が
参
加
。
採
用
予
定
数

合
計
13
人
程
度
、
申
込
者
12
名
（
実
人
数
）
、
最
終
合
格
者
２
名
。

令
和
４
年
度
試
験
は
９
町
村
が
参
加
。
採
用
予
定
人
数
合
計
50
人
、

申
込
者
42
6名

（
延
べ
）
、
最
終
合
格
者
62
名
、
内
定
者
24
名
。

メ リ ッ ト

・
受
験
者

を
他
の

自
治
体

に
循
環

さ
せ

る
機

能
が

期
待

で
き

る
。

・
単
独
で

募
集
し

て
も
応

募
者
が

集
ま

り
に

く
い

自
治

体
に

と
っ

て
、

周
知

が
し
や
す

い

・
試
験
実

施
の
た

め
の
省

力
化

・
受
験
者

に
と
っ

て
は
、

一
度
の

受
験

で
複

数
の

自
治

体
を

併
願

可
能

。

デ メ リ ッ ト

・
規
模
の

大
き
い

自
治
体

や
通

勤
し
や
す

い
自
治

体
に
志

望

が
集
ま
り

や
す
い

傾
向
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国
家

公
務

員
に

お
け

る
選

考
採

用
に

つ
い

て

○
国
家
公
務
員
の
採
用
に
お
い
て
は
、
以
下
の
官
職
に
つ
い
て
選
考
採
用
が

行
わ
れ
て
い
る
。

①
係
員
の
官
職
以
外
の
官
職

②
教
育
職
、
医
療
職
の
よ
う
に
採
用
試
験
を
実
施
し
て
い
な
い
官
職

③
原
則
と
し
て
競
争
試
験
に
よ
り
採
用
す
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
官
職

の
う
ち
特
別
な
知
識
、
技
術
等
を
必
要
と
す
る
官
職
等

○
令
和
３
年
度
に
お
け
る
国
家
公
務
員
の
採
用
者
総
数
は
22
,1
88
人
で
あ
り
、

こ
の
う
ち
国
の
機
関
に
お
け
る
選
考
採
用
は
1,
69
4人

（
7.
6％

）
と
な
っ

て
い
る
。

採
用

機
関

公
募
内
容
／
役
職
／
募
集
人
数

職
務
内
容

応
募
資
格
（
※
）

選
考
内
容

厚
生

労
働

省
栄
養
系
技
官
／
係
長
・
主
査
級
／

若
干
名

本
省
内
部
部
局
に
お
い
て
、
「
栄
養
士
法
」
「
健
康
増

進
法
」
「
食
育
基
本
法
」
な
ど
の
法
律
に
基
づ
い
て
、

栄
養
行
政
な
ど
の
業
務
に
従
事

・
管
理
栄
養
士
養
成
施
設
で

あ
る
大
学
卒
業
者

・
管
理
栄
養
士
免
許
取
得
者

・
栄
養
指
導
等
の
業
務
経
験

７
年
以
上

１
次
：
書
類
選
考
、
小
論
文

２
次
：
人
物
試
験

農
林

水
産

省
技
術
系
一
般
職
相
当

／
係
長
級
／

70
名
程

度
農
林
水
産
省
所
管
行
政
に
関
す
る
政
策
の
企
画
及
び
立

案
又
は
調
査
及
び
研
究
に
関
す
る
事
務
：

農
業
技
術
系
（
農
作
物
の
生
産
振
興
な
ど
）
、
消
費
安

全
系
（
農
畜
水
産
物
の
安
全
性
向
上
な
ど
）
、
農
業
土

木
・
調
査
計
画
系
（
農
業
用
水
路
や
農
地
の
整
備
な

ど
）
、
畜
産
技
術
系
（
畜
産
物
の
生
産
振
興
な
ど
）

・
大
学
卒
業
後
、
勤
務
経
験

８
年
以
上
又
は
高
校
卒
業

後
、
勤
務
経
験
1
4
年
以
上

１
次
：
書
類
選
考
、
論
文

２
次
：
面
接
試
験

経
済

産
業

省
総
合
職
／
課
長
補
佐
級
・
係
長
級

／
年
間
合
計
10
名
程
度

経
済
産
業
省
所
管
行
政
に
関
す
る
政
策
の
企
画
及
び
立

案
又
は
調
査
及
び
研
究
に
関
す
る
業
務

・
大

学
卒
業
後
、
勤
務
経
験

７
年
（
係
長
級
は
２
年
）

以
上

１
次
：
書
類
選
考
、
論
文
試
験

２
次
：
適
性
検
査
、
面
接
試
験

国
土

交
通

省
事
務
系
総
合
職
相
当
／
課
長
補
佐

級
・
係
長
級
／
そ
れ
ぞ
れ
若
干
名

国
土
交
通
省
所
管
行
政
に
関
す
る
政
策
の
企
画
及
び
立

案
又
は
調
査
及
び
研
究
に
関
す
る
事
務

・
大
学
卒
業
後
、
勤
務
経
験

７
年
（
係
長
級
は
３
年
）

以
上

１
次
：
書
類
選
考
、
論
文

２
次
：
面
接
試
験

※
応

募
資
格

は
一
部

の
み
か
つ

簡
略

化
し
て

記
載
し

て
い
る
。
詳
細
は
人
事
院
又
は
各
省
の
HP

を
参
照
。

＜
選
考
採

用
の
例
＞

※
い

ず
れ
も
常

勤
職

員
。
令

和
５
年
９
月
時
点
の
公
募
情
報
。

令
和
３
年
度
に
お
け
る
国
家
公
務
員
の
採
用
状
況

人
事
院
「
令
和
４
年

度
年
次

報
告
」
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大
企

業
の

採
用

手
法

の
動

向

経
済
産
業
省
「
未
来
人
材
ビ
ジ
ョ
ン
」
よ
り

（
出

所
）

経
団
連
「
採
用
と
大
学
改
革
へ
の
期
待

に
関
す
る
ア
ン
ケ
ー
ト
結
果
」
（

20
22

年
1月

18
日
）
を
基
に
経
済
産
業
省

が
作
成
。
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多
様

な
人

材
の

活
用

（
神

戸
市

）
第
９
回
研
究
会
（

R
5.

2.
27

）
神
戸
市
プ
レ
ゼ
ン
資
料
よ
り

87



＜
現
状
＞

A
市

B
町

A
市

B
町

労 働 力 制 約 の 下 で も

情
報

シ
ス

テ
ム

等

A
I・
ロ
ボ
テ
ィ
ク
ス
に
よ
る

自
動

処
理

な
ど

情
報

シ
ス
テ
ム
等

の
共

通
基

盤
（
標

準
化
）

職
員
に
よ
る
事
務
処
理

重
複
投
資
を

や
め
る

本 来 の 機 能 を 発 揮

＜
ス
マ
ー
ト
自
治
体

＞

情
報

シ
ス

テ
ム

等

カ
ス
タ
マ
イ
ズ
＝
個
別
投
資

公

私
共

新
た
な
「
共
」

（
地

域
を
基

盤
と
し
た

新
た
な
法
人

等
）

新
た
な
「
公
」

（
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
・
ビ
ル

ダ
ー
）

ス
マ
ー
ト
自

治
体

化
※
サ
ー
ビ
ス
・プ

ロ
バ
イ
ダ
ー

プ
ラ

ッ
ト

フ
ォ

ー
ム

・
ビ

ル
ダ

ー

と
し

て
必

要
な

支
援

／
環

境
整
備

新
た
な
「
私

」
（
シ
ェ
ア
リ
ン
グ

エ
コ
ノ
ミ
ー
等
）

新
た
な
自
治
体
行
政
の
基
本
的
考
え
方
①

ス
マ
ー
ト
自

治
体

へ
の
転

換
公

共
私

に
よ
る
く
ら
し
の
維
持

出
典
）
厚
生
労
働
省
「
人
口
動

態
統
計
」
及
び
国
立
社

会
保
障

・
人
口

問
題
研

究
所
「
将
来
推

計
人
口

（
H

2
9
.4
）
」
か
ら
作
成

0.
0

50
.0

10
0.

0

15
0.

0

20
0.

0

25
0.

0

30
0.

0

19
50

19
55

19
60

19
65

19
70

19
75

19
80

19
85

19
90

19
95

20
00

20
05

20
10

20
15

20
20

20
25

20
30

20
35

20
40

20
45

出
生
数

団
塊
ジ

ュ
ニ

ア
世

代
20

0～
21
0万

人

20
17

年
95

万
人

労
働

力
（
特

に
若

年
労

働
力

）
の
絶

対
量

が
不

足

人
口

縮
減

時
代

の
パ
ラ
ダ
イ
ム

へ
の
転

換
が
必

要

＜
我

が
国

の
出

生
数
の

推
移

＞


経
営
資
源
が
大
き
く
制
約
さ
れ
る
こ
と
を
前
提
に
、
従
来
の
半
分
の
職
員
で
も
自
治
体
が
本

来
担
う
べ
き
機
能
を
発
揮
で
き
る
仕
組
み
が
必
要
。


全
て
の
自
治
体
で
、
A
I ・
ロ
ボ
テ
ィ
ク
ス
が
処
理
で
き
る
事
務

作
業
は
全
て

A
I・
ロ
ボ
テ
ィ
ク
ス

に
よ
っ
て
自
動
処
理

す
る
ス
マ
ー
ト
自
治
体
へ
転
換

す
る
必
要
。

＜
破
壊
的
技
術

（
A
I・
ロ
ボ
テ
ィ
ク
ス
等
）を

使
い
こ
な
す
ス
マ
ー
ト
自
治
体
へ
＞


標
準
化
さ
れ
た
共

通
基
盤

を
用
い
た
効
率
的
な
サ
ー
ビ
ス
提
供
体
制
へ
。


自
治
体
ご
と
の
情

報
シ
ス
テ
ム
へ
の
重
複
投
資
を
や
め
る
枠
組
み
が
必
要
。
円
滑
に
統
合

で
き
る
よ
う
に
、
期

限
を
区
切
っ
て
標
準
化

・共
通
化
を
実
施

す
る
必
要
。

⇒
自
治
体
の
情
報
シ
ス
テ
ム
や
申
請
様
式
の
標
準
化
・
共
通
化
を
実
効
的
に
進
め
る
た
め
に

は
、
新

た
な
法

律
が
必
要
と
な
る
の
で
は
な
い
か
。

＜
自
治
体
行
政
の
標
準
化
・
共
通
化
＞


人
口
減
少
と
高
齢
化

に
よ
り
、
公

共
私
そ
れ
ぞ
れ
の
く
ら
し
を
支
え
る
機
能
が
低
下
。

⇒
自
治
体
は

、
新
し
い
公

共
私

相
互

間
の
協

力
関

係
を
構

築
す

る
「
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
・
ビ
ル

ダ
ー
」
へ
転
換
す
る
必
要

。


共
・
私
が
必
要
な
人

材
・財

源
を
確
保
で
き
る
よ
う
に
公
に
よ
る
支
援
や
環
境
整
備
が
必
要
。

＜
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
・
ビ
ル
ダ
ー
へ
の
転
換
＞


全
国
一
律
の
規
制
を
見

直
し
、
シ
ェ
ア
リ
ン
グ
エ
コ
ノ
ミ
ー

の
環

境
を
整
備

す
る
必
要

。


ソ
ー
シ
ャ
ル
ワ
ー
カ
ー
な
ど
技

能
を
習

得
し
た
ス
タ
ッ
フ
が
随

時
対

応
す
る
組

織
的

な
仲

介
機
能

が
求
め
ら
れ
る
。

＜
新
し
い
公
共
私
の
協
力
関
係
の
構
築
＞


定
年

退
職
者
や

就
職

氷
河

期
世

代
の
活

躍
の
場

を
求

め
る
人

が
、
人

々
の
く
ら
し
を
支

え
る
た
め
に
働
け
る
新
た
な
仕
組

み
が
必
要
。
地

域
を
基

盤
と
し
た
新

た
な
法

人
が
必

要
。


地
方
部
の
地
縁
組
織

は
、
法
人

化
等

に
よ
る
組
織

的
基
盤

の
強

化
が
必

要
。

＜
く
ら
し
を
支
え
る
担

い
手
の
確
保
＞

平
成

30
年

７
月

自
治

体
戦

略
20

40
構

想
研

究
会

第
一

次
・
第

二
次
報

告
の
概

要
（
抜

粋
）
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新
た
な
自
治
体
行
政
の
基
本
的
考
え
方
②

圏
域
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
と
二

層
制

の
柔

軟
化

東
京

圏
の
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム

A
市

B 市

G 町

F 市
C 町

D 町
E 村

P 町

Q 町

R 村

T 村

法 令

X
県

S 町

二
層

制
の

柔
軟
化

X
県

A
市

B 市
G 町

F 市

C 町

D 町

E 村

法 令

P 町

Q 町

R 村

T 村

S 町
補
完

人
材

活
用

X
県

（
現
状
）

X
県

（
将
来
）

都
市
圏
で
維
持
で
き
る
サ
ー
ビ
ス
や

施
設

の
全

体
量

は
縮

減
。

圏
域
単
位
で
の
行
政
が
必
要
。

個
々
の
制
度
に
圏
域
を
ビ
ル

ト
イ
ン
。

埼
玉

県

千
葉
県

神
奈

川
県

東
京
都

以
下
の

よ
う
な
課
題

に
つ
い
て
は

、
国
も
含

め
、
圏

域
全

体
で
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
を
支
え
る
よ
う
な
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
に
つ
い

て
検
討
が
必
要
。

・
医
療
・
介
護
サ
ー
ビ
ス
供
給
体
制

・
首
都
直
下
型
地
震
発
生
時
の
広
域
避
難
体
制

・
職
住
近
接
の
拠
点
都
市
の
形
成


個

々
の
市
町
村
が
行
政
の
フ
ル
セ
ッ
ト
主
義
か
ら
脱
却

し
、
圏
域
単

位
で
の
行
政
を
ス
タ

ン
ダ
ー
ド
に
し
、
戦

略
的
に
圏
域
内
の
都
市
機
能
等
を
守
る
必
要
。


現
状
の
連
携
で
は
対
応
で
き
な
い
深
刻
な
行
政
課
題
へ
の
取
組
を
進
め
、
広
域
的
な
課

題
へ
の
対
応
力
（
圏

域
の
ガ
バ
ナ
ン
ス
）
を
高
め
る
仕
組
み
が
必
要
。


個

々
の
制

度
に
圏

域
を
ビ
ル
ト
イ
ン
し
、
連

携
を
促

す
ル
ー

ル
づ

く
り
や

財
政

支
援

、
連

携
を
し
な
い
場

合
の
リ
ス
ク
の
可
視
化
等
が
必
要
。

⇒
圏
域
単
位
で
行
政
を
進
め
る
こ
と
に
つ
い
て
真
正
面
か
ら
認
め
る
法
律
上
の
枠
組
み
を
設

け
、
中
心
都
市
の
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
力
を
高
め
る
こ
と
が
必
要
で
は
な
い
か
。

＜
地
方

圏
の
圏
域
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
＞


都

道
府
県
・
市
町
村
の
二
層
制
を
柔
軟
化
し
、
そ
れ
ぞ
れ
の
地
域
に
応
じ
、
都
道
府
県
と

市
町
村
の
機
能
を
結
集
し
た
行
政
の
共
通
基
盤
の
構
築
が
必
要
。


核
と
な
る
都
市
が
な
い
地
域
で
は
都
道
府
県
が
市
町
村

の
補
完
・
支
援
に
本
格
的
に
乗

り
出
す
こ
と
が
必
要
。


都
道
府
県
・
市

町
村
の
垣
根
を
越
え
、
専
門
職
員

を
柔
軟
に
活
用

す
る
仕
組
み
が
必
要
。

＜
二
層

制
の
柔
軟
化
＞


東
京

圏
で
は
、
市
町

村
合

併
や

広
域

連
携

の
取

組
が
進

展
し
て
い
な
い
。
早

急
に
近

隣
市

町
村

と
の
連

携
や
ス
マ
ー
ト
自

治
体

へ
の
転

換
を
は

じ
め
と
す

る
対

応
を
講

じ
な
け
れ

ば
、
人
口
減
少
と
高
齢

化
の
加

速
に
伴

い
危

機
が
顕

在
化

。


社

会
経
済

的
に
一
体

性
の
あ
る
圏

域
の
状

況
は
、
三

大
都

市
圏

で
異

な
る
。
最

適
な
マ

ネ
ジ
メ
ン
ト
の
手
法
に
つ

い
て
、
地

域
ご
と
に
枠

組
み
を
考

え
る
必

要
。

＜
三
大
都
市
圏
そ
れ
ぞ
れ
の
最
適
な
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
手
法
＞


利
害
衝
突
が
な
く
連

携
し
や

す
い
分

野
に
と
ど
ま
ら
ず

、
連

携
を
よ
り
深

化
さ
せ

、
圏

域
全

体
で
負
担
の
分
か
ち
合

い
や
利

害
調
整

を
伴

う
合

意
形

成
を
図
る
必
要
。

⇒
今

後
も
我
が
国
の
有

力
な
経

済
成

長
の
エ
ン
ジ
ン
と
し
て
の
役

割
を
果

た
し
て
い
く
た
め
、

東
京

圏
全

体
で
対

応
が
必

要
と
な
る
深

刻
な
行

政
課

題
に
関

し
、
国

も
含

め
、
圏

域
全

体
で
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
を
支
え
る
よ
う
な
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
に
つ
い
て
の
検

討
が
必

要
。


長
期
に
わ
た
る
医

療
・介

護
サ
ー
ビ
ス
供

給
体

制
を
構
築

す
る
必
要
。


首
都
直
下
地
震

に
備

え
、
広

域
的
な
避

難
体
制
の
構

築
が
必

要
。


仕
事
と
子
育
て
等

を
両

立
し
や

す
い
環

境
づ

く
り
の
観

点
か
ら
も
、
都

心
に
通

勤
し
な

く
て
も
済
む
よ
う
な
、
東

京
２
３
区

外
で
職

住
近

接
の
拠

点
都

市
の
構
築
が
必
要
。

＜
東
京
圏
の
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
＞

平
成

30
年

７
月

自
治

体
戦

略
20

40
構

想
研

究
会

第
一

次
・
第

二
次
報

告
の
概

要
（
抜

粋
）

89



・
20

40
年
頃

に
か

け
て
生
じ
る
人
口

構
造

の
変

化
や
イ
ン
フ
ラ
の
老

朽
化
等

の
変

化
・
課
題

に
的

確
に
対

応
し
、
持

続
可

能
な
形

で
住

民
生
活
を
支
え
て
い
く
た
め
に
は
、
各
地
方
公
共
団

体
が
そ
れ
ぞ
れ
の
強
み
を
活
か
し
、
資
源
を
融
通
し
合
う
な
ど
、
地
域
の
枠
を
越
え
た
連

携
が
重
要

。

広
域

的
な
産

業
政

策
等

の
取

組
に

加
え
、
施

設
・
イ
ン
フ
ラ
や

専
門

人
材

の
共

同
活

用
に
よ
る

生
活

機
能

の
確

保
、
広

域
的

な
ま
ち
づ
く
り
な
ど
、

合
意

形
成

が
容

易
で
は

な
い
課

題
に
も
対

応
し
、

取
組

を
深

化
さ
せ
て
い
く
こ
と
が

必
要

個
々

の
市

町
村

の
規

模
・
能

力
や

市
町

村
間

の
広

域
連

携
の

取
組

状
況

に
応
じ
て
、

こ
れ

ま
で
以

上
に
き
め

細
や

か
な
都

道
府

県
に
よ
る
補
完
・
支
援
が
必
要

図
書
館

（
Ｄ
市
・
Ｆ
市
の
住
民
も
利
用
）

介
護
保
険
施
設

（
Ｄ
市
・
Ｅ
市
の
住
民
も
利
用
）

文
化
ホ
ー
ル

（
Ｅ
市
・
Ｆ
市
の
住
民
も
利
用
）

連
携
中
枢
都
市

圏
・
定

住
自

立
圏

連
携
中

枢
都
市

圏

Ｂ
市

Ａ
市

Ｃ
町

②
高
次
の
都
市
機
能
の
集
積

①
経
済
成
長
の
け
ん
引

③
生
活
関
連
機
能
サ
ー
ビ
ス
の
向
上

連
携
協
約

連
携
協
約

専
門
的
人
材
の
招
へ
い

産
学
金
官
の
共
同
研
究
・
新
製
品
開
発
支
援

六
次
産
業
化
支
援

等

地
域
医
療
確
保
の
た
め
の
病
院
群
輪
番
制
の
充
実

子
育
て
支
援

等

高
度
医
療
の
提
供
体
制
の
充
実

グ
ロ
ー
バ
ル
人
材
の
大
学
へ
の
招
へ
い

等

②
高
次
の
都
市
機
能

の
集
積
・
強
化

・
今

後
の
イ
ン
フ
ラ
の
老
朽
化
や
専
門
人
材
の

不
足
の
深
刻
化

に
対
応
す
る
た
め
、
長
期
的
な
変
化
・
課
題
の
見
通
し
を
共
有
し
、
広
域
連

携
に
よ
る
施
設

・
イ
ン
フ
ラ
等
の
資
源
や
専
門
人
材
の
共
同
活
用
に
取
り
組
む
こ
と
が
効
果
的
。

・
市
町
村
に
よ
る
他
の
地
方
公
共
団
体

と
の
連
携
は
、
地
域
の
実
情
に
応
じ
、
市
町
村
間
の
広
域
連
携
、
都
道
府
県
に
よ
る
補
完
・
支
援
な

ど
、
多
様
な
手

法
の
中
か
ら
、
最
も
適
し
た
も
の
を
選
択
す
る
こ
と
が
適
当
。

第
32

次
地
方

制
度
調
査
会
答

申
を

踏
ま

え
た

多
様

な
広

域
連

携
の

推
進

Ｄ
市

G
町

Ｈ 町
Ｉ村

核
と
な
る
都

市
が

な
い
地

域
や

三
大

都
市

圏
に
お
い
て
も
、
安

定
的

・
継

続
的

な
広

域
連

携
に
よ
る
生

活
機

能
の

確
保

等
の

取
組

が
必

要

連
携

中
枢

都
市

圏
等

以
外

の
市

町
村

間
の

広
域

連
携

都
道

府
県

に
よ
る
市

町
村

の
補

完
・
支

援

相
互

補
完

的
・

双
務

的
な
役

割
分

担

Ｆ
市

Ｅ
市

連
携

中
枢
都

市
圏

令
和

５
年

５
月

24
日

第
33

次
地

方
制

度
調

査
会

第
14

回
専

門
小

委
員

会
資

料
（
抜

粋
）
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①
圏

域
全

体
の

経
済
成

長
の
け
ん
引
：
産
学
金

官
の

共
同

研
究

・
新

製
品

開
発

支
援

、
六

次
産

業
化

支
援

等

②
高

次
の

都
市

機
能
の

集
積
・
強
化
：
高
度

医
療

の
提

供
体

制
の

充
実

、
高

等
教

育
・研

究
開

発
の

環
境

整
備

等

③
圏

域
全

体
の

生
活
関

連
機
能

サ
ー
ビ
ス
の
向

上
：
地

域
医
療

確
保

の
た
め
の

病
院

群
輪

番
制

の
充

実
、
地

域
公

共
交

通
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の

形
成

等

連
携
中

枢
都

市
圏

に
何

が
求

め
ら
れ

て
い

る
の

か


地
域
に
お
い
て
、
相

当
の

規
模

と
中

核
性

を
備

え
る
圏
域

に
お
い
て
市
町

村
が

連
携

し
、
コ
ン
パ

ク
ト
化

と
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
化

に
よ
り
、

人
口

減
少

・
少
子

高
齢

社
会

に
お
い
て
も
一

定
の

圏
域

人
口

を
有

し
活

力
あ
る
社

会
経

済
を
維

持
す
る
た
め

の
拠

点
を
形

成

連
携
中

枢
都

市
圏

を
い

か
に

実
現
す

る
か

連
携

中
枢

都
市

宣
言

連
携
協
約

の
締
結

都
市
圏
ビ
ジ

ョ
ン

の
策
定


地

方
自

治
法

を
改

正
し
、
地
方
公
共
団
体
間
の
柔
軟
な
連
携
を
可
能
と
す
る
「
連

携
協

約
」
の
制
度
を
導
入

（
平
成

2
6
年

1
1
月
１
日
施
行
）


平
成

2
6
年
度
か
ら
、
連

携
中

枢
都

市
圏

の
形

成
等

を
推

進
す
る
た
め
、
国
費
に
よ
り
支
援


平
成

2
7
年
度
か
ら

、
地

方
交

付
税

措
置

を
講

じ
て
全

国
展

開

連
携
中

枢
都

市
圏

の
意

義


地

方
圏

に
お
い
て
、
昼

夜
間

人
口

比
率

が
お
お
む

ね
１
以

上
の

指
定

都
市

・
中

核
市

と
、
社

会
的
、
経

済
的

に
一

体
性

を
有

す
る

（
※

１
）
近

隣
市

町
村

と
で
形
成
す
る
都
市

圏
（※

２
）

※
１

通
勤
通
学
割
合

０
．
１
以
上

な
ど
。

※
２

隣
接
す
る
２
つ
の

市
（
各
市

が
昼
夜
間

人
口
比
率

１
以

上
か

つ
人
口

10
万
人

程
度

以
上

の
市
）
の
人

口
の

合
計

が
20
万

人
を
超

え
、
か

つ
、
双

方
が
概

ね
１
時

間
以

内
の
交

通
圏

に
あ
る

場
合
に
お
い
て
、
こ
れ
ら
の

市
と
社
会
的
、
経
済
的

に
一

体
性

を
有
す
る
近

隣
市
町

村
と
で
形

成
す
る
都

市
圏

に
つ
い
て
も
、
連

携
中

枢
都
市

圏
と
同
等

の
取
組

が
見

込
ま
れ

る
場

合
に
は

、
こ
れ
に
該
当
す
る
も
の

と
す
る
。

連
携
中

枢
都

市
圏

と
は

連
携
中
枢
都
市
圏
構
想
の
推
進

令
和

５
年

５
月

24
日

第
33

次
地

方
制

度
調

査
会

第
14

回
専

門
小

委
員

会
資

料
（
抜

粋
）
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〇
連
携
中
枢
都
市
圏
に
お
い
て
は
、
圏
域
全
体
の
経
済
成
長
の
け
ん
引
、
高
次
の
都
市
機
能
の
集
積
・
強
化
、
圏
域
全
体
の
生
活
関
連
機

能
サ
ー
ビ
ス
の
向
上
に
つ
い
て
多
様
な
取
組
を
実
施
。

〇
比
較
的
連
携
し
や
す
い
取
組
（
広
域
的
な
産
業
政
策
、
観
光
振
興
、
災
害
対
策
等
）
か
ら
進
ん
で
い
る
と
考
え
ら
れ
る
一
方
、
合
意
形

成
が
容
易
で
な
い
課
題
（
土
地
利
用
、
交
通
イ
ン
フ
ラ
整
備
、
外
部
人
材
の
確
保
等
）
に
つ
い
て
は
、
依
然
と
し
て
連
携
が
十
分
に
は

進
ん
で
い
な
い
傾
向
。

連
携
中

枢
都

市
圏

の
取
組
状
況
（
分
野
別
の
取
組
圏
域

数
）

令
和

５
年

５
月

24
日

第
33

次
地

方
制

度
調

査
会

第
14

回
専

門
小

委
員

会
資

料
（
抜

粋
）

92



定
住
自
立
圏
構
想
の
推
進
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1
7

4
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6
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7
0

7
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8
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9
9

1
1

3
1

1
8

1
2

2
1

2
6

1
2

7
1

2
8

1
3

0

1
5

4
0

6
5

9
0

1
1

5

1
4

0

H
2

1
H

2
2

H
2

3
H

2
4

H
2

5
H

2
6

H
2

7
H

2
8

H
2

9
H

3
0

R
元

R
2

R
3

R
4

R
5

中
心
市

と
近
隣
市

町
村
が

相
互
に

役
割
分
担

し
、
連
携

・
協
力

す
る
こ

と
に
よ
り

、
圏
域

全
体
と
し

て
必
要

な
生
活

機
能
等
を

確
保
す

る
「

定
住

自
立

圏
構
想

」
を
推

進
し
、
地

方
圏
に

お
け
る
定

住
の
受

け
皿
を

形
成
す
る

。

【
圏
域
に

求
め

ら
れ

る
役
割
】

①
生
活

機
能

の
強

化
（
休
日
夜
間
診
療
所
の
運
営
、
病

児
・

病
後

児
保

育
の

実
施

、
消

費
生

活
法

律
相
談

の
実

施
、

地
場

産
業

の
育

成
等

）
②

結
び

つ
き

や
ネ

ッ
ト
ワ
ー
ク
の
強
化

（
デ
マ
ン
ド

バ
ス

の
運

行
、

滞
在

型
・

体
験

型
観

光
・

グ
リ

ー
ン

ツ
ー

リ
ズ

ム
の

推
進

、
生

活
道

路
の

整
備

等
）

③
圏

域
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
能
力
の
強
化

（
合
同
研
修
の
実

施
や

職
員

の
人

事
交

流
、

外
部

専
門

家
の

招
へ
い

等
）

定
住

自
立

圏
構

想
の

意
義

協
定
締
結
等
圏
域
数

（
市
町
村
・
圏
域
数
）

定
住

自
立

圏
構

想
へ

の
取

組
状

況

宣
言
中
心
市
数

協
定
締
結
等
市
町
村
数

5
4
9
市
町
村

（
R

5
.4

.1
時
点
）

ビ
ジ
ョ
ン
策
定
圏
域
数

定
住

自
立

圏
に

取
り

組
む

市
町

村
に
対

す
る

支
援

各
省
に
よ
る
支
援
策

特
別
交
付
税

・
地

域
公

共
交

通
の

確
保

や
教

育
環

境
の

整
備

支
援

な
ど
、
定

住
自

立
圏

構
想

推
進

の
た
め
の

関
係

各
省

に
よ
る
事

業
の

優
先

採
択

・
包

括
的

財
政

措
置
（
平
成

2
6
年
度
・
令
和

3年
度

に
拡

充
）

（
中

心
市

4
,0

0
0
万
円
程
度
→

8
,5

0
0万

円
程
度
（
H

26
））

（
近

隣
市

町
村

1
,0

0
0
万
円
→

1
,5

0
0万

円
（
H

2
6）
→

1
,8

0
0万

円
（
R

3
））

・
外

部
人

材
の

活
用
に
要
す
る
経
費
に
対
す
る
財
政

措
置

・
地

域
医

療
の

確
保
に
要
す
る
経
費
に
対
す
る
財
政

措
置

等

圏
域

形
成

に
向

け
た

手
続

中
心
市

②
定

住
自

立
圏

形
成

協
定

の
締

結
中

心
市

と
近

隣
市

町
村

が
１
対

１
で
、

議
会

の
議

決
を
経

て
締

結

①
中

心
市

宣
言

③
定

住
自

立
圏

共
生

ビ
ジ

ョ
ン

の
策

定
圏

域
の

将
来

像
や

推
進

す
る
具

体
的

取
組

を
記

載

近
隣
市
町

村

○
人

口
５
万
人
程
度
以
上

○
昼

夜
間
人
口
比
率
１
以
上

○
原

則
３
大
都
市
圏
外

等

地
方
債

・
地

域
活

性
化

事
業

債
を
充

当
※

（
充

当
率

9
0
％

、
交

付
税

算
入

率
3
0
％

）

※
医

療
・
福

祉
、
産

業
振
興

、
公

共
交

通
の

３
分

野
に
限

る

KP
I：

2
0
2
4
年

1
4
0
圏

域
（
R

5
.4

.1
現

在
1
3
0
圏

域
）

※
4月

1日
時
点
の
数
値

令
和

５
年

５
月

24
日

第
33

次
地

方
制

度
調

査
会

第
14

回
専

門
小

委
員

会
資

料
（
抜

粋
）
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復
旧
・復
興
支
援
技
術
職
員
派
遣
制
度

都
道
府

県
等

○
近
年
、
多
発
す
る
自
然
災
害
へ
の
対
応
や
、
公
共
施
設
の
老
朽
化
を
踏
ま
え
た
適
正
管
理
が
求
め
ら
れ
る
中
で
、
小
規
模

市
町
村
を
中
心
に
技
術
職
員
の
不
足
が
深
刻
化
。

○
さ
ら
に
、
大
規
模
災
害
時
に
お
い
て
、
特
に
、
技
術
職
員
の
中
長
期
派
遣
の
ニ
ー
ズ
が
高
い
状
況
。

都
道
府
県
等
が
技
術
職
員
を
確
保
し
、
平
時
に
技
術
職
員
不
足
の
市
町
村
を
支
援
す
る
と
と
も
に
、
大
規
模
災
害
時
の
中

長
期
派
遣
要
員
を
確
保
す
る
仕
組
み
。 都
道
府
県
等

※
が

市
町
村
支
援
業
務
の
た
め
の
技
術
職
員
を
配
置

（
Ａ
）
技

術
職

員
不

足
の

市
町

村
支

援
（
平

時
）

事
前
登
録
さ
れ
た
技
術
職
員
数
を
基
に
、

地
方
三
団
体
及
び
指
定
都
市
市
長
会
と
と
も
に
派
遣
調

整

（
Ｂ
）
中

長
期

派
遣

要
員

の
確

保
（
大

規
模

災
害

時
）

・
「

市
町
村

支
援
業

務
に

従
事

す
る

技
術
職

員
数
」

・
「

中
長
期

派
遣
可

能
な

技
術

職
員

数
」

の
い

ず
れ

か
小

さ
い
方

の
職

員
数
に

係
る

人
件
費

に
、

地
方

交
付

税
措

置

※
令
和
４
年
度
は
1
5
1
名
分
を
措
置

地
方

交
付

税
措

置

中
長
期
派
遣
対
応

技
術

職
員

（
１,
０
０
０
人
程
度
の
確
保
を
目
指
す
）

事
前

登
録

技
術
職
員
（

土
木
技

師
・

建
築
技
師
・

農
業
土

木
技

師
・
林
業
技

師
）
を

都
道
府
県
等

※
で

確
保

※
市
町
村
間
連
携
と
し

て
、

他
市

町
村

の
支

援
業

務
の

た
め

に
技

術
職

員
を

確
保

・
配

置
す

る
市

町
村

を
含

む

・
R
4
.
4
.
1
現

在
の

登
録

者
数

：
2
4
0
名

→
令
和
２
年
７
月
豪
雨
災
害
の
被
災
地
に

技
術
職

員
2
2
名

を
派

遣
中

・
R
4
.
4
.
1
現

在
で

3
3
7
名

が
従
事
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復
旧
・復
興
支
援
技
術
職
員
派
遣
制
度
の
見
直
し

○
都
道
府
県
等
が
技
術
職
員
を
確
保
し
、
平
時
に
技
術
職
員
不
足
の
市
町
村
を
支
援
す
る
と
と
も
に
、

大
規
模
災
害
時
に
技
術
職
員
の
中
長
期
派
遣
を
行
う
仕
組
み
を
令
和
２
年
度
に
創
設
。

（
参
考
）
中
長
期
派
遣
対
応
可
能
な
技
術
職
員
数
は
、
現
在
２
４
０
名
（
目
標
１
，
０
０
０
名
）

○
令
和
５
年
度
か
ら
、
以
下
の
見
直
し
を
行
い
、
市
町
村
支
援
や
中
長
期
派
遣
の
充
実
を
図
る
。

普
通
交
付
税
措
置
＝

Ａ
人

×
約
６
１
１
万
円
（
令
和
４
年
度
）
※
当
該
職
員
の
確
保
を
連
携
中
枢
都
市
等
が
行
う
場
合
は
、
特
別
交
付
税
措
置

Ａ
：
①
技
術
職
員
増
員
数

②
市
町
村
支
援
に
従
事
す
る
技
術
職
員
数

③
中
長
期
派
遣
可
能
な
技
術
職
員
数

の
い
ず
れ
か
小
さ
い
数

令
和
５
年
度
か
ら
①
の
要
件
を
廃
止

＜
地
方
交
付
税
措
置
の
要
件
の
緩
和
＞

計
画
的
な

技
術
職
員
の
確
保

※
技

術
職

員
：
土
木
技
師
、
建
築
技
師
、
農

業
土

木
技
師

、
林

業
技

師
の

４
職
種

＜
技
術
職
員
確
保
計
画
の
策
定
＞

各
都
道
府
県
に
対
し
て
、
令
和
５
年
度
か
ら
定
年
延
長
が
始
ま
る
こ
と
も
踏
ま
え
、
以
下
の
項
目
を
内
容
と
す
る

「
技
術
職
員
確
保
計
画
」
の
策
定
を
要
請

・
令
和

10
年
度
ま
で
の
技
術
職
員
確
保
の
目
標
（
中
長
期
派
遣
可
能
な
技
術
職
員
数
な
ど
を
含
む
。
）

・
技
術
職
員
確
保
の
具
体
的
な
取
組
（
採
用
強
化
策
、
Ｏ
Ｂ
・
Ｏ
Ｇ
確
保
な
ど
）
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○
対
象
経
費

・
都
道
府
県
（
連
携
中
枢
都
市
等
含
む
）
に
よ
る
市
町
村
支
援
の
た
め
の
デ
ジ
タ
ル
人
材
の
確
保
に
要
す
る
任
期
付

職
員
・
非
常
勤
職
員
等
の
人
件
費
、
民
間
事
業
者
へ
の
委
託
費
等

・
上
記
の
経
費
の
一
部
に
つ
き
市
町
村
の
負
担
金
が
生
じ
る
場
合
の
当
該
負
担
金

○
措
置
額

・
対
象
経
費
に

0.
7 を

乗
じ
た
額

○
対
象
期
間

・
令
和
７
年
度
ま
で
（
「
自
治
体

D
X推

進
計
画
」
の
計
画
期
間
と
同
様
）

地
方
公
共
団
体
の
デ
ジ
タ
ル
人
材
の
確
保
に
係
る
地
方
財
政
措
置

○
都
道
府
県
等
が
デ
ジ
タ
ル
人
材
を
確
保
し
、
市
町
村
に
お
け
る
デ
ジ
タ
ル
化
の
取
組
を
支
援
す
る
場
合
、
そ
の
た
め
の
人

材
確
保
経
費
等
に
対
し
令
和
５
年
度
か
ら
特
別
交
付
税
措
置
を
講
ず
る
。

特
別
交
付
税
措
置
の
概
要

市
町
村
支
援
業
務
の
想
定
事
例

・
D

X・
情
報
化
計
画
等
の
策
定
・
見
直
し
案
の
作
成

・
標
準
化
・
ク
ラ
ウ
ド
化
に
向
け
た
助
言
・
仕
様
調
整

・
デ
ジ
タ
ル
技
術
等
も
活
用
し
た
業
務
見
直
し
（

BP
R
）
、

シ
ス
テ
ム
発
注
支
援

・
デ
ー
タ
利
活
用
に
関
す
る
助
言

・
人
材
育
成
（
研
修
企
画
・
講
師
等
）

・
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
研
修
・
監
査
支
援

等

＜
都

道
府

県
に
よ
る
市
町

村
支
援

（
イ
メ
ー
ジ
）
＞

県

Ｂ
町

Ａ
市

週
２
日
勤
務

週
２
日
勤
務

デ
ジ
タ
ル
人
材
採
用

（職
員
と
し
て
採
用

す
る
場

合
）

県

Ｂ
町

Ａ
市

支
援

デ
ジ
タ
ル
人
材
確
保

（民
間

委
託

に
よ
る
場

合
）

企
業

支
援

委
託
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地
方

公
務

員
の

働
き

方
改

革
の

推
進

１
．

勤
務

環
境

の
整

備
・

改
善

①
長

時
間

労
働
の

是
正

･･
･

時
間

外
勤

務
の

上
限

規
制

を
実

効
的

に
運

用
す

る
た

め
の

取
組

を
推

進
す

る
た

め
の
通
知
や
事

例
集
を
発
出

②
ワ

ー
ク

・
ラ
イ

フ
・

バ
ラ
ン

ス
の

推
進
、
多

様
で

柔
軟
な

働
き

方
の
推

進

･･
･

早
出

遅
出

勤
務

や
フ

レ
ッ

ク
ス

タ
イ

ム
制

の
活

用
、

年
次

有
給

休
暇

の
取

得
促

進
等
に
取
り
組

む
よ
う
通
知
を
発
出

③
男

性
職

員
の
育

児
休

業
等
の

取
得

促
進

･･
･

男
性

職
員

の
育

児
休

業
取

得
率

等
の

数
値

目
標

設
定

や
好

事
例

の
紹

介
な

ど
、

取
得
促
進
に
向

け
通
知
を
発
出

④
テ

レ
ワ

ー
ク
の

推
進

･･
･

未
導

入
団

体
に

対
し

、
特

別
交

付
税

措
置

な
ど

の
各

種
支

援
策

等
を

活
用

し
積

極
的
に
取
り
組

む
よ
う
通
知
を
発
出

⑤
ハ

ラ
ス

メ
ン
ト

防
止

対
策

･･
･

各
種

ハ
ラ

ス
メ

ン
ト

を
防

止
す

る
た

め
に

必
要

な
雇

用
管

理
上

の
措

置
を

速
や

か
に
講
ず
る
よ

う
通
知
を
発
出

２
．

安
全

衛
生

①
職

場
環

境
の
改

善

･･
･

長
時

間
勤

務
者

に
対

す
る

医
師

に
よ

る
面

接
指

導
の

実
施

、
ス

ト
レ

ス
チ

ェ
ッ

ク
の
実
施
・
集

団
分
析
結
果
の
活
用

等

を
推

進
す

る
よ

う
通

知
を

発
出

②
メ

ン
タ

ル
ヘ
ル

ス
対

策
の
着

実
な

実
施

･･
･

メ
ン

タ
ル

ヘ
ル

ス
対

策
に

関
す

る
計

画
等

の
策

定
等

を
通

じ
た

メ
ン

タ
ル

ヘ
ル

ス
対
策
の
着
実

な
実
施
等
に
関
す
る

通
知

を
発

出
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◎
非
現
業
の
地
方

公
務

員
◎

現
業

（
＊
）
の

地
方
公

務
員

4
5
ｈ

8
0
ｈ

1
0
0
ｈ

4
5
ｈ

8
0
ｈ

1
0
0
ｈ

原 則

他
律

部
署

＊
１ ＊

１
他
律
的

業
務
（

業
務

量
、
業

務
の
実

施
時

期
そ
の

他
の
業
務
の
遂
行
に
関
す
る
事
項
を

自
ら
決
定

す
る
こ

と
が

困
難
な

業
務
）

の
比

重
が
高

い
部
署

＊
２

大
規
模

災
害
へ

の
対

処
、
重

要
な
政

策
に

関
す
る

法
律
の
立
案
、
他
国
又
は
国
際
機
関
と
の

重
要
な
交

渉
そ
の

他
の

重
要
な

業
務
で

あ
っ

て
特
に

緊
急
に
処
理
す
る
こ
と
を
要
す
る
も
の

○
月
4
5
ｈ

以
下

○
年
3
6
0
ｈ
以
下

○
月
1
0
0
ｈ
未
満

○
２
～
６
月
平
均
8
0
ｈ
以
下

○
年
7
2
0
ｈ
以
下

○
月
4
5
ｈ
超
は
６
月
ま
で

原 則

＊
３

特
別
条
項
付
き
の
36
協

定
締

結
（
臨
時
的
な
特
別
の
事
情
が
あ
っ
て
労
使
合
意

）
の
場
合

＊
４

人
事
院
規
則
の

よ
う
に
要
因
の
整
理
分
析
等
を
求
め
る
労
働
基
準
法
上
の
規
定
は
な
い

（
総
務
省
か
ら
、
各
団
体
に
お
け
る
要
因
の
整

理
分
析
等
の
実
施
を
依
頼
）

○
月
4
5
ｈ
以

下

○
年
3
6
0
ｈ
以

下

○
月
1
0
0
ｈ
未

満
○
２
～
６
月
平
均
8
0
ｈ
以
下

○
年
7
2
0
ｈ
以

下
○
月
4
5
ｈ
超
は
６
月
ま
で

＊
労

働
基
準
法
別
表
第
１
に
掲
げ
る
事
業
の
職
員

労
働
基
準
法

第
3
3
条
第
３
項

に
よ
り

超
過
勤
務

が
命
令
可

能
。

（
労
働
基
準

法
の

上
限

規
制
は

直
接
適
用

さ
れ
な
い

。
）

→
国
家
公

務
員

の
上

限
規
制

（
人
事
院

規
則
1
5
-
1
4
）
を

踏
ま
え
、

総
務
省

か
ら
、
条

例
、
人

事
委
員
会

規
則
等
の

改
正
を

依
頼
。

労
働
基
準
法

の
上
限
規

制
が
直

接
適
用
さ

れ
、
超
過

勤
務
は

原
則
不
可
。

→
労
働
基

準
法
第
3
6
条
に

基
づ
き

、
労
使
合

意
（
3
6
協
定

の
締
結
・
届

出
）

に
よ
り

超
過
勤
務

が
命
令

可
能
。
違

反
時
の
罰

則
規
定

あ
り

（
第
1
1
9
条
第

１
号

、
６

月
以
下
の

懲
役
又

は
3
0
万
円

以
下
の
罰
金

）
。

×
特
例

業
務

（
＊

２
）
に
従
事
の
場
合

、
適

用
除
外

可
能

→
６

か
月

以
内

に
要

因
の

整
理
分

析
等

同
上

同
上

時
間
外
勤
務

時
間
の
上

限

健
康
確
保
措

置
の
強
化

地
方
公
務

員
に
直

接
適
用
さ

れ
る
労
働

安
全
衛
生

法
に
つ

い
て
は
、
最

低
基
準
と

し
て
遵

守
が
義
務

付
け
ら
れ

る
べ

き
も
の
と
整
理

。
国
家
公

務
員
と

の
均
衡
を

図
る

観
点
か
ら
、

総
務
省

か
ら
は
、

国
家
公
務

員
の
健
康

確
保
措

置
（
人
事
院

規
則
1
0
-
4
）
を
踏
ま

え
、
関

係
規
定
や

体
制
の

整
備
等
を
依

頼
。

→
面
接
指

導
の
強

化
（
対
象

と
な
る
超

過
勤
務
は

、
①
月

1
0
0
ｈ
以
上

②
２
～
６

月
平
均
8
0
ｈ

超
③
月
8
0
ｈ
超
か

つ
本
人
の
申
出

）
（
①
・

②
は
人

事
院
規
則

の
規
定
）

→
職
員
の

超
過
勤

務
時
間
の

適
切
な
把

握
→

産
業
医

の
機
能

強
化
等

※
労
働
基

準
監
督
機

関
の
職

権
は
、
一

定
の
現
業

（
注
）
に
従
事
す
る

職
員
の
場

合
を
除

き
、
人
事

委
員
会
又

は
そ
の

委
任
を
受
け

た
人
事
委

員
会
の

委
員

（
人
事

委
員
会
を

置
か
な

い
地
方
公

共
団
体
に

お
い
て

は
、
地
方
公

共
団
体
の

長
）
が

行
う
（
地

方
公
務
員

法
第
5
8
条
第
５
項
）

。
注

労
働

基
準

法
別

表
第
１

第
１

号
か

ら
第

10
号

ま
で

及
び
第

1
3号

か
ら

第
15
号

に
掲

げ
る

事
業

（
製

造
業

、
鉱

業
、

土
木

・
建

築
、

交
通

、
港

湾
、

農
林

、
牧

畜
・

水
産
、
商
業
、
金
融
・

広
告
、
映
画
・
演
劇
、
保
健
・

衛
生
、
娯
楽
・
接
客
、
清
掃
・

と
畜
）

×
災
害

等
に

よ
る

臨
時

の
必

要
が
あ

る
場

合
に

限
り

、

事
前

許
可

・
事

後
届

出
で

勤
務
命

令
可

能
（

＊
４

）

特
別

条
項

＊
3

労
使

合
意

（
3
6
協

定
の

締
結

・
届
出

）

地
方
公

務
員

の
時

間
外

勤
務

の
上

限
規

制
制
度

等
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時
間
外
勤
務
時
間
の

上
限

規
制

及
び

健
康

確
保

措
置
の
適

正
な
運

用

原
則

：
使

用
者

の
現
認

ま
た
は

タ
イ
ム
カ
ー
ド
の
記
録

等
の
客

観
的

な
記
録
を
基
礎

と
し
た
確

認
、
記

録

例
外

：
職

員
か

ら
の
自
己
申
告
に
よ
り
把

握
（
た
だ
し
、
職

員
・
勤

務
管

理
者

へ
の

十
分
な
説

明
、
適
切

な
事
後

確
認

等
の

措
置
を
講
じ
る
こ
と
等
が

必
要

）

・
定

め
ら
れ

た
上

限
時
間
を
超
え
た
時

間
外

勤
務
は

原
則

命
令

不
可

・
上

限
時

間
を
超

え
た
時
間

外
勤

務
が

命
令
可

能
と
な
る
の

は
、
以
下

の
場

合
の

み

非
現

業
の

公
務
員

：
特
例
業
務
（
重
要
な
業

務
で
特

に
緊

急
に
処
理
す
る
こ
と
を
要
す
る
も
の
）
に
従

事
の

場
合

⇒
た
だ
し
、
範
囲
は
必

要
最

小
限

と
し
な
け
れ
ば

な
ら
ず

、
職

員
に
対

し
て
特

例
時

間
外

勤
務

で
あ
る
こ
と
の
通

知
を
行
う
必

要
あ
り
。

現
業

の
公

務
員

：
災
害
等
に
よ
る
臨
時
の
必

要
が

あ
る
場

合

⇒
労
働
基
準
監
督
機
関

に
対
す
る
事

前
許

可
又

は
速

や
か

な
事
後

届
出
を
行
う
必
要

あ
り
。

原
則

：
使

用
者

の
現
認

ま
た
は

タ
イ
ム
カ
ー
ド
の
記
録

等
の
客

観
的

な
記
録
を
基
礎

と
し
た
確

認
、
記

録

例
外

：
職

員
か

ら
の
自
己
申
告
に
よ
り
把

握
（
た
だ
し
、
職

員
・
勤

務
管

理
者

へ
の

十
分
な
説

明
、
適
切

な
事
後

確
認

等
の

措
置
を
講
じ
る
こ
と
等
が

必
要

）

・
定

め
ら
れ

た
上
限
時
間
を
超
え
た
時

間
外

勤
務
は

原
則

命
令

不
可

・
上

限
時

間
を
超

え
た
時
間

外
勤

務
が

命
令
可

能
と
な
る
の

は
、
以
下

の
場

合
の

み

非
現

業
の

公
務

員
：

特
例
業
務
（
重
要
な
業

務
で
特

に
緊

急
に
処
理
す
る
こ
と
を
要
す
る
も
の
）
に
従

事
の

場
合

⇒
た
だ
し
、
範
囲
は
必

要
最

小
限

と
し
な
け
れ
ば

な
ら
ず

、
職

員
に
対

し
て
特

例
時

間
外

勤
務

で
あ
る
こ
と
の
通

知
を
行
う
必

要
あ
り
。

現
業

の
公

務
員

：
災
害
等
に
よ
る
臨
時
の
必

要
が

あ
る
場

合

⇒
労
働
基
準
監
督
機
関

に
対
す
る
事

前
許

可
又

は
速

や
か

な
事
後

届
出
を
行
う
必
要

あ
り
。

①
適
切
な
勤
務
時

間
の

把
握

と
上

限
規

制
の
遵
守

長
時

間
勤

務
を
命

令
せ

ざ
る
を
得

な
い
場

合
は

以
下

の
取

組
を
実

施

☑
客

観
的

な
方
法
に
よ
る
勤
務

時
間
の

把
握

（
⇒

「
労

働
時

間
の
適
正

な
把

握
の

た
め
に
使
用

者
が
講

ず
べ

き
措
置

に
関

す
る
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
」
参
照

）

☑
上

限
時

間
の
設

定
の

手
続

（
他
律

的
業
務
の

比
重
が

高
い
部
署

の
指
定
や

3
6
協

定
の
締
結

）
は
、
あ
ら
か
じ
め
有
効
に
実
施
し
、
職
員
に
周
知
さ
れ

て
い
る
必
要

☑
把

握
し
た
労
働
者
の

労
働
時
間

に
基

づ
き
、
事
業
主
が

面
接
指
導

の
対
象
者

を
特
定

☑
要

因
の

整
理
・
分

析
・
検
証
を
踏
ま
え
、
業
務
量

の
削
減
や

業
務
の

効
率
化
、
人
員

の
適
正
配

置
等
の

時
間
外
勤

務
縮
減
に
向
け
た
適
切
な
対

策
を
実
施

。

☑
記

録
を
活

用
し
、
適
切
に
情
報
を
収

集
し
た
上
で
、
時
間

外
勤
務
の

要
因
の
整

理
・
分

析
・
検

証
を
実
施
。

☑
部

署
、
氏

名
、
期

間
・
時

間
数
、
業
務
概

要
、
回
避
で
き
な
か
っ
た
理

由
等
の
記

録
を
作
成
。

☑
面

接
指

導
を
実
施
し
、
産
業

医
か
ら
実
施

結
果
の

記
録
及
び
必
要

な
措
置
を
聴

取

③
時
間
外
勤
務

に
係

る
要

因
の
整

理
分
析

及
び
事
後
措
置
の
実
施

⇒
産

業
医

へ
の

該
当

者
の

情
報

提
供

（
勧

奨
を
実

施
）
。
本

人
に
通

知
。

⇒
産
業

医
の

意
見

を
勘

案
し
、
必

要
な
就
業

上
の

措
置

を
実

施
。

※
時

間
外

勤
務
時

間
算
定

の
期

日
前
１
箇
月
以

内
に
面
接
指
導
を
受
け
た
職
員
な
ど
、
医
師
が
面
接
指
導
を
受
け
る
必
要
が
な
い
と
判
断
し
た
場
合

(*
)以

外
は
、
面
接
指
導
の
実
施

が
必
要

（
*
こ
の

よ
う
に
判

断
で
き
る
の
は

、
時

間
外

勤
務

が
２
～
６
月
平

均
8
0
h超

の
場
合

及
び
月
8
0
h超

か
つ
本

人
の

申
出
が

あ
っ
た
場

合
）

②
長
時
間

勤
務

者
に
対

す
る
健
康
確
保
措
置

☑
把

握
し
た
労
働
者
の

労
働
時
間

に
基

づ
き
、
事
業
主
が

面
接
指
導

の
対
象
者

を
特
定

☑
面

接
指

導
を
実
施
し
、
産
業

医
か
ら
実
施

結
果
の

記
録
及
び
必
要

な
措
置
を
聴

取
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地
方
公

務
員

の
時

間
外

勤
務

の
状

況
(
1
)

■
時
間
外
勤

務
の
時
間
数
の
状
況

（
全
体
、
過
年
度
と
の
比
較
）

➢
職
員
１
人

当
た
り
の

時
間
外

勤
務

時
間

は
、
全
団

体
で
年
間

14
8.

2時
間

と
な
っ
て
お
り
、

前
年
度
比

で
15

.4
時

間
増

加
し
て
い
る
。

出
典

：
令

和
３
年

度
地
方
公
共
団
体
の

勤
務
条

件
等
に
関
す
る
調

査
結
果

令
和
元
年
度

令
和
２
年
度

令
和
３
年
度

R
2
→
R
3

増
減

（
時
間
/
月
）

R
2
→
R
3

増
減

（
時
間
/
年
）

時
間
/
月

時
間
/
年

時
間

/
月

時
間

/
年

時
間

/
月

時
間

/
年

全
体

1
1
.
9
 

1
4
2
.
3
 

1
1
.
1
 

1
3
2
.
8
 

1
2
.
4

1
4
8
.
2

1
.
3

1
5
.
4

都
道
府

県
1
3
.
1
 

1
5
7
.
0
 

1
3
.
3
 

1
6
0
.
0
 

1
4
.
5

1
7
3
.
6

1
.
2

1
3
.
6

指
定
都

市
1
2
.
5
 

1
4
9
.
7
 

1
1
.
8
 

1
4
1
.
8
 

1
3
.
1

1
5
7
.
5

1
.
3

1
5
.
7

市
区
町

村
1
1
.
2
 

1
3
4
.
5
 

9
.
9
 

1
1
9
.
3
 

1
1
.
3

1
3
5
.
4

1
.
4

1
6
.
1

〇
超
過
勤
務

（
所
定
外
労
働
時
間
）
の
状
況
（参

考
）

国
家
公
務
員

２
１
７
時
間

（
令
和
３
年
・
年
間
）

民
間
労
働
者

１
３
９
時
間

(令
和
３
年
・
年
間
・
事
業
所
規
模

30
人
以
上
）
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地
方
公

務
員

の
時

間
外

勤
務

の
状

況
(
2
)

■
時
間
外
勤
務

の
時

間
数

が
月

45
時

間
を
超

え
る
職

員
の

状
況

（
全

体
、
昨

年
度

と
の
比

較
）

〇
月

45
時

間
超

の
職
員
の
割
合
は
全
体
で

5.
6％

（
前

年
度

比
＋

0.
8％

）
と
な
っ
て
お
り
、
い
ず
れ
の

団
体

区
分

に
お
い
て
も
前
年
度
に
比
べ
て
増
加
し
て
い
る
。

〇
月

10
0時

間
超
の
職
員
の
割
合
は
全
体
で

0.
5％

（
前
年
度

比
＋

0.
1％

）
と
な
っ
て
お
り
、
い
ず
れ
の

団
体

区
分

に
お
い
て
も
前
年
度
に
比
べ
て
増
加

し
て
い
る
。

出
典

：
令

和
３
年

度
地

方
公
共
団
体
の

勤
務
条

件
等
に
関
す
る
調

査
結
果

令
和
２
年
度

令
和

３
年

度
R
２
→
R
３

増
減

調
査
対
象

延
べ
人
数

（
年
間
）

4
5
時
間
超

調
査

対
象

延
べ

人
数

（
年

間
）

4
5
時

間
超

4
5
時
間
超

4
5
時

間
超

1
0
0時

間
未

満

1
0
0時

間
以

上

4
5
時

間
超

1
0
0時

間
未

満

1
0
0時

間
以

上

4
5
時
間
超

1
0
0時

間
未

満

1
0
0時

間
以

上

全
体

1
3
,
0
2
3
,
2
36
 

6
2
4
,
8
5
9
 

5
7
5
,
0
36
 

4
9
,
8
2
3 

1
2
,
6
6
3
,
25
2

7
1
3
,
5
9
1

6
4
5
,4
6
1
 

6
8
,
1
3
0

8
8
,
7
3
2

7
0
,
4
2
5

1
8
,
3
07

(
1
0
0
.
0
%
)

(
4
.
8
%
)

(
4
.
4
%
)

(
0
.
4
%
)

(
1
0
0
.
0
%
)

(
5
.
6
%
)

(
5
.
1
%
)

(
0
.
5
%
)

0
.
8

0
.
7

0
.
1

都
道

府
県

3
,
2
7
2
,
9
3
3 

2
0
9
,
7
2
7
 

1
9
0
,
7
17
 

1
9
,
0
1
0 

3
,
1
7
5
,
4
53

2
3
3
,
8
9
7

2
0
9
,
84
2

2
4
,
0
55

2
4
,
1
7
0

1
9
,
1
2
5

5
,
0
4
5

(
1
0
0
.
0
%
)

(
6
.
4
%
)

(
5
.
8
%
)

(
0
.
6
%
)

(
1
0
0
.
0
%
)

(
7
.
4
%
)

(
6
.
6
%
)

(
0
.
8
%
)

1
.
0

0
.
8

0
.
2

指
定

都
市

1
,
9
1
1
,
3
8
0 

9
7
,
7
3
5
 

9
0
,
6
9
0 

7
,
0
4
5
 
1
,
8
5
8
,
8
4
8

1
1
0
,
3
3
8

1
0
0
,
78
4

9
,
5
5
4

1
2
,
6
03

1
0
,
0
9
4

2
,
5
0
9

(
1
0
0
.
0
%
)

(
5
.
1
%
)

(
4
.
7
%
)

(
0
.
4
%
)

(
1
0
0
.
0
%
)

(
5
.
9
%
)

(
5
.
4
%
)

(
0
.
5
%
)

0
.
8

0
.
7

0
.
1

市
区

町
村

7
,
8
3
8
,
9
2
3 

3
1
7
,
3
9
7
 

2
9
3
,
6
29
 

2
3
,
7
6
8 

7
,
6
2
8
,
9
5
1

3
6
9
,
3
5
6

3
3
4
,
83
5

3
4
,
5
21

5
1
,
9
59

4
1
,
2
0
6

1
0
,
7
53

(
1
0
0
.
0
%
)

(
4
.
0
%
)

(
3
.
7
%
)

(
0
.
3
%
)

(
1
0
0
.
0
%
)

(
4
.
8
%
)

(
4
.
4
%
)

(
0
.
5
%
)

0
.
8

0
.
7

0
.
2
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時
間

外
勤

務
縮

減
の

取
組

（
横

浜
市

）
地
方
公
共
団
体
に
お
け
る
時
間
外
勤
務
縮
減

に
向
け
た
要
因
の
整
理
・
分
析
・
検
証
等
に

関
す
る
事
例
集
（

R
4.

12
) （

抜
粋
）
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時
間
外

勤
務

縮
減

の
取

組
（

神
奈

川
県

座
間
市
）

地
方
公
共
団
体
に
お
け
る
時
間
外
勤
務
縮
減

に
向
け
た
要
因
の
整
理
・
分
析
・
検
証
等
に

関
す
る
事
例
集
（

R
4.

12
) （

抜
粋
）
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早
出
遅
出
勤

務
・

フ
レ

ッ
ク

ス
タ

イ
ム

制
度

の
導

入
状
況

出
典

：
令

和
３
年

度
地

方
公

共
団
体

の
勤
務

条
件

等
に
関

す
る
調

査
結
果

○
育
児
・
介
護
の
た
め
の
早
出
遅
出
勤

務
の

導
入

は
市

区
町

村
で

は
6
8
.
9
％

（
全

体
で
69
.
8
％
）
と
高
水
準
。
そ
の
他
の
目
的

の
早
出
遅
出
勤
務
制
度
は
、
特
に
市
町

村
で

低
水

準
と

な
っ

て
い

る
傾

向
に
あ

る
。

○
フ
レ
ッ
ク
ス
タ
イ
ム
制
度
は
、
近
年

増
加

傾
向

で
あ

る
が

、
市

区
町

村
で
は
4
.
4
％

（
全
体
で

5
.
1
％
）
と
低
水
準
に
あ
る
。

＜
早

出
遅

出
・
フ
レ
ッ
ク
ス
タ
イ
ム
制

度
の

導
入

状
況
＞

業
務
上

通
勤
混
雑

緩
和

疲
労
蓄
積

防
止

修
学
等

障
害
の

特
性
等

育
児
・

介
護

3
4

3
9

2
4

2
4

2
9

4
5

1
5

(
72
.3
%)

(
83
.0
%)

(
51
.1
%)

(
51
.1
%)

(
61
.7
%)

(
95
.7
%)

(
31
.9

%)
1
7

1
2

1
0

7
1
0

1
7

2

(
85
.0
%)

(
60
.0
%)

(
50
.0
%)

(
35
.0
%)

(
50
.0
%)

(
85
.0
%)

(
10
.0
%)

7
5
9

2
4
5

1
2
2

7
6

1
1
8

1
,
1
8
6

7
5

(
44
.1
%)

(
14
.2
%)

(
7.
1%
)

(
4.
4%
)

(
6.
9%

)
(
68
.9
%)

(
4.
4%

)
8
1
0

2
9
6

1
5
6

1
0
7

1
5
7

1
,
2
4
8

9
2

(
45
.3
%)

(
16
.6
%)

(
8.
7%
)

(
6.
0%
)

(
8.
8%
)

(
69
.8
%)

(
5.
1%
)

全
体

区
分

早
出
遅
出
勤
務
の
事
由

フ
レ

ッ
ク

ス
タ

イ
ム

制
度

都
道

府
県

指
定

都
市

市
区

町
村
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フ
レ
ッ
ク

ス
タ

イ
ム

制
度

の
導

入
（

奈
良

県
）

奈
良
県
に
お
け
る
フ
レ
ッ
ク
ス
制
度

「
人
事
院
規
則
１
５
－
１
４
（
職
員
の

勤
務
時
間
､休

日
及
び
休
暇
）
の
一
部
改

正
等
に
つ
い
て
（
令
和
５
年
１
月
2
0
日

総
行
公
第
６
号
）
」
別
添
３
－
１
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フ
レ
ッ
ク

ス
タ

イ
ム

制
度

の
導

入
（

鳥
取

県
）

鳥
取
県
に
お
け
る
フ
レ
ッ
ク
ス
制
度

「
人
事
院
規
則
１
５
－
１
４
（
職
員
の

勤
務
時
間
､休

日
及
び
休
暇
）
の
一
部
改

正
等
に
つ
い
て
（
令
和
５
年
１
月
2
0
日

総
行
公
第
６
号
）
」
別
添
３
－
２
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地
方
公
共

団
体

に
お

け
る

テ
レ

ワ
ー

ク
の

推
進

導
入
を
検
討

導
入
予
定
な
し
・

未
定

47
（

47
）

0（
0）

10
0％

（
10

0％
）

0％
（

0％
）

20
（

20
）

0（
0）

10
0％

（
10

0％
）

0％
（

0％
）

1,0
83

（
84

9）
63

8（
87

2）
96

54
2

62
.9％

（
49

.3
％
）

37
.1％

（
50

.7
％
）

5.6
%

31
.5%

49
1（

43
2）

73
（
12
4）

25
48

87
.1
%（

77
.7
％
）

12
.9
%（

22
.3
％
）

4.
4%

8.
5%

42
6（

31
0）

25
4（

36
2）

45
20
9

62
.6
%（

46
.1
％
）

37
.4
%（

53
.9
％
）

6.
6%

30
.7
%

16
6（

10
7）

31
1（

38
6）

26
28
5

34
.8
%（

21
.7
％
）

65
.2
%（

78
.3
％
）

5.
5%

59
.7
%

1,1
50

（
91

6）
63

8（
87

2）
96

54
2

64
.3%

（
51

.2
％
）

35
.7%

（
48

.8
％
）

5.4
%

30
.3%

導
入

未
導
入

　
10
0名

以
下
　

合
計
［
1,
78
8］

都
道
府
県
［
47
］

指
定
都
市
［
20
］

市
区
町
村
［
1,
72
1］

　
30
1名

以
上
　
 

　
10
1名

以
上

　
30
0名

以
下

［
56
4］

［
68
0］

［
47
7］

テ
レ
ワ
ー
ク
導
入

に
つ
い
て
専
門
家

（
テ
レ
ワ
ー
ク
マ

ネ
ー
ジ
ャ
ー
）
が

無
料
で
ア
ド
バ
イ
ス

を
実
施

(
※

令
和
４
年
度
よ

り
厚
生
労
働
省

の
関
連
事
業
と

一
体
的
に
運
用

)

総
務

省
の

支
援
策

情
報

提
供

地
方
公
共
団
体
に

お
け
る
テ
レ
ワ
ー
ク

推
進
の
た
め
の
手
引

き
や
市
町
村
に
お
け

る
テ
レ
ワ
ー
ク
導
入

事
例
集
を
作
成
・
配

布

地
方
公
共
団
体
に

お
け
る
職
員
向
け
テ

レ
ワ
ー
ク
の
導
入
に

係
る
経
費
に
つ
い
て
、

特
別
交
付
税
措
置
を

実
施

（
措
置
率
:
0
.
5
）

財
政
支
援

人
的
支
援

テ
レ
ワ
ー
ク
導
入
の
意

義

○
地

方
公

共
団
体

に
お

け
る
テ

レ
ワ
ー

ク
の

導
入

状
況

（
令

和
４
年
1
0月

１
日

現
在

）
は
、

都
道

府
県
及

び
指

定
都
市

で
は

全
団
体

で
導

入
さ

れ
て
い

る
が
、

市
区

町
村

で
は

1,
0
83
団

体
（

62
.
9%
）

と
、

前
年

同
時
期

（
84

9団
体
(4

9.
3%

)）

か
ら

着
実

に
増

加
し

て
い
る

も
の

の
、
約

４
割
の

団
体
が

未
導
入

。

特
に
、
小

規
模

の
市

町
村
に

お
い

て
導
入

を
進
め

る
こ
と

が
課
題

。

①
職
員
一

人
ひ

と
り
が

多
様
な
働
き
方
を
実
現
で
き

る
「
働

き
方

改
革
」

の
切

り
札

②
業
務
の

効
率

化
が
図

ら
れ
る
こ
と
で
行
政
サ
ー
ビ

ス
の
向

上
に

も
効
果

③
災
害
時

や
感

染
症
の

流
行
時
に
お
け
る
行
政
機
能

維
持
の

た
め

の
有
効

な
手

段

※
上
段
は
団
体
数

、
下

段
は
割

合
※
 （

）
内
は
前

回
調

査
（
令

和
3年

10
月

1日
現
在

）
の
数

値
※
 「

導
入
」
に
は
「
試

験
的
・

実
験
的

に
導
入

」
を
含

む
。

※
 「

市
区
町
村
」
は
、

一
般
行

政
職
員

数
別
に

分
類
し

内
訳

を
表
示

テ
レ
ワ
ー
ク
の
導
入
状

況

・
情
報
セ
キ
ュ
リ

テ
ィ
の
確
保
に
不
安
が
あ
る

(
7
4.
9％

)

・
多
く
の
職
員
が

テ
レ
ワ
ー
ク
に
な
じ
ま
な
い
窓
口
業
務
等
に
従
事
し
て
い
る

(7
4
.
8％

)
・

テ
レ
ワ
ー
ク
導

入
の
た
め
に
コ
ス
ト
が
か
か
る

(6
7
.4
％
)

・
電
子
決
裁
が
で

き
な
い

(
6
6.
0％

)

・
紙
資
料
の
電
子

化
が
進
ん
で
い
な
い

(5
6
.6
％
)

＜
導
入
し
て
い
な
い
理
由

(上
位
５
項
目

)＞
※
複
数
回
答
可

＜
導

入
状

況
＞

（
令

和
４

年
1
0
月

１
日

現
在

）
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テ
レ
ワ

ー
ク

の
導

入
（

北
海

道
登

別
市
）

市
町
村
に
お
け
る
テ
レ
ワ
ー
ク

導
入
事
例
集
（

R
5.

4)
 （

抜
粋
）

108



テ
レ
ワ

ー
ク

の
導

入
（

長
野

県
箕

輪
町
）

市
町
村
に
お
け
る
テ
レ
ワ
ー
ク

導
入
事
例
集
（

R
5.

4)
 （

抜
粋
）
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男
性

職
員

の
育

児
休

業
取

得
促

進
に

つ
い

て

2.
0 

2.
8 

3.
1 

5.
5 

8.
2 

10
.0

 
12

.4
 16

.4
 29

.0
 

34
.0

 

0510152025303540 （
％
）

出
典
：
国
家
公
務
員
の
育
児
休

業
等

の
取

得
状

況
の

フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ

（
令
和
４
年
１
２
月

６
日

内
閣

官
房

内
閣

人
事

局
）

1.
9

2.
0

2.
2

2.
9

3.
6

4.
4

5.
6

8.
0

13
.219

.5
 

0510152025303540

H
24

年
度

25
26

27
28

29
30

R
1

R
2

R
3

（
%
）

○
共
働
き
世
帯
が
増
加
す
る
中
で
、
男
性
の
育
児
参
加
の
促
進
が
喫
緊
か
つ
重
要
な
課
題

○
男
性
が
ま
と
ま
っ
た
期
間
、
育
児
の
た
め
の
休
暇
等
（
配
偶
者
出
産
休
暇
な
ど
）
を
取
得
す
る
こ
と
は
、

・
本
人
に
と
っ
て
、
今
後
も
長
く
続
く
子
育
て
に
能
動
的
に
関
わ
る
契
機
と
な
る
だ
け
で
な
く
、

・
事
業
主
（
団
体
）
に
と
っ
て
も
、

➤
働
き
方
改
革
、
性
別
に
よ
る
固
定
的
役
割
分
担
意
識
の
打
破

➤
子
育
て
等
に
理
解
の
あ
る
職
場
風
土
の
形
成
や
、
妊
娠
・
出
産
を
控
え
る
職
員
へ
の
理
解
が
広
が
り
、
ひ
い
て
は
、

マ
タ
ニ
テ
ィ
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
等
の
減
少
に
も
資
す
る
。

■
男
性
が
一
定
期
間
、
育
児
等
の
た
め
の
休
暇
等
を
取
得
す
る
こ
と
の
意
義

（
１
）
国
家
公
務
員
（
常
勤
職
員
・
男
性
）
の
育
児
休
業
取
得
率

（
２
）
地
方
公
務
員
（
常
勤
職
員
・
男
性
）
の
育
児
休
業
取
得
率

第
4次

男
女
共

同
参

画
計

画
に
定

め
る

成
果

目
標

：
13
％

（
令

和
2年

）

第
5次

男
女

共
同

参
画

計
画

に
定
め
る

成
果

目
標

：
30
％

（
令

和
7年

）

第
4次

男
女
共
同
参
画
計
画
に
定

め
る

成
果
目
標
：

13
％
（
令
和

2年
）

第
5次

男
女

共
同

参
画

計
画

に
定

め
る

成
果

目
標

：
30
％

（
令

和
7年

）

出
典
：
令
和
３
年
度
地
方
公
共
団
体
の
勤
務
条
件

等
に
関
す

る
調

査
結
果
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仕
事
と

家
庭

の
両

立
支

援
（

鹿
児

島
県
）

第
９
回
研
究
会
（

R
5.

2.
27

）
鹿
児
島
県
プ
レ
ゼ
ン
資
料
（
抜
粋
）

111



仕
事

と
家

庭
の

両
立

支
援

（
佐

賀
県

）
第

11
回
研
究
会
（

R
5.

5.
12

）
佐
賀
県
プ
レ
ゼ
ン
資
料
（
抜
粋
）

112



出
典
：
令
和
３
年
度
地
方
公
共
団
体
の

勤
務
条
件
等
に
関
す
る
調
査
結
果

健
康

確
保

措
置

の
実

効
的

な
運

用
に

つ
い

て

0.
0%

10
.0

%
20

.0
%

30
.0

%
40

.0
%

50
.0

%
60

.0
%

70
.0

%
80

.0
%

業
務
配
分
の

見
直
し

人
員
体
制
・
組
織

の
見
直
し

管
理
監
督
者
向
け

研
修
の
実
施

衛
生
委
員
会
で
の

審
議

そ
の
他

都
道
府
県

指
定
都
市

市
区

町
村

一
部
事
務
組
合
等

《
ス
ト
レ
ス
チ
ェ
ッ
ク
実
施
後
の
集
団
分
析
結
果
の
活
用
状
況
（
令
和
３
年
度
）
※
複
数
回
答
》

①
ス
ト
レ
ス
チ
ェ
ッ
ク

（
心
理
的
な
負
担
の
程

度
を

把
握

す
る

た
め

の
検

査
）

の
実

施

②
長

時
間
勤
務
者
に
対
す
る
医
師
に
よ
る
面
接

指
導

の
着

実
な

実
施


出
先
機
関
の
職
員
は
、オ
ン
ライ
ン
会
議
シ
ス
テ

ム
を
活
用
して
、リ
モ
ー
トに
よ
る
面
接
指
導
を
実

施
。


対
象
者
との
問
診
票
の
や
りと
りも
、医

師
の
面

接
指
導
へ
円
滑
に
繋
が
る
よ
うに
、事

前
に
メー
ル

に
て
実
施
。

■
オ
ン
ラ
イ
ン
会
議
シ
ス
テ
ム
の
活
用
【
大
阪
府
】


パ
ソ
コン
立
ち
上
げ
時
の
画
面
に
ポ
ップ
ア
ップ
とし
て
、

産
業
医
の
資
格
を
持
つ
相
談
員
との
面
接
制
度

（
面
接
時
間
や
制
度
の
利
用
方
法
等
）
が
表
示
さ

れ
る
よ
うに
変
更
し、
常
日
頃
か
ら職

員
の
目
に
留
ま

る
よ
う、
制
度
を
周
知
。

■
庁
内

LA
N
等
を
活
用
し
た
長
時
間
労
働
に
よ
る
健
康
障
害
防
止
へ
の
意
識
啓
発
【
愛
知
県
小
牧
市
】


PC
ポッ
プア
ッ

プイ
メー
ジ


長
時
間
勤
務
等
に
よ
る
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
不
調
の
発
生
や
悪
化
を
防
止
す
る
た
め
、ス
ト
レ
ス
チ
ェッ
ク
結
果
を
集
団
ご
とに
集
計
・分
析
し
、

そ
の
集
団
分
析
結
果
を
職
場
環
境
の
改
善
に
積
極
的
に
活
用
す
る
こと
が
重
要


長
時
間
勤
務
に
よ
り心

身
の
健
康
が
損
な
わ
れ
る
リス
ク
が
高
い
状
況
に
あ
る
職
員
を
見
逃
さ
な
い
よ
うに
す
る
た
め
、医

師
に
よ
る
面
接
指

導
等
の
必
要
な
措
置
を
確
実
に
実
施
す
る
こと
が
重
要

《
地
方
公
共
団
体
に
お
け
る
医
師
に
よ
る
面
接
指
導
の
実
施
率
向
上
に
向
け
た
取
組
》

出
典

：
地
方
公
共
団
体

に
お
け
る
時
間
外
勤
務
の
上
限
規
制
及
び
健
康
確
保
措
置
を
実
効
的
に
運
用
す
る
た
め
の
取
組
の
推
進
に
つ
い
て
（
通
知
）

（
令
和
４
年
1
2
月
2
6
日
総
行
公
第
1
5
4号

・
総
行
安
第
5
1
号
）
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◎
：
主
た
る
実
施
者
、○

：
実
施
者
／
関
与
者

全
庁
的
な
取
組
体
制
に

よ
る

メ
ン

タ
ル

ヘ
ル

ス
対

策
の

継
続
的
・

計
画
的

な
実
施

出
典
：
令
和
４

年
度

総
合

的
な
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
対
策
に
関
す
る
研
究
会
報
告
書
（
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
対
策
に
関
す
る
計
画
（
例
）
）

《メ
ン
タル
ヘ
ル
ス
対
策
の
推
進
体
制
（
イメ
ー
ジ
）
》

《予
防
段
階
別
の
４
つ
の
ケ
ア
の
具
体
的
な
取
組
とそ
の
実
施
者
》


メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
不
調
の
要
因
は
様
々
で
あ
り、
そ
の
対
策
は
多
岐
に
わ
た
る
た
め
、組

織
の
ト
ップ
で
あ
る
知
事
・市
町
村
長
の
リー
ダ
ー
シ
ップ

の
下
、人

事
担
当
部
局
の
み
な
ら
ず
各
部
局
、職

場
内
外
の
医
師
、保

健
ス
タ
ッフ
等
が
連
携
し
た
全
庁
的
な
体
制
を
確
保
し
、メ
ン
タ
ル
ヘ
ル

ス
不
調
の
予
防
か
ら
再
発
防
止
ま
で
の
各
段
階
に
応
じ
て
、継

続
的
か
つ
計
画
的
に
取
り組

む
こと
が
重
要
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各
種
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
防

止
の

た
め

事
業

主
（

地
方

公
共

団
体
）
が

講
ず
べ

き
措
置

１
.事

業
主

の
方

針
の

明
確

化
及

び
そ
の

周
知
・
啓
発

２
.相

談
（
苦
情
を
含

む
）
に
応

じ
、
適

切
に
対

応
す
る
た
め
に
必
要
な
体
制
の
整

備

３
.職

場
に
お
け
る
ハ

ラ
ス
メ
ン
ト
に
係

る
事
後
の
迅
速

か
つ
適
切

な
対
応

４
.１

～
３
ま
で
の
措

置
と
併

せ
て
講

ず
べ

き
措
置

⑴
職
場
に
お
け
る
ハ

ラ
ス
メ
ン
ト
の

内
容

・
ハ

ラ
ス
メ
ン
ト
が

あ
っ
て
は

な
ら
な
い
旨

の
方

針
を
明

確
化

し
、

管
理
・
監
督
者

を
含

む
労

働
者

に
周

知
・
啓

発
す
る
こ
と
。

⑵
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
の

行
為

者
に
つ
い
て
は

、
厳

正
に
対

処
す
る
旨

の
方

針
・
対

処
の

内
容

を
就

業
規

則
等

の
文
書
に
規

定
し
、
管

理
・
監

督
者

を
含

む
労

働
者

に
周

知
・
啓

発
す
る
こ
と
。

⑶
相
談
窓
口
を
あ
ら
か

じ
め
定

め
る
こ
と
。

⑷
相
談
窓
口
担
当

者
が

、
内

容
や

状
況

に
応

じ
適

切
に
対

応
で
き
る
よ
う
に
す
る
こ
と
。
ま
た
、
広

く
相

談
に
対
応
す
る
こ
と
。

⑸
事
実
関
係
を
迅

速
か

つ
正

確
に
確

認
す
る
こ
と
。

⑹
事
実
確
認
が
で
き
た
場

合
に
は

、
速

や
か

に
被

害
者

に
対

す
る
配

慮
の

措
置

を
適

正
に
行

う
こ
と
。

⑽
相
談
し
た
こ
と
、
事

実
関

係
の

確
認

に
協

力
し
た
こ
と
等

を
理

由
と
し
て
不

利
益

な
取

扱
い
を
行

っ
て
は

な
ら
な
い
旨
を
定

め
、
労

働
者

に
周

知
・
啓

発
す
る
こ
と
。

⑼
相
談
者
・
行
為

者
等

の
プ
ラ
イ
バ

シ
ー
を
保

護
す
る
た
め
に
必

要
な
措

置
を
講

じ
、
周

知
す
る
こ
と
。

⑻
再
発
防
止
に
向

け
た
措

置
を
講

ず
る
こ
と
。
（
事

実
が

確
認

で
き
な
か

っ
た
場

合
も
同

様
）

⑺
事
実
確
認
が
で
き
た
場

合
に
は

、
行

為
者

に
対

す
る
措

置
を
適

正
に
行

う
こ
と
。

※
マ
タ
ニ
テ
ィ
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
対
策
で
は
「業

務
体
制
の
整
備
な
ど
、
事
業
主
や
妊
娠
等
し
た
労
働
者
そ
の
他
の
労
働
者
の

実
情

に
応

じ
、
必
要
な
措
置
を
講
ず
る
こ
と
。
」
も
講
ず
べ
き
措
置
に
含
ま
れ
る

追
加
的
な
対
応
内
容

（
国

（
人
事
院
規
則
等
）
の

取
組

）

①
自

ら
の

雇
用

す
る
労

働
者

以
外

の
者
に

対
す
る
言

動
に
関

す
る
取
組

（
他

の
事

業
主
が
雇

用
す
る
労

働
者
、
求

職
者

、
フ
リ
ー
ラ
ン
ス
等

）

パ
ワ
ハ

ラ
・
セ
ク
ハ

ラ

②
他

の
事

業
主

の
雇

用
す
る
労

働
者

や
顧

客
等

か
ら
の

著
し
い
迷

惑
行

為
（
い
わ

ゆ
る
カ
ス

タ
マ
ー
ハ

ラ
ス
メ
ン
ト
等

）
に
関

す
る
取

組

パ
ワ
ハ

ラ

③
他

の
行

政
機

関
の

職
員

か
ら
ハ

ラ
ス
メ
ン
ト

を
受

け
た
場

合
の

、
当

該
職
員

の
任
命

権
者

へ
の

調
査

要
請

・
指

導
等

の
求
め

④
他

の
行

政
機

関
か

ら
③

の
求
め
が

あ
っ
た

場
合

の
必

要
な
協

力

⑤
人

事
委

員
会

・
公

平
委

員
会
へ

の
苦
情

相
談

が
可

能
な
旨

の
周

知

法
律

（
※
）
に
基
づ
き

講
ず
べ
き
措
置

（
厚
生
労
働
大
臣
指
針
）

※
関
係
法

律
○
パ
ワ
ー
ハ

ラ
ス
メ
ン
ト

○
妊

娠
、
出

産
、
育

児
又

は
介

護
に
関

す
る
ハ

ラ
ス
メ
ン
ト

・
労
働

施
策

の
総

合
的

な
推

進
並

び
に
労

働
者

の
雇

用
の

安
定

及
び

職
業

生
活

の
充

実
等

に
関

す
る
法

律
（
昭

和
4
1
年

法
律

第
1
3
2
号

）
・
雇

用
の

分
野

に
お
け
る
男

女
の

均
等

な
機

会
及

び
待

遇
の

確
保

等
に
関

す
る
法

律
（
昭

和
4
7
年

法
律

第
1
1
3
号

）

○
セ
ク
シ
ュ
ア
ル

ハ
ラ
ス
メ
ン
ト

・
育

児
休

業
、
介

護
休

業
等

育
児

又
は

家
族

介
護

を
行

う
労

働
者

の
福

祉
に
関

す
る
法

律
（
平

成
３
年

法
律

第
7
6
号

）
・
雇
用

の
分

野
に
お
け
る
男

女
の

均
等

な
機

会
及

び
待

遇
の

確
保

等
に
関

す
る
法

律
（
昭

和
4
7
年

法
律

第
1
1
3
号

）
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地
方
公
共
団
体
に

お
け

る
各

種
ハ

ラ
ス

メ
ン

ト
対

策
の
取

組
状
況

【
調
査
対
象
】
都
道
府
県
、
指
定
都
市
及
び
市
区
町
村
（
首
長
部
局
）

【
調
査
時
点
】
令
和
４
年
６
月
１
日
現
在

全
体

パ
ワ
ー
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト

セ
ク
シ
ュ
ア
ル
ハ
ラ

ス
メ
ン

ト
妊

娠
、

出
産

、
育
児

又
は
介

護
に

関
す

る
ハ

ラ
ス
メ

ン
ト

全
て
措
置

一
部
又

は
全
て

未
措
置

※
２

全
て
措
置

一
部
又
は
全
て

未
措
置

全
て
措
置

一
部
又
は
全
て

未
措
置

全
て
措
置

一
部
又
は
全
て

未
措
置

都
道

府
県

(
4
7
団

体
)

今
回

4
7
(
1
0
0
%
)

－
4
7
(
1
0
0
%
)

－
4
7
(
1
0
0
%
)

－
4
7
(
1
0
0
%
)

－

前
回

4
7
(
1
0
0
%
)

－
4
7
(
1
0
0
%
)

－
4
7
(
1
0
0
%
)

－
4
7
(
1
0
0
%
)

－

指
定

都
市

(
2
0
団

体
)

今
回

2
0
(
1
0
0
%
)

－
2
0
(
1
0
0
%
)

－
2
0
(
1
0
0
%
)

－
2
0
(
1
0
0
%
)

－

前
回

2
0
(
1
0
0
%
)

－
2
0
(
1
0
0
%
)

－
2
0
(
1
0
0
%
)

－
2
0
(
1
0
0
%
)

－

市
区

町
村

(
1
,
7
2
1
団
体

)

今
回

1
,
2
0
7
(
7
0
.1
%
)

5
1
4
(
2
9
.
9
%)

1
,
3
3
4
(
7
7
.5
%
)

3
8
7
(
2
2
.
5
%)

1
,
3
8
0
(
8
0
.2
%
)

3
4
1
(
1
9
.
8
%)

1
,
2
1
7
(
7
0
.7
%
)

5
0
4
(
2
9
.
3
%)

前
回

9
6
3
(
5
6
.
0
%)

7
5
8
(
4
4
.
0
%)

1
,
1
4
8
(
6
6
.7
%
)

5
7
3
(
3
3
.
3
%)

1
,
2
1
7
(
7
0
.7
%
)

5
0
4
(
2
9
.
3
%)

9
8
2
(
5
7
.
1
%)

7
3
9
(
4
2
.
9
%)

全
体

(
1
,
7
8
8
団
体

)

今
回

1
,
2
7
4
(
7
1
.3
%
)

5
1
4
(
2
8
.
7
%)

1
,
4
0
1
(
7
8
.4
%
)

3
8
7
(
2
1
.
6
%)

1
,
4
4
7
(
8
0
.9
%
)

3
4
1
(
1
9
.
1
%)

1
,
2
8
4
(
7
1
.8
%
)

5
0
4
(
2
8
.
2
%)

前
回

1
,
0
3
0
(
5
7
.6
%
)

7
5
8
(
4
2
.
4
%)

1
,
2
1
5
(
6
8
.0
%
)

5
7
3
(
3
2
.
0
%)

1
,
2
8
4
(
7
1
.8
%
)

5
0
4
(
2
8
.
2
%)

1
,
0
4
9
(
5
8
.7
%
)

7
3
9
(
4
1
.
3
%)

○
各
種
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
防
止
の
た
め
の
措
置
の
実
施
状
況
は
、
都
道
府
県
及
び
指
定
都
市
で
は
、
既
に
全
団
体
で
措
置
が
講
じ
ら
れ
て
い
る

（
※

１
）
一
方
、
市
区
町
村
に

お
い
て
は
、
前
回
調
査
か
ら
措
置
を
講
じ
た
団
体

数
が
増
加
し
て
い
る
も
の
の
、
必
要
な
措
置
が
講
じ
ら
れ
て
い
な
い
団
体
が
約
３
割
と
未
だ
に
多
く
見
ら
れ
る
。

※
２

一
部

又
は
全

て
未
措

置
の
団

体
の
対

応
予
定

時
期

※
１

こ
こ
で

い
う
「
措

置
が

講
じ
ら

れ
て
い

る
」
と

は
、
規
程
の
策
定
等
に
よ
り
、
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
に
関
し
て
職
員
か
ら
の

相
談

に
応

じ
、

適
切
に

対
応
す

る
た
め

に
必
要

な
体

制
を

整
備

す
る
こ

と
を
い

う
。

一
部
又
は

全
て

未
措
置

令
和
４
年

1
2月

末
ま

で
に

全
て
措
置

令
和

５
年

３
月

末
ま

で
に
全

て
措

置
未

定

5
1
4団

体
7
5
団
体

(1
4
.6
%
)

4
3
7団

体
(
8
5.
0
%)

2
団

体
(
0.
4
%)
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ハ
ラ
ス
メ
ン

ト
対

策
（

京
都

市
・

静
岡

県
掛
川
市

）
地
方
公
務
員
に
お
け
る
ダ
イ
バ
ー
シ

テ
ィ
・
働
き
方
改
革
推
進
の
た
め
の

ガ
イ
ド
ブ
ッ
ク
（

R
2.

3)
 （

抜
粋
）
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ハ
ラ

ス
メ

ン
ト

対
策

（
岐

阜
県

）

■
カ
ス
タ
マ
ー
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
対
策

➢
「

職
場

環
境
を
悪
化
さ
せ
る
行
為
の
防
止
及
び
対
応
に
関
す
る
指
針
」
及
び
運
用
要
領

（
平
成

29
年

10
月
（
令
和
２

年
６

月
改

訂
）

岐
阜

県
総

務
部

人
事

課
）

地
方
公
共
団
体
に
お
け
る
パ
ワ
ー
ハ

ラ
ス
メ
ン
ト
対
策
の
取
組
状
況
に
つ

い
て
（
令
和
２
年
1
0
月
２
日
総
行
女

第
4
0
号
）
別
添
２
－
２
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働
き
や
す

い
職

場
の

雰
囲

気
の

整
備

（
鹿

児
島
県

）
第
９
回
研
究
会
（

R
5.

2.
27

）
鹿
児
島
県
プ
レ
ゼ
ン
資
料
（
抜
粋
）
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働
き
や

す
い

職
場

の
雰

囲
気

の
整

備
（

神
戸
市
）

第
９
回
研
究
会
（

R
5.

2.
27

）
神
戸
市
プ
レ
ゼ
ン
資
料
（
抜
粋
）
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職
員

の
エ

ン
ゲ

ー
ジ

メ
ン

ト
の

把
握

地
方
公
共
団
体
に
お
け
る

人
材
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
推
進
の
た
め
の

ガ
イ
ド
ブ
ッ
ク
（

R
5.

3)
 （

抜
粋
）
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職
員
の
エ
ン

ゲ
ー

ジ
メ

ン
ト

の
把

握
（

宮
城

県
大

崎
市
）

地
方
公
共
団
体
に
お
け
る

人
材
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
推
進
の
た
め
の

ガ
イ
ド
ブ
ッ
ク
（

R
5.

3)
 （

抜
粋
）
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職
員
の
エ
ン

ゲ
ー

ジ
メ

ン
ト

の
把

握
（

滋
賀

県
甲

賀
市
）

地
方
公
共
団
体
に
お
け
る

人
材
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
推
進
の
た
め
の

ガ
イ
ド
ブ
ッ
ク
（

R
5.

3)
 （

抜
粋
）
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自
治
体

D
X
推
進
計
画
等
の
概
要

自
治
体

D
X推

進
計
画
（

20
22

.9
改
定
）

自
治
体

D
X推

進
手
順
書
（

20
23

.1
改
定
）

■
自
治
体

D
X
全
体
手
順
書
（

20
23

.1
改
定
）

・
D

Xを
推
進
に
必
要
と想

定
さ
れ
る
一
連
の
手
順
を

0～
3ス
テ
ップ
で
整
理

ス
テ
ップ

0：
認
識
共
有
・機
運
醸
成

ス
テ
ップ

1：
全
体
方
針
の
決
定

ス
テ
ップ

2：
推
進
体
制
の
整
備

ス
テ
ップ

3：
D

Xの
取
組
み
の
実
行

■
自
治
体
情
報
シ
ス
テ
ム
の
標
準
化
・共
通
化
に
係
る
手
順
書
（

20
23

.1
改
定
）

・
自
治
体
情
報
シ
ス
テ
ム
の
標
準
化
・共
通
化
の
意
義
・効
果
や
、自

治
体
に

お
け
る
作
業
手
順
等
を
示
す
も
の

■
自
治
体
の
行
政
手
続
の
オ
ン
ラ
イ
ン
化
に
係
る
手
順
書
（

20
23

.1
改
定
）

・
自
治
体
の
行
政
手
続
の
オ
ン
ラ
イ
ン
化
の
取
組
み
方
針
や
、自

治
体
に
お
け
る

作
業
手
順
等
を
示
す
も
の

■
自
治
体

D
X
推
進
参
考
事
例
集
（

20
23

.4
改
定
）

・
全
国
の
自
治
体
に
お
け
る

D
Xの
最
新
の
取
組
を
、①

体
制
整
備
、②

人
材
確
保
・

育
成
、③

内
部

D
Xに
整
理
し
、工

夫
点
等
に
係
る
イ
ン
タ
ビ
ュー
記
事
も
掲
載

■
重
点
取
組
事
項
（
※
）
自
治
体
の
業
務
シ
ス
テ
ム
の
改
革

①
自
治
体
情
報
シ
ス
テ
ム
の
標
準
化
・共
通
化

・
20

25
年
度
ま
で
に
基
幹
系

20
業
務
シ
ス
テ
ム
を
標
準
準
拠
シ
ス
テ
ム
へ
移
行

②
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
カ
ー
ド
の
普
及
促
進

・
20

22
年
度
末
ま
で
に
ほ
ぼ
全
国
民
に
行
き
渡
る
こ
とを
目
指
し
申
請
・交
付
促
進
等

③
行
政
手
続
の
オ
ン
ラ
イ
ン
化

・
住
民
に
身
近
な

31
手
続
を
マ
イ
ナ
ポ
ー
タ
ル
で
オ
ン
ラ
イ
ン
手
続
可
能
に

④
AI
・R

PA
の
利
用
推
進
、⑤

テ
レ
ワ
ー
ク
の
推
進

・
②
、③

に
よ
る
業
務
見
直
し
な
どに
併
せ
導
入
・活
用
を
推
進

⑥
セ
キ
ュリ
テ
ィ対

策
の
徹
底

○
『デ
ジ
タ
ル
・ガ
バ
メ
ン
ト
実
行
計
画
』（

R
2.

12
）
の
各
施
策
の
うち
、
自
治
体
が
重
点
的
に
取
り組

む
べ
き
事
項
や
国
の
支
援
策
等
を
取
り

ま
とめ
、
令
和

2年
12
月
に
計
画
を
策
定
。
そ
の
後
、
『骨

太
の
方
針

20
22
』に
お
い
て
「自

治
体

D
X
計
画
改
定
に
よ
り、

…
地
方
自
治
体

に
お
け
る
デ
ジ
タ
ル
化
の
取
組
を
推
進
す
る
」と
さ
れ
た
こ
とを
受
け
、
『デ
ジ
タ
ル
社
会
の
実
現
に
向
け
た
重
点
計
画
』『
デ
ジ
タ
ル
田
園
都
市
国

家
構
想
基
本
方
針
』（

令
和

4年
6月

閣
議
決
定
）
に
お
い
て
国
が
掲
げ
る
理
念
や
支
援
策
等
を
盛
り込

む
改
定
を
実
施
。

○
ま
た
、
「地

方
公
共
団
体
情
報
シ
ス
テ
ム
標
準
化
基
本
方
針
」（

同
10
月
閣
議
決
定
）
等
の
策
定
や
、
デ
ジ
タ
ル
人
材
の
確
保
・育

成
に

関
す
る
自
治
体
の
取
組
状
況
を
踏
ま
え
、
令
和

5年
1月

、
自
治
体

D
X
推
進
手
順
書
の
バ
ー
ジ
ョン
ア
ップ
を
実
施
。

自
治
体

D
X推

進
計
画
の
趣
旨

地
域
社
会
の
デ
ジ
タ
ル
化
に
係
る
参
考
事
例
集
（

20
22

.9
改
定
）

○
これ

か
ら事

業
に
取
り組

む
団
体
の
参
考
とな
る
よ
う、
各
団
体
の
事
業
概
要
を
写

真
や
イ
ラス
トと
とも
に
ま
とめ
た
も
の
。令

和
4年

9月
、取

組
に
至
った
経
緯
・課
題

意
識
、活

用
した
国
等
の
支
援
制
度
等
を
盛
り込

む
バ
ー
ジ
ョン
ア
ップ
を
実
施
。

※
計
画
期
間

:2
02

1.
1～

20
26

.3

■
自
治
体
に
お
け
る

D
X
の
推
進
体
制
の
構
築

①
組
織
体
制
の
整
備
（
全
庁
的
・横
断
的
な
推
進
体
制
）

②
デ
ジ
タ
ル
人
材
の
確
保
・育
成

③
計
画
的
な
取
組
み
（
ス
ケ
ジ
ュー
ル
策
定
等
）

④
都
道
府
県
に
よ
る
市
区
町
村
支
援

■
自
治
体

D
X
の
取
組
と
あ
わ
せ
て
取
り組

む
べ
き
事
項

①
デ
ジ
タ
ル
田
園
都
市
国
家
構
想
の
実
現
に
向
け
た
デ
ジ
タ
ル
実
装
の

取
組
の
推
進
・地
域
社
会
の
デ
ジ
タ
ル
化

②
デ
ジ
タ
ル
デ
バ
イ
ド
対
策

③
デ
ジ
タ
ル
原
則
に
基
づ
く条
例
等
の
規
制
の
点
検
・見
直
し
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自
治
体

D
X
全
体
手
順
書
【
第

2.
1版

】
概
要


自
治
体
は
、デ
ジ
タ
ル
社
会
形
成
基
本
法
の
基
本
理
念
に
の
っと
り、
自
主
的
な
施
策
を
実
施
す
る
責
務
を
有
す
る


D

Xの
実
現
に
向
け
、首

長
や
幹
部
職
員
に
よ
る
リ
ー
ダ
ー
シ
ップ
や
強
い
コ
ミ
ット
メ
ン
ト
が
重
要


首
長
等
か
ら
一
般
職
員
ま
で
、D

X
の
基
礎
的
な
共
通
理
解
の
形
成
、実

践
意
識
の
醸
成


利
用
者
中
心
の
行
政
サ
ー
ビ
ス
改
革
を
進
め
る
とい
う、
い
わ
ゆ
る
「サ
ー
ビ
ス
デ
ザ
イ
ン
思
考
」の
共
有


D

X推
進
の
ビ
ジ
ョン
と
工
程
表
で
構
成
さ
れ
る
「全
体
方
針
」を
決
定
・広
く共
有


自
治
体

D
X推

進
の
意
義
を
参
考
に
し
つ
つ
、地

域
の
実
情
も
踏
ま
え
て
、自

団
体
の

D
X推

進
の
ビ
ジ
ョン
を
描
く


デ
ジ
タ
ル
化
の
進
捗
状
況
を
確
認
し
、自

団
体
の

D
Xの
取
組
内
容
、取

組
み
順
序
を
大
ま
か
な
工
程
表
に
す
る


全
庁
的
・横
断
的
な
推
進
体
制
の
構
築
。D

Xの
司
令
塔
とし
て
、D

X
推
進
担
当
部
門
を
設
置
し
、各

業
務
担
当
部
門
を
は

じ
め
各
部
門
と
緊
密
に
連
携
す
る
体
制
を
構
築


各
部
門
の
役
割
に
見
合
った
デ
ジ
タ
ル
人
材
が
配
置
さ
れ
る
よ
う、
人
事
・研
修
担
当
部
門
と
の
連
携
の
も
と、
人
材
育
成
・

外
部
人
材
の
活
用
を
図
る


所
属
や
職
位
に
応
じ
て
身
に
つ
け
る
べ
き
デ
ジ
タ
ル
技
術
等
の
知
識
、能

力
、経

験
等
を
設
定
し
た
体
系
的
な
育
成
方
針
を
策

定
。特

に
、専

門
知
識
を
身
に
つ
け
、中

核
とな
って
実
務
を
とり
ま
とめ
る
こ
とが
で
き
る
職
員
（
「D

X
推
進
リ
ー
ダ
ー
」）
に
つ

い
て
、人

事
運
用
上
の
取
組
み
や
、O

JT
・O

FF
-J

Tに
よ
る
研
修
を
組
み
合
わ
せ
て
育
成


十
分
な
能
力
・ス
キ
ル
や
経
験
を
持
つ
職
員
の
配
置
が
困
難
な
場
合
に
は
、外

部
人
材
の
活
用
も
検
討


関
連
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
等
を
踏
ま
え
て
、個

別
の

D
Xの
取
組
を
計
画
的
に
実
行
。「

PD
CA
」サ
イ
ク
ル
に
よ
る
進
捗
管
理


取
組
内
容
に
応
じ
て
、
「O

O
D

A※
」の
フレ
ー
ム
ワ
ー
ク
を
活
用
し
た
柔
軟
で
速
や
か
な
意
思
決
定

※
「O

bs
er

ve
（
観
察
、情

報
収
集
）
」、
「O

ri
en

t（
状
況
、方

向
性
判
断
）
」、
「D

ec
id

e（
意
思
決
定
）
」、
「A

ct
（
行
動
、実

行
）
」の
頭

文
字
を
つ
な
い
だ
言
葉
で
、意

思
決
定
プ
ロ
セ
ス
を
理
論
化
し
た
も
の


全
体
手
順
書
は
、D

Xを
推
進
す
る
に
当
た
って
、想

定
さ
れ
る
一
連
の
手
順
を
示
す
も
の
。主

に
、D

X推
進
計
画
の
「自
治
体
に
お
け
る

D
X推

進
体
制
の
構
築
」に
対
応

し
、先

行
的
な
自
治
体
の
事
例
等
を
も
とに
、各

自
治
体
が
そ
の
実
情
に
応
じ
て

D
Xを
推
進
す
る
際
の
参
考
とな
る
よ
う作

成
。


令
和

4年
9月

、人
材
確
保
・育
成
策
、公

平
性
・透
明
性
確
保
に
係
る
取
組
等
を
盛
り込

む
改
定
を
実
施
。


令
和

5年
1月

、デ
ジ
タ
ル
人
材
の
確
保
・育
成
に
関
す
る
自
治
体
の
取
組
状
況
を
踏
ま
え
、デ
ジ
タ
ル
人
材
の
確
保
・育
成
の
全
体
像
や
人
物
像
に
つ
い
て
改
め
て
整
理

ス
テ
ッ
プ
０

D
X
の

認
識
共
有
・機

運
醸
成

ス
テ

ッ
プ

２

推
進

体
制

の
整

備

ス
テ

ッ
プ

１

全
体

方
針

の
決

定

ス
テ
ッ
プ
３

D
X
の
取

組
の

実
行

1
.本

手
順
書
の
趣
旨

2
.D

X
推
進
の
手
順

125



自
治
体

D
X
全
体
手
順
書

の
令

和
5年

1月
改

定
に

お
け

る
D

X
推
進
リ
ー

ダ
ー
の

整
理

「デ
ジ
タル
人
材
の
うち
、専

門
的
な
見
地
か
らC

IO
の

マ
ネ
ジ
メン
トを
補
佐
す
る
人
材
」

CI
O
補
佐
官
等
の
任
用
に
係
る

特
別
交
付
税
措
置

「デ
ジ
タ
ル
人
材
」

「民
間
企
業
経
験
者
、学

識
経
験
者
、市

区
町
村
の

情
報
シ
ス
テ
ム
担
当
部
門
経
験
者
等
で
あ
って
、デ
ジ

タル
技
術
等
に
関
す
る
知
見
を
有
す
る
外
部
人
材
の

ほ
か
、そ
の
他
の
職
員
（
内
部
人
材
）
で
あ
って
当
該

団
体
の
人
事
管
理
上
「デ
ジ
タル
区
分
」「

IC
T職

」等
とし
て
位
置
づ
け
られ
て
い
る
者
」

都
道
府
県
等
が
確
保
し
た

人
材
に
よ
る
市
町
村
支
援

将
来
を
見
据
え
、

指
定
し
た
職
員
を

集
中
的
に
育
成

CI
O
補
佐
官
等

デ
ジ
タル
人
材
の
確
保
・育
成
に
関
す
る
全
国
の
自
治
体
の
取
組
状
況
を
踏
ま
え
、

デ
ジ
タ
ル
人
材
の
確
保
・育
成
の
全
体
像
を
体
系
化
す
る
とと
も
に
、集
中
的
に
育
成
す
べ
き
人
物
像
に
つ
い
て
改
め
て
整
理

○
「マ
ネ
ジ
メン
トレ
ベ
ル
（
職
階
）
」と
「専
門
性
の
高
さ」
の
軸
に
よ
り、
デ
ジ
タ
ル
人
材
の
確
保
・育
成
の
全
体
像
を
整
理

○
デ
ジ
タ
ル
分
野
の
専
門
知
識
を
身
に
つ
け
、一
般
職
員
や
高
度
専
門
人
材
と連

携
し、
実
務
の
中
核
を
担
う「

D
X推

進
リー
ダ
ー
」

を
明
確
化
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デ
ジ
タ
ル
人
材
育
成
に
関
す
る
数
値
目
標
の
設
定
（
東
京
都
）

第
10

回
研
究
会
（

R
5.

3.
30

）
東
京
都
プ
レ
ゼ
ン
資
料
（
抜
粋
）
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デ
ジ
タ
ル
人
材
の
レ
ベ
ル
に
応
じ
た

育
成

・
確

保
の

方
策

（
栃

木
県
真
岡

市
）

第
10

回
研
究
会
（

R
5.

3.
30

）
真
岡
市
プ
レ
ゼ
ン
資
料
（
抜
粋
）
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広
島
県
情
報
シ
ス
テ
ム
人
材
育
成
プ
ラ
ン

（
令
和

5年
3月

策
定
）

※
出

典
：

広
島
県

H
P 

ht
tp

s:
//w

w
w

.p
re

f.h
iro

sh
im

a.
lg

.jp
/s

os
hi

ki
/2

66
/jy

ou
sy

sj
in

za
i-i

ku
se

ip
la

n.
ht

m
l

129
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デ
ジ
タ

ル
人

材
の

採
用

枠
の

創
設

（
北

九
州
市
）

第
10

回
研
究
会
（

R
5.

3.
30

）
北
九
州
市
プ
レ
ゼ
ン
資
料
（
抜
粋
）
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地
方
公
共
団
体
に

お
け

る
デ

ジ
タ

ル
人

材
の

確
保

・
育
成

の
推
進

○
情

報
シ
ス
テ
ム

の
標

準
化

・
共

通
化

の
対

応
を
含

め
、
自

治
体

D
X
推

進
計

画
の

計
画

期
間

が
令

和
７
年

度
ま
で
と
さ
れ

て
い
る
な
ど
、
地

方
公
共
団
体
に
お
け
る
デ
ジ
タ
ル
化
は
喫
緊

の
課

題
。

○
デ
ジ
タ
ル

化
の

取
組

を
進

め
る
上

で
は

、
地

方
公

共
団

体
の

デ
ジ
タ
ル

人
材

確
保

が
必

要
だ
が

、
市

町
村

を
中

心
に
デ
ジ
タ
ル

人
材

確
保

が
進
ん
で
い
な
い
団

体
も
多
く
、
今
後
、
外
部
か

ら
の

デ
ジ
タ
ル

人
材

の
確

保
、
庁

内
の

中
核

を
担

う
職
員

（
D

X
推

進
リ
ー
ダ
ー
）
の
育
成

が
必
要
。

○
こ
う
し
た
中
、
都

道
府

県
が

デ
ジ
タ
ル

人
材

を
確

保
し
市

町
村

の
デ
ジ
タ
ル

化
を
支

援
す
る
取

組
や

各
地

方
公

共
団

体
で
中
核

を
担
う
職
員

を
指
定
し
集
中
的
に
育
成
す
る
取
組
を
促
進
す
る
た
め
、
以

下
の

措
置

を
講

ず
る
。

①
②

地
方

公
共

団
体

に
お

け
る
デ

ジ
タ
ル

人
材

の
確

保
（
①

）
・

育
成

（
②

）
に

関
す

る
地

方
財

政
措

置
の

創
設

④
そ

の
他

の
地

方
公

共
団

体
向

け
支

援
策

【
対

象
経
費
】

①
都
道
府
県
等
に
よ
る
市
町
村
支
援

の
た
め
の

デ
ジ
タ
ル

人
材

の
確

保
に
要

す
る

任
期
付
職
員
・
非
常

勤
職
員
等
の
人
件
費

、
民

間
事

業
者

へ
の

委
託

費
等

※
こ
れ

ら
の

経
費

の
一
部
に
つ
き
市
町
村
の
負
担
金
が

生
じ
る
場

合
に
は

当
該

負
担

金
を
含

む
。

②
地
方
公
共
団
体
に
お
け
る
デ
ジ
タ
ル
化
の

取
組

の
中

核
を
担

う
職

員
（
D

X
推

進
リ
ー
ダ
ー
）
の
育
成
に
係
る
経
費
（
研
修

に
要
す
る
経

費
、
民

間
講

座
の

受
講

料
等

）

【
事
業
期
間
】
令
和
７
年
度
ま
で
（
自
治
体

D
X
推
進

計
画

の
計

画
期

間
と
同

様
）

【
地
方
財
政
措
置
】

特
別
交
付
税
措
置
（
措
置
率

０
．
７
）

※
併

せ
て
、
市

町
村

が
外
部
の
デ
ジ
タ
ル
人
材
を

C
IO
補
佐
官

等
と
し
て
任

用
す
る
際

の
経

費
に
係

る
特

別
交

付
税

措
置

を
拡

充
（
措
置
率

0
.5
→

0
.7
）

「
自

治
体

D
X
推

進
手

順
書

参
考

事
例

集
」
を
バ

ー
ジ
ョ
ン
ア
ッ
プ
し
、
「
人

材
確

保
・
育

成
参

考
事

例
集

」
等

を
新

た
に
作

成
す
る
こ
と
で
、
先
進

団
体
に
お
け
る
人
材
確
保
・
育
成
に
係
る
参
考
事

例
を
横

展
開

。

③
地

方
公

共
団

体
に

お
け

る
Ｄ
Ｘ
実

現
の

た
め

の
専

門
ア
ド
バ

イ
ザ

ー
の

派
遣

等

総
務

省
・
地

方
公

共
団

体
金

融
機

構
の

共
同

事
業

で
あ
る
「
経

営
・
財

務
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
強

化
事

業
」
に
お
い
て
、
新

た
に
、
地

方
公

共
団

体
に
お

け
る
Ｄ
Ｘ
の

取
組

を
支

援
す

る
た
め

の
専

門
ア
ド
バ

イ
ザ

ー
を
派

遣
す

る
と
と
も
に

、
J
-
L
IS
（
地

方
公

共
団

体
情

報
シ
ス
テ
ム

機
構

）
・
自

治
大
学
校

・
市
町
村
ア
カ
デ
ミ
ー
・
国
際
文
化
ア
カ
デ
ミ
ー
に
お
け
る
地

方
公

共
団

体
職

員
向

け
の

研
修
を
充
実
。
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「
自

治
体

D
X
推

進
参

考
事

例
集

」
概
要

○
D

Xに
向
け
た
機
運
醸
成
や
全
体
方
針
策
定
、体

制
構
築
等
を
定
め
た
「自
治
体

D
X推

進
手
順
書
」と
同
時
に
事
例
集
策
定
（
令
和

3年
７
月
）

○
全
国
の
自
治
体
に
お
け
る

D
Xの
最
新
の
取
組
状
況
を
踏
ま
え
、バ
ー
ジ
ョン
ア
ップ
（
令
和

5年
4月

）
・

65
事
例
掲
載

・
３
章
立
て
に
再
構
成
（
①
体
制
整
備
、②

人
材
確
保
・育
成
、③

内
部

D
X）

・
各
自
治
体
の
取
組
の
経
緯
や
工
夫
し
て
い
る
点
等
の
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
記
事
を
新
た
に
掲
載

自
治
体
に
お
け
る

D
Xに
向
け
た
取
組
を
着
実
に
促
進
す
る
た
め
に
は
、国

が
先
進
的
な
取
組
を
とり
ま
とめ
、全

国
の
自
治
体
へ
横
展
開
す
る
必
要

イ
メ
ー
ジ
（
掲
載
事
例
抜
粋
）

構
成
と目

次
１
．
体
制
整
備

(1
)
県
が
中
心
とな
って
管
内
市
町
村
とと
も
に

D
Xを
推
進
す
る
体
制
の
整
備

(2
) 
若
手
や
現
場
の
職
員
の
声
を

D
X推

進
に
取
り入

れ
る
体
制
の
整
備

(3
) 
外
部
デ
ジ
タル
人
材
の
知
見
を
積
極
的
に
取
り入

れ
な
が
らD

Xを
推
進
す
る

体
制
の
整
備

(4
) 
住
民
目
線
で
の
デ
ザ
イン
思
考
や
職
員
の
働
き
方
改
革
に
着
目
した
全
庁

的
な
体
制
の
整
備

２
．
人
材
確
保
・育
成

(1
)
県
・市
町
村
の
連
携
に
よ
る
広
域
的
な
人
材
確
保
や
民
間
事
業
者
との

連
携
に
よ
る
人
材
確
保

(2
) 

D
Xの
取
組
の
中
核
を
担
う人

材
の
育
成

(3
) 
体
系
的
に
整
理
され
た
計
画
・方
針
に
基
づ
く人
材
育
成

(4
) 
自
治
体
ご
との
創
意
工
夫
に
よ
る
人
材
育
成

３
．
内
部

D
X

【フ
ロ
ン
ト
ヤ
ー
ド
（
住
民
との
接
点
）
】

(1
)
オ
ン
ライ
ン
行
政
サ
ー
ビス

(2
) 
窓
口
改
革

(3
) 
メタ
バ
ー
ス
の
活
用

【バ
ック
ヤ
ー
ド
（
内
部
事
務
）
】

(4
) 
検
査
・点
検
・確
認
業
務

(5
) 
議
会
関
連
業
務

(6
) 
内
部
業
務

(7
) 

W
eb
会
議
・ビ
ジ
ネ
ス
チ
ャッ
ト

自
治
体
の
取
組
の
ポ
イン
トや
概
要
を

コン
パ
クト
に
掲
載

参
照
した
団
体
が
取
組
や
す
い
よ
う、

取
組
に
い
た
った
経
緯
や
取
組
の
工
夫

に
つ
い
て
の
イン
タビ
ュー
や
、各

自
治
体

の
担
当
部
署
や
関
連

U
R

Lも
掲
載
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デ
ジ
タ
ル
行
政
推

進
リ

ー
ダ

ー
等

の
育

成
（

石
川

県
金
沢

市
）


全
職
員
の
情
報
リテ
ラシ
ー
を
高
め
る
た
め
の
管
理
職
を
含
む
全
職
員
へ
の
研
修
の
実
施
に
加
え
、デ
ジ

タル
化
の
中
心
とな
る
リー
ダー
職
員
を
育
成
し、
デ
ジ
タル
技
術
の
活
用
を
全
庁
に
広
め
る

事
業
の
概
要

○
令
和

3年
よ
り、
管
理
職
を
含
む
す
べ
て
の
一
般
事
務
職
員
約

2,
00

0人
に
デ
ジ
タ
ル
研
修
を
実
施
。

○
令
和

3年
5月

よ
り、
デ
ジ
タル
化
推
進
の
中
心
とな
る
職
員
（

30
代
の
職
員

20
名
が
対
象
）
の
育
成
を
開
始
。

今
後
「デ
ジ
タ
ル
行
政
推
進
リー
ダ
ー
」を
計

10
0人

育
成
し、
約

10
0あ
る
全
課
へ
の
配
置
を
目
指
す
。

2,
00

0人

＜
育
成
体
制
の
イ
メ
ー
ジ
＞
※
か
っこ
内
は
将
来
数

(1
00
人

)

(4
0人

)

（
10
人
）

・・
・・
・・
・・
・・
・・
一
般
職
員

・・
・デ
ジ
タル
行
政
推
進
リー
ダー

・・
・・
・・
・・
・・
・・
・・
・D

Xア
ドバ
イザ
ー

・・
・・
・・
・・
・・
・・
・・
・・
・D

Xス
ペ
シ
ャリ
ス
ト

＜
令
和

4年
度
の
具
体
的
な
取
組
＞

＜
デ
ジ
タ
ル
行
政
推
進
リー
ダ
ー
育
成
研
修
＞

デ
ジ
タル
行
政
推
進
リー
ダー
の
育
成

拡
充

全
職
員
向
け
デ
ジ
タル
基
礎
研
修

拡
充

管
理
職
向
け
デ
ジ
タル
研
修

実
施

IC
Tリ
テ
ラシ
ー
向
上
の
た
め
の
研
修

拡
充

職
員
の

SN
Sを
活
用
した
広
報
発
信
力
向
上
研
修

実
施

対
象
者
：
概
ね

30
代
の
職
員
、前

向
き
に
業
務
改
善
に
取
り組

む
意
欲
が
あ
る
こと

期
間

：
5月

～
11
月
（
約

20
0時

間
）

受
講
者
：

20
名
（
平
均
年
齢

33
歳
、男

性
8人

・女
性

12
人
）
※
令
和

4年

デ
ジ
タ
ル
ツ
ー
ル
の
習
得
や
知
識
の
獲
得
だ
け
で
な
く、

市
民
目
線
で
の
課
題
発
見
や
解
決
に
向
け
た

「サ
ー
ビ
ス
デ
ザ
イ
ン
思
考
」の
習
得
に
主
眼
を
置
い
た
プ
ロ
グ
ラ
ム

（
育
成
研
修
）

（
デ
ジ
タル
研
修
）

（
別
紙
参
考
資
料
参
照
）

「
自
治
体

D
X推

進
参
考
事
例
集
」
よ
り
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D
X
推
進
チ

ャ
レ

ン
ジ

ャ
ー

の
育

成
（

滋
賀
県
）

「
自
治
体

D
X推

進
参
考
事
例
集
」
よ
り

事
業
の
概
要


担
当
職
員
が
業
務
効
率
化
や
行
政
サ
ー
ビ
ス
向
上
の
取
組
を
自
律
的
に
推
進
で
き
る
体
制
づ
くり
に

向
け
て
、デ
ジ
タル
技
術
を
主
体
的
に
活
用
で
き
る
職
員
（

D
X推

進
チ
ャレ
ン
ジ
ャー
）
を
育
成

○
全
庁
に
お
い
て
、そ
れ
ぞ
れ
の
所
管
分
野
の
業
務
を
よ
く知
る
担
当
職
員
が
、業

務
効
率
化
や
行
政
サ
ー
ビス
向
上
の
取
組
を

自
律
的
に
推
進
で
き
る
体
制
づ
くり
を
目
指
し、
デ
ジ
タ
ル
技
術
を
主
体
的
に
活
用
で
き
る
「D

X推
進
チ
ャレ
ン
ジ
ャー
」を
育
成
。

○
令
和

4～
6年

度
ま
で
の
３
年
間
で
、一

般
行
政
部
門
等
の
職
員
の

10
%
～

15
%
に
あ
た
る

45
0人

の
D

X推
進
チ
ャ

レ
ン
ジ
ャー
を
育
成
し、
庁
内
の

D
Xを
強
力
に
推
進
。

・全
職
員
が

D
Xの
基
本
的
な
知
識
を
有
し、
基
本
的
な

IC
Tツ
ー
ル
を
使
い
こな
す

・階
層
別
マ
イン
ドセ
ット
研
修
（
幹
部
、管

理
職
、情

報
担
当
職
員
等
、一

般
職
員
）

・デ
ジ
タル
技
術
の
主
体
的
な
活
用
が
で
き
る

D
X推

進
チ
ャレ
ン
ジ
ャー
を
育
成

・D
X推

進
チ
ャレ
ン
ジ
ャー
研
修
（
実
習
形
式
中
心
）

・情
報
担
当
職
員
等
は
、よ
り専
門
的
な
立
場
か
ら各

所
属
の

D
Xの
推
進
を
支
援

・情
報
担
当
職
員
等
向
け
外
部
専
門
研
修

ポ
イ
ン
ト

研
修
計
画

◆
外
部
専
門
人
材
の
活
用

高
度
な
専
門
性
を
有
す
る
分
野
等
（
Ｒ
Ｐ
Ａ
、ロ
ー
コー
ドツ
ー
ル
等
）
に
つ
い
て
は
、外

部
専
門
人
材
を
活
用
し、
各
所
属

の
課
題
に
対
す
る
支
援
体
制
を
構
築
す
る
。

◆
Ｄ
Ｘ
推
進
コミ
ュニ
テ
ィの
設
置

Ｄ
Ｘ
推
進
チ
ャレ
ン
ジ
ャー
と情

報
担
当
職
員
等
が
集
ま
る
コミ
ュニ
テ
ィ

・定
期
的
な
勉
強
会
の
開
催

・業
務
改
革
等
の
好
事
例
の
横
展
開

Ｄ
Ｘ
推

進
体
制

Ｄ
Ｘ
推

進
体
制

イ
メ
ー
ジ

（
1）

多
岐
に
わ
た
る
県
の
業
務
に
お
い
て
、D

Xを
進
め
て
い
くた
め
、業

務
を
よ
く知

る
担
当
職
員
が
業
務
効
率
化
や
行
政
サ
ー

ビ
ス
向
上
の
取
組
を
自
律
的
に
推
進
で
き
る
体
制
づ
くり
を
め
ざ
す
。

（
2）

そ
れ
ぞ
れ
の
部
署
に
適
し
た

D
Xや
働
き
方
改
革
を
推
進
す
る
た
め
、デ
ジ
タル
技
術
を
主
体
的
に
活
用
で
き
る

D
X推

進
チ
ャレ
ン
ジ
ャー
を
育
成
す
る
。

令
和

4年
度
か
ら令

和
6年

度
ま
で
の

3年
間
で
、一

般
行
政
部
門
等
の
職
員
の

10
%
～

15
%
に
あ
た
る

45
0人

の
D

X
推

進
チ
ャレ
ン
ジ
ャー

を
育
成
し
、庁

内
に
お
け
る

D
Xを
強
力
に
進
め
て
い
く。

人
材

育
成

の
方
向

性

目
指

す
べ

き
姿
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部
局
横
断
的
な
「
働

き
方

改
革

推
進

チ
ー

ム
」

の
構
築

（
神
戸
市
）

「
自
治
体

D
X推

進
参
考
事
例
集
」
よ
り


人
事
・研
修
・業
務
改
革
・デ
ジ
タル
な
ど、
部
局
横
断
メン
バ
ー
か
ら構

成
され

る
プ
ロ
ジ
ェク
トチ
ー
ム

を
組
織
し、
定
期
的
に
進
捗
確
認
を
行
い
な
が
ら、
ミッ
シ
ョン
達
成
に
向
け
て
プ
ロジ
ェク
トを
推
進
中

事
業
の
概
要

○
人
間
中
心
の
「ヒ
ュー
マ
ン
で
優
しい
ス
マ
ー
トシ
テ
ィ神
戸
」を
ビジ
ョン
とし
て
掲
げ
、デ
ジ
タル
トラ
ン
ス
フォ
ー
メー
シ
ョン
（

D
X）

を
積
極
的
に
取
り入

れ
る
こと
で
、市

民
サ
ー
ビス
と職

員
の
働
き
方
に
お
け
る
新
し
い
行
政
の
ス
タ
イ
ル
と価

値
の
創
出
を
目
指
す
。

○
ビジ
ョン
の
実
現
に
向
け
、「
全
庁
的
な
働
き
方（
業
務
）改
革
の
推
進
」と
「ロ
ー
ド
マ
ップ
の
目
標
達
成
」を
ミッ
シ
ョン
とす
る

「働
き
方
改
革
推
進
チ
ー
ム
」を
部
局
横
断
メン
バ
ー
に
よ
り組

織
。半

期
お
よ
び
通
期
に
主
要
施
策
の
進
捗
状
況
を
数
値
で
把
握

し、
デ
ー
タ
に
基
づ
く効
果
測
定
と課

題
分
析
に
よ
る
対
応
策
を
講
じる
こと
で
、更

な
る
価
値
創
出
を
目
指
す
。

【参
考
情
報
】
神
戸
市
人
口
：

15
1.

8万
人

関
連
Ｕ
Ｒ
Ｌ
：
神
戸
市
の

D
X 
（

ht
tp

s:
//

w
w

w
.c

ity
.k

ob
e.

lg
.jp

/a
08

69
1/

dx
to

p.
ht

m
l）

デ
ジ
タル
を
活
用
した
業
務
改
革

>
働
き
方
改
革
（
業
務
改
革
）
ロー
ドマ
ップ
（

ht
tp

s:
//

w
w

w
.c

ity
.k

ob
e.

lg
.jp

/a
44

88
1/

ro
ad

m
ap

.h
tm

l）

【進
捗
状
況
の
把
握
の
例
】

【働
き
方
改
革
推
進
チ
ー
ム
の
体
制
（
令
和

4年
4月

）
】

主
要
指
標
か
らみ
た
働
き
方
改
革
ロー
ドマ
ップ
成
果
と課

題
（
令
和

3年
度
実
績
）

ht
tp

s:
//

w
w

w
.c

ity
.k

ob
e.

lg
.jp

/d
oc

um
en

ts
/4

24
32

/r
oa

dm
ap

2s
ei

ka
_2

02
20

8.
pd

f
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｢働
き

方
改
革
ロ
ー
ド
マ
ッ
プ

2
.0
｣に

沿
っ
た
全
庁
的
な

D
X
人
材
育
成

（
神
戸
市
）

「
自
治
体

D
X推

進
参
考
事
例
集
」
よ
り


係
長
級
以
下
、管

理
職
向
け
に
そ
れ
ぞ
れ
人
材
育
成
支
援
を
充
実
化
し、
目
的
に
応
じた
個
別
研
修

を
実
施
。受

講
者
等
か
らの
フィ
ー
ドバ
ック
を
踏
ま
え
、今

後
体
系
的
な
研
修
メニ
ュー
を
構
築

○
令
和
４
年
度
か
ら、
デ
ジ
タル
ツー
ル
を
活
用
す
る
人
材
（
係
長
級
以
下
）
向
け
、管

理
職
向
け
に
そ
れ
ぞ
れ
人
材
育
成

支
援
を
充
実
化
。具

体
的
に
は
、「

D
X推

進
リー
ダ
ー
育
成
研
修
」、
「実
践
型
デ
ジ
タ
ル
人
材
育
成
研
修
」を
実
施
。

○
受
講
者
や
事
業
者
の
声
を
フィ
ー
ドバ
ック
した
上
で
、令

和
５
年
度
以
降
の
体
系
的
な
研
修
メニ
ュー
を
構
築
して
い
く。

事
業
の
概
要
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人
事
担
当
・
情
シ
ス
担
当
と
各
業
務
担
当
の

IC
T
リ
ー
ダ
ー
と
の
連
携

（
埼
玉
県
上
里
町
）

「
自
治
体

D
X推

進
参
考
事
例
集
」
よ
り


町
長
の
直
接
の
指
揮
の
も
と、
総
務
課
（
組
織
、人

事
）
と総

合
政
策
課
（
情
シ
ス
、行

革
、財

政
）
が
司
令
塔
機
能
を
担

い
つ
つ
、各

業
務
課
選
出
の

IC
Tリ
ー
ダー
と相

談
、情

報
提
供
、調

達
支
援
等
を
密
に
実
施

事
業
の
概
要

(1
)行
政
改
革
推
進
本
部

/情
報
化
推
進
委
員
会

ビジ
ョン
・工
程
表
等
か
らな
る
全
体
方
針
を
決
定
・改
定

(2
)例
規
・組
織
・人
事
担
当
部
門
（
総
務
課
）

人
材
育
成
・人
材
確
保
とと
も
に
体
制
構
築
と適

正
な
人
員

配
置
を
推
進

(3
)情
報
政
策
担
当
部
門
（
総
合
政
策
課
）

D
X施

策
の
取
りま
とめ
、全

体
方
針
との
整
合
性
調
整

全
庁
的
な
情
報
基
盤
の
整
備
、運

用
、評

価
、改

善
(4

)財
政
・行
政
改
革
担
当
部
門
（
総
合
政
策
課
）

業
務
効
率
化
と住

民
サ
ー
ビス
向
上
に
資
す
る

D
Xを
行
政

改
革
の
面
か
ら推

進
、積

極
的
財
政
措
置

(5
)各
事
務
事
業
担
当
課

全
体
方
針
を
踏
ま
え
た

D
X施

策
を
企
画
・実
施

○
自
治
体

D
Xの
推
進
を
「行
政
改
革
に
係
る
重
要
事
項
」と
捉
え
、ビ
ジ
ョン
・工
程
表
等
か
らな
る
全
体
方
針
の
決
定
や
改
正

は
、町

長
を
トッ
プ
とす
る
幹
部
・全
課
長
が
参
加
す
る
上
里
町
行
政
改
革
推
進
本
部
に
お
い
て
実
施
。

○
特
に
重
要
な

D
X施

策
等
の
決
定
・調
整
等
に
つ
い
て
は
、部

局
間
の
調
整
を
担
う役

割
とし
て
副
町
長
を

CI
O
に
定
め
、

CI
O
を
委
員
長
とす
る
上
里
町
情
報
化
推
進
委
員
会
に
お
い
て
実
施
。

○
毎
年
度
、各
事
務
事
業
担
当
課
か
ら
１
名
ず
つ

IC
Tリ
ー
ダ
ー
（
情
報
化
推
進
責
任
者
）
を
選
出
し、
司
令
塔
的
役
割
を
担
う

部
門
と対

話
（
相
談
・情
報
提
供
・調
達
支
援
等
）
を
密
に
実
施
。情

報
シ
ス
テ
ム
・情
報
政
策
専
属
部
門
の
設
置
が
困
難

な
小
規
模
自
治
体
特
有
の
課
題
を
、組

織
ぐる
み
の

D
X推

進
に
よ
り解

決
。

［
上
里
町

D
X推

進
体
制
］

副
町
長
・C

IO

町
長

行
政
改
革
推
進
本
部

/
情
報
化
推
進
委
員
会

外
部
専
門
人
材

（
CI

O
補
佐
官
）

情
報
政
策
担
当
部
門

（
総
合
政
策
課
）

例
規
・組
織
・人
事
担
当
部
門

（
総
務
課
）

財
政
・行
政
改
革
担
当
部
門

（
総
合
政
策
課
）

各
事
務
事
業
担
当
課

外
部
専
門
人
材

（
D

X推
進
ア
ドバ
イザ
ー
）

報
告

支
援
等

全
体
方
針
の
決
定
・見
直
し

進
捗
状
況
や
評
価
等
の
報
告

支
援
等

進
捗
状
況
や
評
価
等
の
報
告

支
援
等

連
携

連
携

D
X推

進
の
司
令
塔
的
役
割

自
治
体

D
Xの
必
要
性
を
十
分
に
認
識
し、
管

理
部
門
とし
て
連
携
強
化
を
図
りつ
つ
自
らが

D
X

を
推
進
して
い
く司
令
塔
とし
て
の
役
割
を
果
た
す

指
揮
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D
X
を
推
進
す
る

県
・
市
町
が
参
画

す
る

「
D
X

S
h
ip
ひ

ろ
し

ま
」

の
構
築

（
広
島
県
）

「
自
治
体

D
X推

進
参
考
事
例
集
」
よ
り


県
全
体
の

D
Xを
効
果
的
に
進
め
る
た
め
、県

・市
町
で
協
働
して

D
Xを
推
進
し、
デ
ジ
タル
人
材
を

採
用
・育
成
・活
用
す
る
枠
組
み
とし
て
、「

D
XS

hi
p（
デ
ジ
シ
ップ
）ひ
ろ
しま
」を
構
築

事
業
の
概
要

○
「県
・市
町
情
報
人
材
研
究
会
」の
中
間
とり
ま
とめ
に
基
づ
き
、令

和
４
年
度
、県
採
用
の
情
報
シ
ス
テ
ム
人
材
の

2市
に
対
す
る
シ
ェア
の
試
行
や
、県

・市
町
間
で
の

D
X推

進
に
向
け
た
意
見
交
換
を
実
施
。

○
人
材
の
確
保
・育
成
、情

報
共
有
、シ
ス
テ
ム
最
適
化
等
の
課
題
に
全
県
的
に
対
応
し
て
い
くた
め
、令

和
５
年
度
か
ら

「県
・市
町
情
報
人
材
研
究
会
」を
発
展
改
組
し、

（
D

Xと
い
う希

望
の
宙
を
共
に
航
行
す
る
）
「D

XS
hi

pひ
ろ
し
ま
」を
構
築
。

○
『D

XS
hi

pひ
ろ
しま
』で
は
、情

報
シ
ス
テ
ム
人
材
の
採
用
・育
成
・活
用
に
つ
い
て
、以

下
の
取
組
を
実
施
して
い
く。

・
単
独
で
人
材
の
確
保
が
難
しい
市
町
に
お
け
る
、県

・市
・町
共
同
で
の
人
材
の
採
用
・配
属
等
（
人
材
プ
ー
ル
・シ
ェア
）

・
県
・市
町
情
報
シ
ス
テ
ム
人
材
の
育
成

・
将
来
的
な
組
織
体
制
の
発
展
（
法
人
化
等
）
の
研
究

出
典
元
：
広
島
県
情
報
シ
ス
テ
ム
人
材
育
成
プ
ラン
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県
と
県
内
市
町
に
よ
る
高

度
デ

ジ
タ

ル
人

材
シ

ェ
ア

リ
ン

グ
事
業

（
愛
媛
県
）

「
自
治
体

D
X推

進
参
考
事
例
集
」
よ
り

【参
考
情
報
】
愛
媛
県
人
口
：

13
4.

2万
人

関
連
Ｕ
Ｒ
Ｌ
：
愛
媛
県
・市
町

D
X推

進
会
議
公
式

no
te
（

ht
tp

s:
//
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im

e-
pr

ef
.n

ot
e.

jp
/）

愛
媛
県
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町

D
X協

働
宣
言
に
つ
い
て

（
ht
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s:
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w

w
w
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hi

m
e.
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12
11

0/
h1

21
10

.h
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l）


高
度
デ
ジ
タ
ル
人
材
を
確
保
し
、県

と市
町
で
シ
ェア
す
る
仕
組
み
を
構
築
す
る
こ
とで
、各

市
町
の

人
的
・財
政
的
負
担
を
抑
え
な
が
ら、
質
の
高
い

D
Xを
広
域
的
に
実
現
す
る
こと
を
目
指
す

事
業
の
概
要

○
デ
ジ
タル
人
材
は
全
国
的
に
も
限
られ
、県

内
全
て
の
市
町
が
個
別
に
確
保
す
る
こと
は
困
難
で
あ
る
こと
を
踏
ま
え
、「
愛
媛

県
・市
町

D
X推

進
会
議
」（
※
体
制
編
を
参
照
）
に
て
、確
保
した
人
材
を
県
と市

町
で
シ
ェア
す
る
仕
組
み
を
構
築
。

○
高
度
デ
ジ
タル
人
材
を
確
保
す
る
だ
け
で
な
く、
多
種
多
様
な
コミ
ュニ
ケ
ー
シ
ョン
の
動
線
と連

絡
・調
整
を
効
率
的
か
つ

効
果
的
に
運
用
す
る
た
め
、「
チ
ー
ム
愛
媛

D
X推

進
支
援
セ
ン
ター
」を
設
置
・運
営
。

愛
媛
県
・市
町

D
X推

進
専
門
官
の
配
置

デ
ザ
イン
思
考

U
I・

U
X

シ
ス
テ
ム

セ
キ
ュリ
テ
ィ

デ
ー
タ利

活
用

官
民
共
創

広
報

マ
ー
ケ
テ
ィン
グ

※
愛
媛
県
の
イン
タビ
ュー
欄
は

体
制
整
備
事
例
集
に
掲
載

して
い
ま
す
。
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市
区
町
村

に
対

す
る

都
道

府
県

の
支

援
策

（
東
京

都
）

第
10

回
研
究
会
（

R
5.

3.
30

）
東
京
都
プ
レ
ゼ
ン
資
料
（
抜
粋
）
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市
区
町
村
に

対
す

る
都

道
府

県
の

支
援

策
（
北
海

道
）

第
10

回
研
究
会
（

R
5.

3.
30

）
北
海
道
プ
レ
ゼ
ン
資
料
（
抜
粋
）
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デ
ジ
タ
ル
人
材
の
キ
ャ
リ
ア
パ
ス
（
東
京
都
）

東
京
都
デ
ジ
タ
ル
人
材
確
保
・

育
成
基
本
方
針

ve
r.1

.0
よ
り
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